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「日常的な思考や切迫した個々の問題関心ごとが英国と余りにもかけ離れているこの偉大な
民主主義の国の、複雑で、極めて強烈な雰囲気のなかで、何が可能で、何が不可能かを決定
するに当たり、交錯する流れ、政治的諸勢力の動向、全体的な国民感情を、推し量ることは、
外国人には無理であります。」（ケインズ、1945年 12月 18日上院での演説から）
(CW 1979: 614)
はじめに
ケインズが交渉のためにサザンプトンを立った
のは 8月 27日であり、帰国したのは、クリスマ
スを目前に控えた 12月 17日のことであった。こ
の交渉が類例のない長期の交渉であったとは必ず
しも言えないとしても、およそ 4ヶ月間、第二次
世界大戦直後の未曾有の動乱期に、母国を離れ、
病躯をおして、困難な外交交渉に当たっていたの
は尋常なことではなかった。いったい英米金融交
渉とは、どのような交渉であったのか。なぜに交
渉妥結まで 4ヶ月も要したのか。ケインズはどの
ように外交交渉を主導したのか。この交渉を独自
に取り上げ、詳細にその過程にメスを入れた研究
は、これまでプレスネル (Pressnell 1986)以外に
は無い。協定が締結される背景とその基本的特徴
については、ガードナー (Gardner 1969)の研究
が、もっとも信頼のおける優れた業績であるが、
研究の主題との関係や資料的制約から、交渉過程
まで分け入ってはいない。我が国における先行研
究も、拙著を含め、交渉過程まで立ち入った研究
は見いだせない。英米金融協定がどのような協定
であり、また、交渉に当たった英米の代表団が、
通貨・金融に関わるどのような戦後構想を抱き、
いかなる通貨、金融上の戦略的見地から協定を構
想し、締結したのか。これらを明確にする必要性
は、依然として課題として残されているように思
われる。
また、かかる研究を進めることによって、ケイ
ンズ論、彼の人物像、彼の経済政策思想や見地、
外交交渉での実践についても、興味深い示唆が得
られるものと考えられる。経済学の泰斗ケインズ
は、この時期どのような経済政策観なり思想にあ
ったのか、彼は経済外交上、どのような考えに立
ち、どのような通貨・金融戦略を構想していたの
か、彼の外交的手腕はどうであったのか、興味は
尽きない。
英米金融協定の先行研究としては、ガードナー
の優れた業績が知られているが、近年、この問題
では英国を中心に基礎的文献 (CW 1979; Bullen 
and Pelly 1986; Pressnell 1986)が相次いで刊行
され、研究の深化が求められている。すでに言及
したようにプレスネルは、金融交渉過程を扱って
いる。ケインズ論のアプローチからの研究も進
み、モグリッジ (Moggridge 1992)、スキデルスキ
ー (Skidelsky 2001)などが紙幅を割いている。我
が国でも、ケインズ論の深化をはかる目的から英
米金融協定交渉過程を扱った岩本の研究（岩本
1999）、これを鋭く批判する米倉の一連の労作
（米倉 2005a;–2005b; –2006）が著され、研究上の
進展がみられた。とくに米倉の業績は、従来のケ
インズ像の再評価や国際通貨制度（史）論の再評
価にも関わり、興味深い論点の提起になっている。
ここでは英米通貨外交史の研究を深めるうえか
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2らあらためて岩本の研究をとりあげよう。岩本
は、ケインズとポンド残高処理について論じた
「第 9章　ポンド残高と英米金融協定」の「はじ
めに」で、第 9章の課題について次のように述べ
ていた。本章は「英米金融協定の締結に至るまで
の過程で、ケインズがポンド残高をいかに処理し
ようとしたのかについて考察する」（岩本 1999: 
279）。岩本はこのように第9章の課題を提示しつ
つも、あらかじめ次ぎのように断定する。「IMF
協定はポンド残高の処理について何ら規定するこ
とはなかった。これに対して、英米金融協定……
には対英援助の見返りとしてこの問題が詳細に規
定されていた」（岩本 1999: 277）。われわれが岩
本の研究に重大な疑念を抱かざるを得ないのは、
ここでポンド残高処理が金融協定で「詳細に規
定」されているとしているのに、同じ第 9章の最
終部で次ぎのように論述しているからである。
「ポンド残高については、直ちに解除される部分、
長期にわたって返済される借換え部分、スターリ
ング地域が残高を減額する部分の 3つのカテゴリ
ーに分類されたが、その時期と金額についての明
示は行われなかった」（岩本 1999: 309）。ポンド
残高処理の時期と金額が決められなかったという
のは、ポンド残高の実質的な処理が先送りされた
ということである。これではポンド残高の処理が
「詳細に規定されていた」とは言えない。
岩本はどうしてこのような結果を招いてしまっ
たのか。その原因の一つは、岩本が英米金融交渉
過程を周到に検討していないからである。彼は交
渉過程を扱った「Ⅴ　英米金融交渉」の冒頭の注
で「この 3ヶ月間の交渉過程をクロニカルに再現
したもの」としてケインズ全集第 24巻第 4章、
モグリッジ第 30章、プレスネル第 10章をあげて
いる。「クロニカル」と言うのは chronologicalの
誤りであろうが、たとえ先行研究が年代記風に記
述された文献であったとしても、ポンド残高の処
理を主題とするのであれば、この点から交渉過程
を跡づけ、どのように問題が処理されていったの
かを論じなければならない。しかしながら、本論
にあたる「Ⅴ　英米金融交渉」では、英米交渉で
ポンド残高が実際にどう処理されていったのか、
その検討がなされていない。表題に即した内容と
なっていないのである。そうであるから、この章
のまとめにあたる「おわりに」で、ポンド残高が
どう処理されたのかの課題を受けた結論を提示す
ることができないのである。このため岩本は、
「英米金融協定調印後の過程を簡単に振り返って
おこう」と一気に話題を変えざるを得ないのであ
る。もっともこの「おわりに」の部分も問題であ
る。そこでは「英米金融協定が、発足 1年足らず
で破綻し、惨憺たる失敗に終わった経緯について
考察する」（岩本 1999: 279）ことが課題であっ
た。それを「簡単に振り返っておこう」と逃げる
のでは、「考察」にならない。
いうまでもなく、英米金融交渉と英米金融協定
を事例に、いくつかの国際通貨・金融史、国際関
係史上の問題を考察することができる。例えば、
国際通貨システムの問題にかかわる基軸通貨の交
替論、あるいは国際覇権システムの転換に関わる
論点がある。半世紀以上も前には、帝国主義列強
の抗争を重視したマルクス主義の潮流にあって
は、スターリン、毛沢東などの影響もあり、資本
主義大国間の「矛盾」をどう評価するかが政治運
動や平和運動にとっての重要なテーマであった。
この立場からすれば、英米金融交渉は、英米とい
う帝国主義列強の対立と協調をみる格好の事例で
あったであろう。しかしながら、これらの問題設
定やアプローチはすでに歴史的洗礼を受けた。い
まや資本主義列強間の抗争、「矛盾」が、新たな世
界大戦を引き起こすか、といった論点は主要なテ
ーマではなくなった。近年では、一時、覇権安定
論や覇権国なき後の国際システム論が関心を集
め、学会や論壇をにぎわした。だが、当時流行し
た国際相互依存性論や国際政策協調論とともに、
覇権安定理論に関わる論点は、時代の変遷ととも
に余り取り沙汰されなくなった。とはいうもの
の、国際政治、経済システムの成立と展開の文脈
で国際通貨制度（史）論を捉え直そうとする場合、
覇権論的アプローチが有効でなくなった訳ではな
い。覇権と国際通貨との関係性は重要な論点であ
るからだ。米国による覇権の確立とは著しく時期
を違えて、この時期は依然としてポンドが基軸通
貨である、とする主張がみられた。だが、米英金
融協定交渉という場で、ドルとポンドとの関係が
どのようであったのかについて改めて検討すれ
ば、このような解釈は到底支持できないことが明
らかになろう。しかし、英米金融協定の交渉過程
と締結された協定の基本的特徴について再検討す
ることに課題を限定する本稿では、国際通貨・金
融史や国際関係史の基本的論点についての考察は
見送らざるをえない。
経済外交交渉を扱う方法論としては、様々な方
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法が提示されている。それらは合理的行為者モデ
ル、エリート論、多元的利益集団モデル、官僚的
行為論、国際システム論、さらには認知的、心理
的、精神分析的アプローチなど多様である。キュ
ーバ・ミサイル危機を事例に方法論の精緻化を試
みたアリソンの場合、3つのモデルを用いて切れ
味を試している。米国の国際通貨政策を対象にし
たオーデルの場合もいくつかのアプローチをあ
げ、1971年の金ドル交換性停止などを事例に、そ
れらの方法論的の有効性を検討し、同時に米国の
国際通貨政策決定過程の特徴を明らかにしようと
している。さらに、認知、認識的アプローチを認
知、認識共同体論として定式化し、これを英米通
貨・金融交渉に当てはめ、方法論的有効性を押し
出そうとする試みもみられた。これに対して、ウ
ォルツは、単一の、演繹的な、簡明な方法、すな
わち合理主義的行為者モデルこそが優れた説明力
を有すると説き、国際システム論を展開する。そ
れでは国際通貨・金融政策の分析や解釈にとって
一体どのような方法が有効であるのだろうか。本
研究もその興味深い事例研究となる。ただ、我々
はすでに方法論的な問題では、通貨・金融外交分
析、あるいは国際金融の政治経済学的方法につい
ては、さきの『冷戦の起源とアメリカの覇権』
(1993)、あるいは『日米通貨外交の比較分析』
(1999)で展開を試み、また、国際関係理論の方法
の認識論的基礎については『現代世界認識の方
法』(2008)で扱ってきた。それ故に、ここで改め
て論点を開陳し、紙幅をとってこの問題について
言及することはさけることにしよう。
第１章　移行期における英米間での金融問題
トルーマン政権の通貨・金融政策の戦略的課題
は、戦後過渡期の混乱を回避し、自由主義的通商
体制に適合的な国際通貨金融秩序を打ち立てるこ
とであった。同政権は、権力主義的、現実主義な
政策としてキーカレンシー・アプローチをとり、
英国を目下の同盟者として通貨関係の再編を目指
した。すなわち同政権は、通商交渉と通貨交渉の
同時進行によって、一気に大西洋憲章、相互援助
協定第 7条を実現しようと企図した。とりわけ、
帝国特恵の撤廃なしでは金融援助はありえない、
との立場であった。
米国が相互援助協定第 7条の具体化に関わる諸
分野の交渉で、厳しい立場で臨んでくるのを予想
していたアトリー政権は、通商交渉と通貨交渉の
切り離しを策し、金融交渉を先行させる作戦をと
る構えであった。
一方、米国側が金融交渉で課題としたのは、武
器貸与援助の処理と英国に対する新規の融資であ
り、これら金融援助を条件としての自由主義的戦
後通貨秩序の形成に関わる全般的なポンドの経常
所得の交換性実現、「ドル・プール制」の廃止、戦
時ポンド残高の処理、それにブレトンウッズ協定
の批准であった。
⑴ 武器貸与援助問題
三つの重要な問題があった。第 1に、英米間で
の戦時の相互援助の経済的目標にかかわる問題で
ある。これは米国が武器貸与援助の見返りとして
自由、無差別、多角主義への協力を英国からとり
つけたことから生じた。すなわち、英米両国では
大西洋憲章（1941年 8月 12日）と相互援助協定
第 7条（1942年 2月 23日）に基づき、協力と協
調の原則に立った国際経済秩序の構築が合意され
たのである。そこでは、適当な国際的および国内
的措置によって、すべての人々の自由と福祉の物
質的基礎である生産、雇用および財の交換と消費
を拡大すること、国際通商のすべての差別的取扱
いの除去と関税その他の貿易上の障壁を除去する
こと、などが目標とされた。そうして、これらの
目標を達成すべく、また他の同じ意思を有する諸
政府の同意する行動を求めるため、最良の手段を
決定する意図のもとに、適当な早い時期に両国政
府間で具体的な行動を開始すべきこと、がうたわ
れていたのである（国際決済銀行1980: 179–80）。
第 2に、戦時債務問題と関連した「武器貸与」
の性格である。
武器貸与援助によって戦時中消費された物資の
代償は、最終的に支払を要求されるものなのかど
うかについて、武器貸与法は明確さを欠いてい
た。米国は参戦と同時に、軍需品の供給に際して
は決して支払の要請はしないと宣言した。大統領
は、「武器貸与法運用に関する緊急報告」を議会に
提出し、そのなかで、米国は、来るべき平和を脅
かすいかなる新たな戦時負債が生じることも望ま
ない、勝利と平和の確保こそが、かけがいのない
報酬である、と述べた。しかし、こうした大統領
の発言に世論が反発すると、大統領は記者会見を
行い、武器貸与援助の受取国は、できるだけ返済
することを期待すると発言を修正した。
4武器貸与は、英国では「相互援助」と呼称され
たが米国政府の方は、返済を含意する「貸与」と
いう呼称の使用を止めなかった。
1942年中間選挙で保守派が躍進すると、武器
貸与援助法に基づく支出に対して、一段と厳しい
目が注がれるようになっていた。多くの共和党議
員は、武器貸与援助が贈与に等しいものと批判を
強めていた。これに保守的な南部民主党議員も同
調していた。下院コルマー委員会は、武器貸与の
見返りに、原材料、軍事基地、航空権、大使館の
敷地並びに建物、その他の有形無形資産の管理
権、を要求した。
贈与なのか貸与なのか。武器貸与の性格につい
ての評価が二分されるなか、1944年5月アメリカ
大統領は、第 15次武器貸与報告において次ぎの
ように、金銭で評価できない便益の受取りの重要
性について強調した。
武器貸与および逆武器貸与は、貸借の制度で
はない。それは贈与でも貸付でも、貨幣の譲
渡でもない。そうではなくて、戦争の遂行と
勝利の手段として有効かつ統合された作戦を
可能にすべく、連合国によって形成された相
互軍事供給の制度なのである。われわれが、
また連合国すべてが、この制度からこれまで
相互に受け入れてきた便益は、きわめて貴重
で、金銭に換ええないものである。
（国際決済銀行 1980: 181）
ここでローズベルトは、武器貸与援助は、戦争
遂行と援助のための金銭には替えられない援助で
あり、貸借の制度ではないと言明したのである。
貸付でなければ返済を求めることができない。ロ
ーズベルトの言質が、議会の内外を中心とした貸
与にこだわる人々の強い反発を招くことになった
ことはいうまでもない。米政権内では対英援助の
性格について共通の理解は存在しなかった。英国
にとって都合の悪いことに、アイルランド系で反
英主義者と目されたクローリーが、武器貸与援助
を管掌する対外経済局長に就任し、辣腕を振るっ
ていた。彼の管轄下での武器貸与援助の執行は、
寛大な援助を望む英国との関係を刺々しいものに
していた。
第 3に、武器貸与援助の「第 2段階」、「第 3段
階」での実行にかかわる問題である。対独、対日
戦勝が時間の問題となるなかで、平時経済の再転
換が課題として浮上してくる。武器貸与援助の削
減と軍需生産の民需生産への転換を図るうえで、
武器貸与援助をどう実施するのかが重要性を帯び
てきた。この問題は、すでに英国の金・ドル準備
の問題として英米間の政策課題として浮上してい
た。英国の開戦1年前の外貨準備は、40億ドルを
上回っていた。米国政府は、武器貸与援助の開始
とともに英国の外貨準備は 2.5億ポンド（およそ
10億ドル）が好ましい額で、この額に達しそうな
時はいつでも武器貸与援助を削減するべきである
との考えであった。財務省は、この外貨準備基準
に基づき、終戦直前まで外貨準備が 2.5億ポンド
を大幅に上回らないように、たえず圧力をかけて
いた。これには、武器貸与援助に厳しい議会への
配慮があった。
武器貸与法にもとづく対英援助の実施にあたっ
ては、英国の輸出を特別の伝統的産品、ウィスキ
ー、ハリス・スウェードなど、に限るべきである
との動きがあった。ケインズはこうした動きを皮
肉って、ハギス料理も追加してはどうかと皮肉っ
たと伝えられている。米国の製造業者のなかに
は、英国の貿易を制限することで、南米で英国の
輸出市場を奪う絶好の機会とみる者もいた。これ
に対して、英国はアルゼンチンへの輸出は、同国
から食用肉を輸入する唯一の手段であるとして、
綿製品、鉄鋼等の輸出を確保しようとした。だ
が、この要求は通らなかった。結局、英国は、
1941年の「輸出白書」で、英国政府は武器貸与物
資が含まれる財・サービスを輸出しないと約束す
るはめになった。これは、英国側の一方的な動き
であったが、米国側も英国の金・ドル水準が一定
水準を超えないように調整しようとした。こうし
た政策的対応によって、英国の外貨準備は 1941
年の春から夏にかけて減少した。それは、1939
年 8月の 5.03億ドルから 1940年 12月 1.08億ド
ルに低下し、1941年 3月 0.7億ドル、6月 0.65億
ドルと落ち込んだのであった。英国にとって幸な
ことに、外貨準備はこの後、秋から回復基調を見
せ、次第に増大していった。これは米軍の軍事作
戦のグローバルな展開とこれに対応した軍事支出
の増大をうけて、その支払い代金がドル収入とし
て英国に集中し始めたからである。
こうしたなかで、さほど表面化しなかったが、
1943年から 1944年にかけて英国の金・ドル準備
の水準をめぐって、英米の利害は鋭く対立した。
1943年 12月、財務省は、英国の準備がかなり
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の高水準に達したとみて、英国に対し直ちに武器
貸与援助の一部を現金で支払うよう強く求めた。
これに対して英国は、戦後に備えて相応の外貨準
備を確保しておく必要を強調した。モーゲンソー
は、後日、特別措置によって、英国の必要を満た
す用意があると確約した。だが、英国大蔵省代表
ウェイリーは、この申し入れについて懐疑的で、
米国政府の約束をあてにしてドル残高を枯渇させ
るわけにはいかないと考えていた。この後も英国
側は、金・ドル残高を 10億ドルに抑えるという
申し入れは、連合国に対する平等な待遇、ならび
に犠牲の平等ないしは資源のプールという建前に
矛盾するものであると批判し続けた。この問題で
米国政府は、1944年秋の第二次ケベック会談で
やっと譲歩を見せ、英国の準備が 10億ドルを大
幅に上回っても差し支えないとの態度に転じるの
である (CW 1979: 23; ガードナー 1973: 330–3; 
Skidelsky 2001: 132–4)。
これまで武器貸与にからむ三つの問題を指摘し
てきたが、それらはすべて戰時期の問題であっ
た。いうまでもなく大戦終結とともに武器貸与援
助の処理が課題となる。だが、世界大戦の行方が
依然として見通し難いこの時期にはこの問題は、
差し迫った政策課題とはならなかったのである。
⑵ 対英金融援助と通貨交換性回復の問題
米国は、相互援助協定第 7条貿易の自由・無差
別・多角主義の構築を目ざした。このため、通貨
面では経常取引の自由化が目標とされた。貿易に
ともなう資金のやりとりは自由にすべきであると
いうのだ。ローズベルト政権は、この目標を達成
するテコとして対英金融援助を位置づけた。
ローズベルト政権の課題は、経常取引にともな
うポンドの交換性の自由化を、⑴英国を中心とす
るポンド地域内、⑵米国、⑶ ⑴⑵以外の国々、と
の間で実行することであった。
（2.1） ポンド地域の経常取引にともなうポンド交換性
の自由化問題
戦時に発達したポンド地域内での多様で複雑な
為替管理のうち、米国によって最も問題視された
のがドル・プール制であった。米国側は、議会や
一般国民に対して、この規定は英国から取り付け
る約束のうちでもっとも重要なものであると主張
した。なぜなら、米国はこの制度を、米国の輸出
にとって著しく差別的な制度であると考えたから
だ。米政権は、ポンド地域諸国は、そのドル収入
をロンドンに預金することを要求され、それを米
国からの商品の輸入に使用する場合には、その都
度、英国の承認が必要となっている、とかかる制
度の全面的な見直しを求めたのである。
一方、英国側は、ドル・プール制の運営にあた
って、実際には各国が「経常取引で取得したポン
ドならびにドルを他の通貨地域との取引に自由に
使用する」のを妨げたことはない、と再三主張し
てきた。当局の主張によれば、また、ドル・プー
ル制は米国が主張するような強制的なものではな
く、全く自主的な取り決めであった。ポンド地域
諸国は、ドル支出を自主的に規制し、緊急時に備
えて各国の準備をプールし、これを維持すること
に合意したのである。
英米金融交渉の際の英国の労働党内閣の見解で
は、ポンド地域は次ぎのように説明されていた。
即ち、それは貿易と銀行のシステムであり、ポン
ドを英国やその他の海外社会で共通の国際通貨、
準備通貨として使用することを自由に決定できる
ことから、1世紀以上にわたり自発的な成長を遂
げて形成されてきたものである。そうして、この
ポンド地域の自然生成的な発展は現実には三つの
結果を生んだ。第 1に、取引の過程で域内の銀行
に宛てて発生した外国為替はすべてポンドにかえ
られ、第 2に、このことと対応して、全地域の外
国為替の保有と取引はロンドンに集中され、第 3
に、ポンド地域の諸国は無制限にポンドそのもの
を自らの意志にもとづき、喜んで受け取ってきた
のである。第二次世界大戦が勃発した後もこの 3
つのシステムに変化はなかった。ただ、戦時の必
要から為替統制が導入された。しかし、域内の各
国はロンドンとは独立に自国で為替を管理してい
た。このポンドの統制はたしかに多くの困難を生
みだしいていたが、ポンド残高は、喧伝されるよ
うには封鎖されてはいなかったし、ポンド地域シ
ステムの本質的自由を損なうことはなかったので
ある (CW 1979: 578–9)。
ケインズもすでに 1944年の秋の訪米中に、国
務省でポンド地域について説明している。彼はそ
の場で、①ポンド地域は、できる限り多国間清算
の利益を維持するための、英国の果敢な試みであ
り、②できるだけ長く、できるだけ現在に近い線
を維持することが、英国にとっても米国にとって
も利益であることを強調した。米国側は、ドル・
プール制を、米国の輸出業者の市場を奪う不埒な
6企みであると非難する。だが、ケインズによれ
ば、むしろ貿易の障害を最小限に減らせる手段で
あった。これによって米国の業者が、ポンド地域
内で、適当なドル収入を保有しない地域の業者
と、商売を続けることができるのであった。ま
た、ケインズは、ポンド地域の任意的、非公式的
性格と、様々な為替管理の自立的性質をも強調し
た。ともかくケインズによれば、「戦争中とまさ
に同じ方向でポンド地域を、移行期の間も続ける
ことよりも適切ですぐれた方策はアメリカにとっ
てありえないと説明し、他方で、ポンド地域の多
様な為替規制に対して、ドルの割当の何等かの手
段をとることは避けられないであろう」と説明し
たのであった (CW 1979: 163)。ドル・プール制の
評価はこのように英米間で真っ向から対立したの
である。なお、ケインズがここで、ポンド地域シ
ステムの維持が、英米にとって望ましい選択であ
ると評価していた点は留意しておく必要があろう。
ガードナーは、どちらの主張が正しかったのか
と問い、ポンド地域のように非公式で定着してい
ない制度の場合、明確なこたえを求めることは困
難で、むしろ真実は二つの見解の間に存在してい
たのである、としている（ガードナー 1973: 388）。
このうえでガードナーは次のように論ずる。ド
ル・プールは、公に認められた一つの管理体制
で、英国はその体制の下でポンド地域諸国の対外
政策を支配している、と言い切ることはできなか
った。だが、この合意をわざわざ金融協定に盛り
込んだのは全く無意味なことであり、ドル・プー
ルが貿易多角化の原則とは決して矛盾するもので
はない、という主張もまた、誤解を招くものであ
った。
ドル・プール制が国際貿易にどのような影響を
及ぼしているのか。ドル・プール制を廃止した場
合どうなるのか。ドル・プール制が人為的な制度
としてポンド地域の対外貿易を阻害する一方で、
ポンド地域内の貿易を促進させることになってい
るというのが大方の見方であった。他方でこの制
度がなくなると、各国はドル準備の改善に関心を
持ち、ドル地域からの輸入を減らし、輸出を伸ば
そうとするのではないかとの主張もあながち根拠
のないものでもなかった。
ドル・プール制をめぐる論議については、ガー
ドナーの次のような指摘にも傾聴すべきであろ
う。すなわち、それは結果的に、多くの米国人が
ポンド地域に対して抱いていた従来からの偏見を
強めることになった。そうして、ポンド地域諸国
が外貨の深刻な不足に悩んでいた時に、トルーマ
ン政権は、英米間の金融協定という方法によって
ポンド地域の「解体」や戦時規制の緩和を求めよ
うとしたのである（ガードナー 1973: 388–9）。
［コラム］ポンド地域システムとは
ポンド地域システムの形成過程
ストレンジは、ポンド地域システムの形成、展
開、崩壊の過程を研究し、1931年以降、戦時期、
1947年以降を、独自の段階として特徴づける。
ジェントルマン、あるいはシティの利害に焦点を
当てたケインとホプキンズによるポンド地域の研
究もある。ここでは、これらの研究を手がかり
に、ポンド地域の形成過程をたどることにしよう
（ストレンジ 1989; ケイン・ホプキンズ 1997）。
英国は 1931年 9月に金本位制度を離脱した。
金との交換性を停止したポンドは、金に対して変
動することになった。1932年 7月には為替平衡
勘定が創設された。金融・通貨政策の基本目標
は、通貨の切り下げによる国際貿易の拡大にあっ
た。だが英国内では、通貨価値の低下に対する反
発と警戒感があった。同時に自治領を中心とした
主要資源供給国の通貨を、伝統的なレートでポン
ドにリンクするよう仕向けることも志向された。
通貨当局は対外通貨価値の引き下げのみを通貨政
策の目標とするわけにはいかなかった。
ポンドとつながりの深い諸国は、自国通貨を金
に固定させるべきか、金とのリンクを絶たれたポ
ンドに対して固定させるべきか、選択を迫られる
ことになった。ポンド地域の性格は、英国が、
1931年に金本位制を離脱した後、より明確にな
ったともいえる。ポンドが金とのリンクを絶たれ
た際に、各国は別の選択があり得たかもしれない
が、貿易、資本取引で大きくポンドに依存してい
た国々は、ポンドを国際通貨として選んだのであ
る。
1933年 6月世界経済会議が失敗した直後の 7
月、イギリス連邦は帝国宣言を内外に明らかにし
た。カナダはドルに自国の将来を委ね、英帝国を
中心とする国々はポンド・ブロックを形成した。
ポンドを基軸とするこのブロックの縛りは非常
に緩く、ブロック内の為替レートは決して安定的
なものではなかった（ストレンジ 1989: 76–77）。
7パワーと金融：1945年英米金融交渉と金融協定の研究
ポンド地域の構成国
ポンド地域諸国は、英国市場に伝統的に大きく
依存してきた国々から構成され、通貨をポンドに
固定し、通貨準備の大部分をポンドで保有し、貿
易取引の大部分を、ポンドで決済していた。1930
年代のメンバーは、英帝国諸国に限定されていた
わけではない。帝国諸国でもドル・ブロックに入
っていたカナダと英領ホンジェラスはポンド地域
システムから除外されていた。
また、ポンド地域には、英国と経済的に依存し
ていた欧州のいくつかの国々も入っていた。取引
目的の他に対外準備としてもポンドを保有するこ
とは 1931年以前から始まっていた。1923年の帝
国経済会議では、帝国内の諸政府に奨励されてい
たのであった。
ポンド地域の定義についてはカインらも依拠し
ている研究がある。そこではポンド地域を次の 3
つに分類している。
①　 全ての対外準備をポンド、あるいはポンド証
券で保有している国。オーストラリア、イギ
リスの植民地（香港、英領ホンジュラス、英
領マラヤを除く）、英国の委任統治領、アイル
ランド共和国、タイ。
②　 ポンドを保有しているが、それを自由に他の
資産に換えようとする国。例えば、英領マラ
ヤ、デンマーク、エジプト、エストニア、香
港、インド／ビルマ、イラク、ラトビア、リ
トアニア、ニュージーランド、ポルトガル、
南アフリカ。
③　 ポンドとならんで金および（もしくは）他の
通貨で対外準備を保有している国であるが、
実際には通貨をポンドにリンクしている国。
アルゼンチン、フィンランド、ノルウェー、
スウェーデン
　　 （ケイン・ホプキンズ 1997: 58–9; De Vegh 
1939: 7–10）。
戦争が近づくなかで大きな変化があった。イン
グランド銀行総裁ノーマンのイニシアティブのも
とで自治領に独立性を付与された中央銀行があい
ついで設立された。これによって自治領内の地域
的通貨協力を促進し、ポンドを強化しようとした
のであった。
英国特恵体制とポンド地域システム
オタワ会議やそれに続く交渉の結果、英国は自
治領が英国に行なった貿易上の譲歩よりも大幅な
譲歩を自治領諸国に対して行なった。この結果、
英国の自治領からの輸入は増大し、自治領への輸
出は減少した。英国の貿易、赤字の拡大が生じ、
特恵制度は英国よりも帝国内諸国に有利に働いた
のであった。
オタワ体制は、英国と帝国との国際金融システ
ムにどのような影響を及ぼしたのか。この関係性
を先見の明をもって鋭くとらえていたのが H.
D.ヘンダーソンであった。彼は、1931年の経済
諮問委員会で、ポンド圏について次ぎのような見
方を示していた。英国の貿易赤字とポンドの強弱
との関係は明確ではなく、赤字が増大したからと
いって、必ずしもポンドの価値が低下するとは限
らない。英国と帝国との貿易が英国の入超になっ
た場合、帝国諸国がロンドンに保有しているポン
ド残高の増大をもたらすことで、ポンド残高は英
国金融システムの堅固な構成要素となる。こうし
たシステムにあって、インドやオーストラリア
は、新規に借り入れを行なう必要はなく、ポンド
の支払義務を果たすことが容易になる。そうし
て、域内諸国が債務不履行に陥ることはなくな
り、ポンドは弱体化するよりは、むしろその強化
につながる（ケイン・ホプキンズ 1997: 63–5）。
ケイン等が指摘するように、英国による関税面
での譲歩は、しばしば国際金融面での安定性を維
持するための通商上の最も不可欠な戦略なのであ
った（ケイン・ホプキンズ 1887: 67）。
そうして 1932年から 1937年に、シティが、ポ
ンド地域における金融体制の安定化の恩恵に浴
し、貿易外の収入が増大していったのに対して、
経常収入は一貫して赤字を記録していたのである
（ケイン・ホプキンズ 1997: 70）。
英国のポンド諸国への貸出しが殆ど消え失せた
時に、その構造を維持し続ける方法は、英国に対
して自治領側が貿易黒字を生み出すことにあり、
これは英国市場での特恵によって可能となった。
ヘンダーソンは、1931年の時点でこの点を、あら
かじめ、的確に見通していたのである。
ストレンジは、オタワ貿易協定がポンド・ブロ
ックを強化した、と論じる。ケイン等も英国が割
を食う不平等な貿易体制は、シティの利害にとっ
ては、ポンド地域がうまく機能するために不可欠
な体制であった、とみている（ストレンジ 1989: 
77; ケイン・ホプキンズ 1997: 103）。
ポンド圏と英国特恵体制との関係についてポン
ド圏システムは、世界恐慌の影響が英国に及ぶの
8を防ぎ、それまで何年にもわたって低下の一途を
たどってきた世界貿易における英国のシェアを維
持するのを助け、それはまた、1931年の絶望的な
時期に諦めかけていた国際的地位と影響力をシテ
ィに与えた。しかしながらそれは、英国が古くか
らの経済体制をできる限り生かし、当面する危機
に対処する仕組みであって、1930年代の病んだ
世界経済を癒し、英国をふたたび世界経済の中心
へと押し上げるほどの大きな力を持ってはいなか
った。
戦時におけるポンド地域システム―戦時通貨同盟
ポンド地域システムの形成、展開過程でこの戦
時段階が最も革命的で組織的なものであった。ポ
ンド地域は、それまでの非拘束的で、緩やかに組
織された通貨地域へと向いていた流れが逆転し、
統制色の強いシステムへと変化していった。それ
は緊密に統合された、ほとんど通貨同盟 (union)
といってもよいものであった。しかしながら、こ
の通貨同盟は、中心国の英国によって強制的に押
しつけられたものではなく、戦時同盟という政治
関係のうえに築き上げられたものであった（スト
レンジ 1989: 78–9頁）。
英国通貨当局は、戦争勃発以前から、為替統制
手段の検討を進めていた。この問題が初めてイン
グランド銀行によって提起されたのは、1937年
夏のことであった。以後、戦争勃発まで同銀行と
大蔵省との間で検討が重ねられていった。この結
果、次のような措置が考えられていた。①民間に
おける外国為替の保有、取引を規制する。②金お
よび外国為替を取得した民間人は、それ等を政府
に売り渡す法的義務を負う。また、政府の許可な
くそれ等を外国人に売り渡すことは出来ない。③
英国人のもので外国人に預けられている全ての市
場性のある有価証券に対して政府が管理権を有す
る（ストレンジ 1989: 79）。
やがて第 2次世界大戦が勃発すると、ポンド離
れが進んだ。英国の金・ドル不足が懸念され、
1940年 3月、闇相場でポンドの対ドル相場は、
4.03ドルから 3.48ドルに下落した。
戦時通貨同盟の特徴についていくつか指摘して
おこう。まず第 1に、ポンド地域システムは、ド
イツに比べれば、英国の為替統制はそれほど包括
的で権力集中的なものではなかったことを指摘す
ることができよう。それは、どちらであるかとい
うと、イングランド銀行が誘導する自発的な協調
に主として依存するものであった。
ポンド地域の同盟が、それほどのばらつきもな
く、この為替統制策を受け入れたのも、こうした
自発的な要素が大きかったように考えられる。こ
の点についてハンコック等は戦時経済についての
公的文書で次ぎのように回顧している。それぞれ
の主権を持つ政府が、その共通の利害と責任を自
覚する、という点にポンド地域の帰趨はかかって
いた。これら諸国は、自国通貨をポンドに対して
固定する義務はなかった。各通貨同盟は、英国に
よる為替統制を自国の法体系の中に組み入れてい
た。にもかかわらず、かれらがその靭帯を維持し
たのは、ポンド地域内部の相互取引については、
この為替統制によって制限されず、域外の取引に
対してのみ制限される、という共通の行動規範の
せいであった。
通貨同盟のいまひとつの側面として、同盟国の
間で、交換レートの固定化が了解されていた点も
重要であった。これは、戦前のポンド・ブロック
内での、最も緩やかな平価につての合意とは対照
的であった。そうして、戦時中には、ポンド地域
諸国内では、ポンドとの交換比率を変更した国は
なかったのである（ストレンジ 1989: 80）。
この通貨同盟の特徴として、同盟国が金とハー
ドカレンシーを、基金にプールして、それを対外
準備とした点を指摘することができる。この基金
は、為替平衡勘定に委託されて、ポンド地域全体
の準備を担った。引出額は、各国の同意を必要と
し、その範囲内にで各国は自国の必要に応じて資
金を引き出すことができたのである。さきのハン
コック等が指摘するように、ポンド地域とはロン
ドンに本拠を置き、ロンドンによって事実上運営
される金融同盟であったのである（ストレンジ 
1989: 80–1）。
なお、南アフリカをポンド地域システムの一員
と見るべきか見解が分かれる。それというのも、
同国は戦時中、次のような独自の行動をとったか
らである。南アは、世界最大の産金国であり、大
量の外国為替の確実な稼ぎ手であったにもかかわ
らず、①プールからの自国通貨の引出し分に見合
う額の金しかイングランド銀行に売り渡さず、②
外国為替の余剰分は、自国の準備銀行に積みまし
た（ストレンジ 1989: 81）。
英米金融協定交渉のなかで、ポンド地域合意の
性格と機能について英米間で評価が分かれた。こ
れはある意味では当然であったが、実は、ケイン
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ズと本国の大蔵省、イングランド銀行との間で
も、かなりきわどい評価の違いが見られたのであ
った。これは、次のような興味深い事態からうか
がわれる。英米金融交渉の最中の 1945年 11月 5
日、ケインズは米財務省のホワイトに宛てて「ポ
ンド地域合意」なる文書 (NABOB215)を送付し
た。だが、ケインズは、この 2日後に、修正「ポ
ンド地域合意」(NABOBSaving32)を改めてホワ
イトに送付する。尊大かつ不注意にも、ケインズ
が 5日に、本国の了承を得ずに勝手にポンド地域
合意を評価し、これへの対応策をホワイトに伝達
した。ケインズの勝手な行為に対して、本国で強
い反発が生じた。かかるなか、ケインズは、急
遽、本国の批判的コメントを改めて盛込み、改め
てホワイトに修正版を送付することになる。ケイ
ンズと本国との間では、ポンド地域合意への英国
の政策的対応での深刻な対立があったが、これと
密接に関連してポンド地域合意の基本的な性格に
ついても評価が食い違ったからであった。ケイン
ズは、この事態をうけて、当該箇所を削除して、
そこに本国が望ましいとする修正文を、ほとんど
丸呑みする形で取り入れ、問題の処理にあったの
であった。そこで本国側（大蔵省のロウ‐ダット
ン）が強調していた点は、ポンド地域の次のよう
な基本的性格であり、機能であった。⑴ポンド地
域は貿易と銀行の制度であり、それは 1世紀に以
上にわたり、ポンドを共通に対外通貨とし、準備
通貨として、自由に使用するシステムとして自生
的に形成され発展してきた。それは、①取引の過
程で地域内の銀行に宛てた外国為替は全てポンド
に変換され、②これに対応して、地域の外国為替
の保有と取引はロンドンに集中され、③ポンド地
域内諸国は、無制限にポンドを受け取ってきた。
⑵ 1939年の大戦の勃発まで、このシステムは、
完全に自由に機能してきた。ポンドは、世界中の
どの国に対しても、自由に支払いに用いられ、自
由にどの外国通貨とも交換された。⑶戦争勃発
後、システムの三要素に変化はなかったが、戦時
の必要からポンド地域各国に為替統制が導入され
た。だが、各国は、ロンドンとは独立に自由に自
国で統制を管理してきた。⑷ 6年にわたる戦争の
結果、ポンド地域や他国のロンドンに保有するポ
ンドが大きく膨張した。この一方で、英国の在外
資産と輸出は縮小した。⑸戦時の統制がポンドの
本質的自由に取って代わった。だが、ポンド残高
は封鎖されてはおらず、ポンドは地位域内で自由
に用いられている。英本国は、米国側の評価とは
異なり、ポンド地域は本来的には自由なシステム
であり、米国の指摘するその差別的な性格は、戦
時の統制策によるものであると反論したのである
(CW 1979: 570–7, 577–9, 581–3; Bullen and 
Pelly 1986: 304–9)。
（2.2） 米国の経常取引に対する制限措置とその解除
の問題
英国との貿易でポンドを取得した業者が、これ
を自由にドルに交換できるようにするのが、米国
の目標であった。このため英国は、協定発効と同
時に、許可を受けた米国商品の輸入に対する支
払、および米国居住者の保有するポンド残高で、
経常取引により取得したものの交換性を制限しな
いことを約束することになる。ポンド地域、その
他地域との交換性回復が協定発効後 1年以内とさ
れていたのに比べ、米国との交換性回復の実現
が、協定発効と同時に実施することとされていた
ことは、米国にとって対英貿易の重要性が大きか
ったからであった。通商の自由化を目標とする米
国は、通貨上の差別主義の撤廃によって、英国が
ドル不足に陥り、輸入制限などの通商上の差別主
義に出る怖れへの懸念があった。このため、英米
金融協定では、一見すると奇異に見えるが、経常
取引にかかわる通貨の交換性回復とあわせて、貿
易上の数量制限措置の撤廃が追求されることにな
る。ガードナーが説明するように、協定で 1946
年 12月 31日以降、英国が貿易の数量制限の撤廃
を約束したことは、交換性回復義務の補助規定と
理解しうる。この規定の目的は、英国が支払制限
撤廃の義務を回避するため、米国商品の輸入に対
する数量制限しないように仕向けることにあった
からである（ガードナー 1973: 389–90）。
（2.3） 第 3国に対する交換性義務
第 3国が経常取引によって得たポンドに対する
制限措置の撤廃も課題であった。BISは戦時中や
戦後過渡期に、優に 200を超える双務協定が結ば
れたと報告している。ポンド地域と英米間でポン
ドの交換性が実現しても、かかる地域以外で通
貨、通商の差別主義が残るのでは、世界的規模で
の貿易多角化の実現はおぼつかない。ガードナー
が指摘するように、これらは 2国間の問題ではな
いため、金融協定の規定では、第三国に対する英
米両国の約束というかたちをとってポンドの交換
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性の実現を目ざすことになる（ガードナー 1973: 
391）。
ここで金融援助の条件として英米金融協定でな
にが取り決められたのか、あらかじめ明らかにし
ておこう。
注意を要するのは、協定によって規定された経
常取引にともなうポンドの交換性を実現する時期
は、それぞれ異なる結果となる点である。
①　 米国居住者が取得したポンドの交換性は、金
融協定の発効日に実施する。
②　 数量制限の撤廃は 1946年 12月 31日までに
実施する。
③　 ポンド地域とその他地域諸国の居住者が取得
したポンドの交換性は、協定発効日から 1年
以内に実施する。
金融協定では、このように米国の狙い通りに期
日を限ってさまざまな制限措置を撤廃することが
合意された。のちにあらためて論ずることではあ
るが、こうした措置を講じたことが妥当であった
かどうかは疑問の残るところであった。ガードナ
ーは、この問題について、戦後過渡期という不安
定な時期に、通貨の交換性が未だ一般化していな
いなかで、ポンドの交換性を付与した場合の危険
性を考慮せずに、交換性回復の時期をあらかじめ
決めるということは、無分別であるとのそしりを
免れえない、と批判している（ガードナー 1973: 
396–7）。
⑶ 累積ポンド残高の問題
（3.1）ポンド残高の累積
通商上の多角主義を実現するうえでは、戦時に
発生した不良債権を処理し、国際通貨・金融面で
の環境を整える必要があった。この点で巨額の累
積ポンド残高の処理は大きな課題であった。英国
が抱える戦時対外債務の処理如何では、対英借款
の規模や効果、相場制度、国際的な資金の需給、
通貨の交換性回復などに大きな影響を与えかねな
いからである。それはまた、戦後のポンド圏の行
方、そうして戦後のドルを中心とする国際通貨・
金融秩序の行方も左右しかねない問題でもあっ
た。結果的に英国と国際金融界は、ポンド残高の
処理に手間取り、最終的に処理は実に 1970年代
まで持ち越されることになる。
ポンド残高が増加した背景としては、英国の経
常勘定収支が他のポンド地域諸国との取引で大幅
な赤字に転じたことを指摘しなければならない。
ポンド地域から食料や原材料を大量に輸入したこ
と、さらに、英国軍のインド、エジプトを戦略拠
点としたアフリカ戦線、広大なアジア・太平洋戦
域での軍事作戦に多額の支出を行ったことが大き
かった。なかでも膨大な規模にふくれあがった英
国の対インド債務は、広大なアジア戦域での日本
と戦いがインドを抜きにしては遂行しえなかった
こと、またアジアでの日本との戦争が如何に英国
を疲弊させたのかを物語っていた。
英国は、米国の参戦前に負担したコスト、とり
わけ米国内で調達した 30億ドル相当の財・サー
ビスを、米国が「戦争負担の平等」にもとづき負
担すべきであるとの考えを持っていた。英国にす
れば、パールハーバー前の米国内での軍需発注
が、米国の軍需産業の体制整備に大きく寄与した
表 1　イギリスの対外債務（単位 : 100万ポンド）
1944 1945
対外借り入れ
　米国 73 234
　カナダ 140 126
　インド 27 27
　その他 44 110
　合計 284 493
ポンド残高等
ポンド地域
　自治領
　　オーストラリア 150 148
　　ニュージーランド 43 75
　　南アフリカ 26 59 
　　アイルランド 165 189
　　調整 ‐ +10
　自治領計 390 481
　インド、中東
　　インド 943 1259
　　中東 554 643
　インド、中東計 1,497 1,902
　その他ポンド地域 477 561
ポンド地域合計 2,364 2,944
非ポンド地域
　　南米等 89 53
　　欧州 378 273
　　その他 56 62
非ポンド地域合計 523 388
ポンド残高合計 2,887 3,332
対外債務総計 3,171 3,825
（出所 : 国際決済銀行 1979: 274）
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ことをも忘れるべきではないとの思いがあった。
しかしながら、米国ではこの問題で、世論も政府
の立場も一貫しなかった（ガードナー 1973: 326）。
それにしても「戦争負担の平等」という原則が
貫かれているならば、ポンド地域諸国のポンド残
高の増大が英国にとっての債務の累積となり、戦
後に持ち越されることはなかった、との見方もあ
る。とはいえ、米国を別としても英国との歴史的
つながりや強いきずなから積極的に参戦した国々
とそうでない国々との間では、「戦争負担の平等」
についての考え方は異なっていたし、英国に対す
る保有債権額の多寡から各国の利害は一様ではな
かったのである。
（3.2）ポンド残高の処理
ポンド残高をどう処理するのか。まずポンド残
高をどの範囲とするのかの問題があった。①ポン
ド地域諸国のポンド残高のみならず、ポンド地域
諸国以外のポンド残高も処理の対象とするのか。
②その範囲に、戦時中に蓄積されたポンド残高の
みならず、戦後に蓄積されるものをも含むのか。
また、ポンド残高を圧縮し、処理する方式とし
て、どのような方策があり得るのか。有力な考え
方として浮上してくるのは、ポンド残高を①直ち
に返済されるか、経常取引に使用する目的で、い
かなる通貨にも交換可能な残高、②借り換えによ
り何年かにわたって年賦で返済される残高、③戦
争負担の公平性からキャンセルする残高、として
区分し、処理するというスキームであった（ガー
ドナー 1973: 393）。
累積ポンドを国際的な枠組みで処理すべきであ
るとの考えが無かったわけではない。戦時期の累
積債務の問題は国際連合諸国間の問題とすべきで
あった、と英国を批判する論調もあった。事実、
ホワイトは当初、設立される国際機構の枠組みの
もとでポンド残高の処理を構想した。確かに、国
際機関によるポンド残高の処理が進められれば、
これによってポンド残高処理の責任の分散を図
り、英国のみが過重な負担を負わされる事態は避
けることができたかもしれない。ケインズも一時
的ながらこれに同調する動きを見せた。だが、英
国では、ポンド残高の処理は英国と英連邦諸国を
中心とした債権国との個別的な問題で、これら諸
国の自主的な処理にゆだねるべきであるとの意見
が、国際的枠組みでの処理構想を退けたのであ
る。ブレトンウッズ協定にいたる交渉過程で明ら
かになったように、英国は、国際的枠組でのポン
ド残高の処理を拒み、自力で解決を図ろうとして
きた。イングランド銀行や大蔵省には、ポンド地
域内で、中心通貨ポンドの英国への還流システム
が構築されれば、国外に累積するポンドは、貿易
や投資資金として利用可能であるとの見方があっ
た。しかしながら、国際的枠組みでのポンド残高
の処理が、そう簡単ではなかったのも事実であっ
た。ポンド残高の保有者が複雑で、その実態につ
いては分からない点が多く、債権の処理がうまく
進められるか見通し難かった。また、貧困国と富
裕国とでポンド残高の処理方式が異なった場合に
は債権国間での利害の対立が生じることも予想さ
れた。ポンド残高を圧縮する場合、貧しい債権国
と米国のような国を同列に扱うわけにはいかなか
った。とくに、インドやエジプトのような低開発
国の要求には十分に応える必要があった。英国か
らの独立問題も絡み、これらの国々はポンド債権
の放棄に容易に同意するはずはなかったからであ
る。こうした問題もさることながら設立が構想さ
れていた国際金融機関の資金力にも疑問があっ
た。両機関には巨額のポンド債務を処理する能力
はなかった。国際金融機関による債務の肩代わり
は夢物語であった。国際金融機関による債務処理
案が実現しなかったことをうけたホワイトは、後
に言及するように、英米金融交渉の過程で、今度
は米国によるポンド債務の一部肩代わりを企図す
る。これとて英国ばかりか米国の財務省や議会の
支持を得られる見込みのない構想であった。
国際的な相互投資と金融的連関が今日ほどグロ
ーバルではなかったことを反映してか、当時、特
定国や地域の累積債務が、その処理に手間取った
場合、地球的な規模での金融・経済危機を引き起
こしかねないとの危機意識も稀薄であった。
⑷  移行期の対外金融問題 
―ケインズとイングランド銀行の認識
（4.1） ケインズの「対日停戦後の移行期における対外
金融に関する覚書」（1944年 1月11日付）。
1944年にもなると戦時金融の対外問題は、戦
後の移行期のそれと更に密接に絡み合ってくる。
モグリッジは、年初からのケインズの活動では、
この相互依存がいっそう明らかになる、としてケ
インズが移行期についての覚書を準備し始めたこ
とを明らかにしている。確かに、ケインズは
1944年 1月 7日に、大蔵省のホプキンズに対し
12
て最初の草稿を渡し、彼との意見調整をへて 11
日に大蔵省とイングランド銀行に回覧し意見を求
めているのである。
この 1月の文書は、ケインズによってこの後 5
月 16日付「移行期におけるわが国の金融上の諸
問題」として改訂され、24、25日に大蔵省で討議
に付された。この改訂草案は、さらに 6月 12日
にあらためて改訂され、その後、数次の閣議で検
討された。そうして戦時内閣は、改めて7月20日
にこの覚書を討議し、第 2段階についての交渉が
早期になされるべきこと、その交渉で、対日戦に
関する英国への支援、第 2段階における英国の対
外準備の拡充、輸出促進の準備措置がとられるべ
きことなどで合意した (CW 1979: 33)。
ここではまず、1月11日付の文書に基づいて、
ケインズが英国の対外金融の事情と問題について
どのように認識していたのかをみよう。
戦時内閣の経済部は、数カ月前に英国の対外赤
字を戦後2ヶ年で総額5.75億ポンドと推計した。
ケインズも独自に英国が均衡に達するまでの移行
期全体で 5～7億ポンドを下らぬ資金不足に陥る
と仮定した。
この赤字、ないしポンドの累積残高を処理する
うえで、ポンド地域諸国、非ポンド地域の支払協
定国、これら以外の国々とりわけ米国を中心とす
るドル圏の諸国との関係をどうするのか。ケイン
ズは次のような対応策を提示する。
①　 ポンド地域合意 pond area arrangementの
継続、またいくつかの点での強化と統合。
②　 欧州の各中央銀行との二国間合意 arrange-
ment。
③　 中立諸国との支払協定 agreements、特別勘
定枠の設定。
④　 ニューヨーク連銀、ないし米国財務省との信
用枠の設定 (CW 1979: 1–3)。
こうした困難を乗り切るうえでケインズが紙幅
を割いて論じるのがポンド地域の現状とその修正
である。ポンド地域システム pond ares system
については、米国側が、そこではポンド残高が自
由に利用できない制度となっており、英当局がこ
れをポンド地域諸国に強制しているのではない
か、と批判する。これに対して、英国側は、ポン
ド地域についての評価で米国側に誤解があるとの
立場であった。「ポンド地域システムは、イング
ランド銀行を代理者として、ロンドンがポンド地
域内の構成国のために行動するものであって、ロ
ンドンは域内諸国が稼得した圏外通貨を受け入れ
るが、諸国が保有するポンド残高に対し、必要と
するすべての域外通貨を供給するという責務の下
にあり、域内諸国の対外銀行として働くものであ
る。」
その行動の自由に対する制限は次のことに限ら
れている。①域内諸国は許諾なしにその残高を、
域外から金を獲得するのに用い、あるいは直ちに
必要な運転残高を超えて域外通貨を蓄積せぬこ
と、②為替統制によって域外向け資本取引を阻む
こと、③輸入割当のシステムにより、輸入を本来
必要な財貨の輸入に制限すること。
ケインズはポンド地域について次ぎのように評
価している。「ポンド地域システムの本質はある
種の銀行間合意 a banking arrangementであ
る。われわれは域内の他国に資金があれば預金を
取り、資金が必要な場合には債務証書に代わりに
要求があり次第支払に応じる銀行として機能す
る。それゆえ、それが英国に役立つ程度は、他の
域内諸国が非ポンド地域の諸国に対して黒字か赤
字かに依存する。戦時中、他のポンド地域諸国は
巨額の国際収支黒字を計上した。それをわが国は
利用することができたのである。われわれはこの
システムから 20億ポンド以上もの巨額の利益を
得た。」ケインズはそうして、「こうした合意の継
続がわが国に利益かどうかは、域内各国の国際収
支黒字が継続するかにかかっている」と説く。こ
こでケインズが懸念するのは次のような事態であ
る。戦後過渡期に復興を急ぐポンド地域諸国の輸
入は増大し、貿易収支は悪化しよう。とりわけド
ル地域との貿易が赤字となる可能性がある。この
場合、ロンドンに金、ドルをプールし、これを事
実上域内の中央準備としてロンドンが中央銀行の
役割を果たすという特有のシステムは維持できな
くなろう。そればかりか、国際収支赤字に陥り、
金、ドル準備が枯渇した域内諸国のために、ロン
ドンがかかる通貨を供給する必要が生じてこよ
う。こうしたことを考慮に入れると、ケインズ
は、ポンド地域システムが過渡期には、戰時期の
ようにうまく機能しうるか不確かであると考えざ
るを得ないのである。ロンドンの中央準備の金、
ドル資産の枯渇が懸念されるからである。それで
も、ケインズは、移行期にポンド地域システムの
存続が望ましいと考えていた。彼は、このシステ
ムの継続が望ましくないという結論を導き出すの
ではなく、むしろシステムを修正して継続するこ
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とが名誉ある障害の最も少ない処理の仕方であろ
う、というのである (CW 1979: 6–7)。
ケインズは、まず、ポンド諸国に提案すべき 3
年と予想する過渡期における合意を次ぎのように
考えた。①ポンド地域諸国はこれまで同様にロン
ドンに強い通貨をプールする。②ポンド地域の構
成国間ではポンド残高は自由に交換される。③ロ
ンドンは金並びに強い通貨の域外への流失を統制
し、域内で配給する裁量権を有する。④域内での
為替統制、輸入統制を継続する。しかしながら、
ケインズは、これらの合意は、過渡期間の終了後
に見直されるべきであり、「異常」ポンド残高は漸
進的に解放すべきである、とした。また、米国と
の交渉にもよるが、終戦時に 3～5億ポンドの外
貨準備の保有が望ましいと考えた 1。
ケインズは、こうした手段とともに、膨大な対
外債務を抱える英国の救済策として、米国を中心
とする国々からの資金援助が必要となる、とみ
た。彼は、アメリカとの最終的赤字を埋める手だ
てとして以下が考えられるとしていた。①米国か
らの 5億ポンド（20億ドル）を限度とする援助、
②カナダからの信用、③南アメリカ諸国との支払
協定。ただし、ケインズは、米国の援助につい
て、50億ドルは要らない、20億ドル程度でよい
としつつも 30億ドルもありうる、とも述べてお
り、確かな援助総額をあげていたわけではなかっ
た。また、②③で 1.5～2億ポンドの信用を見込
み、この他ポンド地域が欧州から得る金・ドル資
金として 2億ポンドが期待される、としていた
(CW 1979: 12–5)。
ケインズは、米国の援助がある種の紐つきにな
ることを想定した。米国側は、①過渡期にポンド
地域諸国が財・サービスの輸入のためにドルを割
り当てるのを望まず、②米国からの輸入に対して
差別的な輸入制限措置を適用しないように求めて
いる、そこで、経常取引にともなうポンドの交換
性の実現、ポンドに対する差別主義的措置の撤廃
が金融援助の条件となろう、とみたのである (CW 
1979: 16–7)。
ケインズは、米国からの援助が得られない場
合、実物ストックの食い潰しと貨幣的準備の利用
と、封鎖ポンドの蓄積にたよらざるをえない、と
考えた。経済的国家主義、保護主義、飢餓の路線
である。だが、ケインズはこの選択を望まなかっ
た。それゆえにケインズは、「たとえ若干の危険
がともない、また避けたいいくつかの責任を受け
入れることになるとしても、わが国の正しい道
は、自治領や合衆国との密接な調和を保ちつつ、
より拡張的な方向に沿った国際経済政策を案出す
ることである、と結論」づけていたのである (CW 
1979: 18)。
これと関連してケインズの覚書で、なによりも
注目されるのは、彼が、過渡期間を経てポンド地
域をより自由なシステムへと漸次的に発展してゆ
くべきであるとの考えを明らかにしている点であ
る (CW 1979: 15)。ケインズは、ポンド地域諸国
の貿易収支が赤字となり、ロンドンの中央プール
の準備を、何らかの手だてによって埋め合わせる
必要が生じることを見通していた。英国の外貨事
情から、これを実行するのは容易ではないことが
明らかであった。ケインズは一方で、戦後通貨計
画に関する英米協議の進展で、新しく設立される
国際通貨機関のもとでは、過渡期を経たのちに経
常取引にかかわる通貨の交換性の回復を実施せざ
るを得ないと見通していた。そうして、ケインズ
は、保護主義、経済的孤立主義、飢餓の路線より
も、自由主義、国際主義、拡張主義の路線を志向
していた。
（4.2） ケインズ覚書に対するイングランド銀行の批判
的見地
このケインズの構想に強い危機感と懸念を抱い
たのがイングランド銀行であった。同銀行は、2
月 9日付の文書で、ケインズの覚書に反発し批判
を加えた。第 1に、ポンド残高の処理にあたって
地域の多様性を見落としており、その画一的、一
律の処理は無理である、と批判した。問題は、相
手国や保有債権の内訳によって異なり、一律の処
理は馴染まないというのである。第 2に、ケイン
ズがポンド地域システムの自由化まで言及してい
ることに強く反発した。イングランド銀行の評価
では、ポンド地域は、本来的に自由な特徴を有
し、米国が非難するような差別的通貨地域ではな
い、そのような自由な制度が制限されているの
 1 フォーデは、ケインズが 1944年 1月の文書で、ポンド地域諸国のドル資金利用を各国が稼得したドル水準に制限する
措置を講ずる必要があると、政策提言したと記されているが誤りであろう。ケインズがこの提言を打ち出すのは、この
文書を修正した 1944年 6月の文書である (Fforde 1992: 62-3)。
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は、各国が導入した戦時の統制によるものである
との見方であった。第 3に、イングランド銀行は
ポンド地域に、ある種の還流システムを構築すれ
ば、英国は、累積債務を処理しつつ通貨圏の再建
を図ることができると目論んでいた。そうして、
ポンド地域の維持を死活的課題と位置づけるイン
グランド銀行は、為替管理を維持しつつ、西欧の
中央銀行との相互信用供与の取り決めによってポ
ンド地域の西欧への拡張を企図し、過渡期の困難
の克服とポンド残高への対処につなげたいと考え
ていた。第 4に、このポンド残高処理では、公的
ルールにもとづくポンド残高の処理交渉よりも、
相互理解を基礎にした非公式の協力にもとづき、
具体的な処理方法について合意をえることが望ま
しい、とみた。加えてポンド債権処理で重要であ
るのは、巨額の債権を保有するインド、エジプト
との交渉であり、これらの国々と問題の処理に集
中して取り組むことが最重要課題なのである。第
5に、米国からの金融援助は必要ではなく、現在
のポンド地域の拡張によって移行期の問題は解決
可能であるとの考えを示した。米国からの金融援
助に頼らず、経済的国家主義を強め、拡張主義的
ではなく緊縮的な路線によって戦後過渡期の危機
を乗り越えるべきであると考えたのである。ケイ
ンズの路線との決定的な相違は、ここにあったと
もいえよう。イングランド銀行のこうした立場
は、左右両翼の社会的勢力内に支持基盤があっ
た。その中心には、帝国擁護勢力があった。こう
したイングランド銀行の路線を支持する勢力は、
大蔵省内にも無視できぬ影響力を有していた。そ
うした勢力は省内の高官ヘンダーソン、イーディ
ー等によって代表された (CW 1979: 18)。
（4.3） 「移行期におけるわが国対外金融の問題」
（1944年 6月12日付）。
ケインズはここで、戦後 3年間の移行期の国際
収支赤字を次ぎのように推計する。貿易赤字 7.5
～10億ポンド、戦時ポンド残高の返済 5～7億ポ
ンド、その他の赤字 2.5～5億ポンド、総計で 15
億ポンド～22.5億ポンドに達する。
移行期にポンド地域諸国は、米国圏から輸入し
た財・サービスを復興や戦時期に繰り延べてきた
消費に充てるようになり、国際収支の赤字が見込
まれる。戦時に統制が緩和され、海上輸送も平常
化されれば、国際貿易は増大しよう。戦時期に、
米国による武器貸与援助が実施され、国際貿易が
制限されていたことがポンド地域の米国からの輸
入を抑え、結果的に、ドルを稼ぐことを可能にし
ていた。ポンド地域システムが戦時期にうまく機
能したのは、米国圏との貿易によって、戦時期に
稼得されたかかるドルがロンドンにプールされ、
ポンド地域システムの対外準備として機能したか
らであった。このドルが、移行期には得られなく
なるのである。各国が収支赤字を埋めるために、
ロンドンに預託されポンド残高として山積してい
るポンド債権を取り崩し、もってドルとの交換を
急ぎ、米国などへの商品の支払代金にあてる動き
に出れば、ドル・プールは枯渇し、これをなんら
かの手段をもって補填しなければ、戦時のような
ポンド地域システムは、機能しえなくなることは
明らかである。また、ポンド自身が十分に信認さ
れた国際通貨として財・サービスの輸入代金とし
て用いられるには、その他通貨、とりわけドルへ
の自由な交換性が保障されなければならない。こ
うした問題にどう対処すべきか。
ケインズは、戦時中に英国の対外金融システム
としてうまく機能したポンド地域システムが、移
行期の環境変化のなかで、一転して英国の重荷に
なると考えた。そうして、彼は、当面の対応策を
提案するとともに、さらに最終的な政策目標とし
て、このシステムを徐々に解消して、ポンドの交
換性回復を目ざすべきであるとの考えを一層明確
に打ち出すのである。
ケインズは、この問題への対策として、ポンド
地域システムの制度的改革を企図する。すなわ
ち、彼は、その第一段階として、英国が、ポンド
地域諸国の為替統制のためドルを準備する責任
を、彼ら自身の輸出ないし借り入れによる経常的
なドルの稼得額に制限することである。これによ
ってケインズは、①英国のドル準備の責任を制限
し、無限責任の義務から免除することができる、
②英国は輸出によって稼得するドルによるほかは
対外債務を解消する義務を負わないで済ませるこ
とができる、と考えるのである。ケインズはさら
に、ポンド地域システムは第 2段階に移行すべき
であると説く。この第 2段階というのが如何なる
段階であるのか、必ずしも明確ではないが、そこ
でポンド地域の構成国は域内、域外を問わず経常
取引分の全額を、域外に支出する無制限の権利を
認められる。ケインズはこれを、国際通貨基金で
いうところの、経常取引にかかわる通貨の自由化
のことであると補足している。ケインズの説明と
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おりであるとすれば、この第 2段階でポンド地域
は、もはや経常取引に関するポンドの差別的な通
貨圏でなはくなっている。
ケインズは、ポンド地域システムの改革ととも
に、国際収支危機への対処策が肝要であるとみ
た。膨大なポンド残高の借り換え、輸出の増進な
どの対策を講じた後でも、合衆国の援助に期待し
なければならない巨額の赤字が残るのは避けられ
ないからであった。
それではケインズは米国の援助についてどう考
えたのか。彼は、米国側が 50～60億ドル（金利
2～2.5%）の援助を構想している可能性を示唆し
つつも、英国の返済能力は 20～30億ドルが限度
であることも見込んでいた。そうであれば英国
は、どの程度の援助額が必要であるのか。ケイン
ズは、20～30億ドルをポンド残高処理にあてる
条件で 50億ドルが可能であるかもしれないとも
考えた。他方で、10～20億ドルを武器貸与方式
で実物援助とすれば、10～20億ドル、あるいは
10億ドルか 30億ドルの資金援助が期待できるか
もしれないとも考えた。先行きの不確定性もあっ
て、ケインズの想定する資金援助の総額は、この
ように一定していなかった (CW 1979: 32–65) 2。
だが、戦時内閣によって討議されたこの文書で
は、1月の文書よりも一層具体的に米国の援助が
条件付きとなることも指摘していた。なお、ここ
で金融援助の条件として米国が、相互援助協定第
7条を根拠に、英国に実行を迫るであろうとケイ
ンズが指摘していたのは、帝国特恵関税の廃止、
ドルへのポンドのリンクによる金本位制度への復
帰、米国産輸出品の購入を妨げる為替統制の撤
廃、ロンドンにあるポンド地域残高の若干の部分
の自由化、などであった。
（4.4） 二つの代替的アプローチ
以上、1944年 1～6月期におけるケインズの国
際通貨・金融問題に関わる政策活動は、重要で興
味深い動きであった。この時期は、国際通貨基金
の創設にかかわる英米共同声明の起草作業のツ
メ、英米共同声明の公表が進められ、国際通貨会
議の開催決定が決められた時期と重なる。ケイン
ズは、この間、対米協調、反デフレ国際政策協調
の路線を堅持し、拡張主義的、自由主義的経済秩
序を志向し、この一方で、通貨面で経常取引にか
かわる通貨の自由化が避けられない選択であるこ
とを確信した。戦後計画の具体化はこのようにケ
インズの国際経済政策構想の転換に大きな影響を
及ぼしたのである。
ポンド地域についていえば、1944年 1月、より
進んだかたちでは 6月の文書で、ケインズは、①
ポンド地域システムを修正して移行期の対外金融
関係に対処する必要があること、②ポンド地域シ
ステムの再編に米国からの金融援助が不可欠であ
ること、③とはいえ、移行期のポンド地域システ
ムの維持は、英国の対外金融問題の解決とはなら
ないこと、④ポンド地域システムは移行期を経た
段階で、経常的取引にかかわる通貨の自由化を実
施し、開放的な制度にせざるをえないこと、を見
通していた。
しかしながら、他方で、ケインズの政策評価に
あって、戦後移行期の英国の国際金融問題と、設
立に向けて基本合意が得られた国際通貨基金の役
割と機能とが、具体的、実際的に関連づけられず
議論の視野に入っていないのも、また、興味深い
動きであった。それは、あたかも、ケインズの頭
のなかで二つの政策的思考が分離されたまま、
別々に機能しているようであった。ひとつは清算
同盟、安定基金に関わる戦後の国際通貨、金融機
関についてのプラニングであり、いまひとつは英
国が過渡期に抱える対外金融問題の分析と政策立
案である。そうして、これら二つは、不思議なま
でに、別々に分離されたまま、関連づけられるこ
となく、ケインズの頭に併存していたかのようで
あった。これは、ケインズが、国際通貨基金を過
渡期の機関として位置づけていないことに起因し
ていたのであろうか。
このようななかでケインズの通貨・金融戦略に
対して、イングランド銀行は、反対の姿勢を強め
た。とりわけ同銀行は、ケインズのポンド残高処
理構想を問題とした。イングランド銀行総裁は、
ケインズがブレトンウッズ会議で不在中の 7月、
ホプキンズに次ぎのように書き送っていた。第 1
に、ポンド地域諸国は、削減に合意した毎年の金
額を除き戦争終了時に達した残高の水準を下回る
 2 全集 24巻の当該箇所の訳者は「第 7条」についてわざわざ「国際通貨基金憲章」であるとの訳注を挿入している（ケ
インズ 2002: 63）。文脈からして「第 7条」は相互援助協定第 7条のことであって、国際通貨基金第 7条のことではな
い。こうした誤訳はケインズ全集第 24巻の訳者にあってはならない過誤である。
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削減に同意しないこととする。第 2に、ポンド地
域諸国は国内経済の再建を優先する政策を採用す
ることで合意する。第 3に、ポンド債権保有国
は、低い金利の大蔵省証券、あるいは銀行預金の
かたちでポンド残高を保有することで合意する。
銀行は、このうえで、さらに、①ケインズが提唱
する 3カテゴリーに区分したうえでのポンド残高
削減案を支持しない、②英国通貨当局による地域
内でのドルの集中管理策を継続し、ケインズの考
える地域諸国は自ら得たドルの稼得収入にそって
ドル支出を許されるドル節約方式に賛成しない、
立場を明確にしたのである。
ケインズは中央銀行のこの対応にいらだちを隠
せなかった。8月13日にケインズは、大蔵省の同
僚に対して覚書を送付して、イングランド銀行を
厳しく批判した。これに対してイングランド銀行
は、あらためて次ぎのように批判した。第 1に、
ケインズが主張するように加盟国のドル支出をド
ル収入に連動させるのは実行不可能であり、不公
平であり、また、それはポンド地域諸国との多角
的協調の基本的精神に反する。第 2に、ポンド地
域とポンド残高の処理に関して公式の合意を取り
結び、地域内の貿易関係を発展させようとする
と、戦争直後に英国は実際的には輸出の増大とと
もに供給力の制約に直面する。この結果、英国は
ドル地域への輸出を抑制し、ポンド地域という軟
貨諸国に向けざるを得ない。これでは外貨準備の
拡大を達成することはできない。それゆえに、ポ
ンド地域諸国の間では紳士協定によってドルを節
約することが望ましい (Fforde 1992: 63–4)。
秋になるとケインズはケベック会談をうけた第
2段階の相互援助問題の解決のため訪米した。彼
は交渉後1944年12月まで北米にとどまった。ケ
インズとイングランド銀行とのポンド地域の将来
についての論争は未調整のまま残された。これ
が、その後の金融交渉にマイナスの影響を及ぼす
ことになったのは否めなかった。
第 2章　 第 2段階、ケベック会談、ケインズの
過渡期経済論
⑴ ブレトンウッズ会議と第 2段階論
すでに触れたように、ブレトンウッズ国際会議
で、英国の金融問題が封印されたごとくに何ひと
つ議論されなかったのは不思議であった。また、
国際通貨基金と世界銀行を設立すれば、戦後過渡
期は言うに及ばず、戦後の国際通貨と金融問題は
すべて解決するかのごとくの幻想が、一時的にも
ブレトンウッズの国際会議場を支配していたのも
おかしなことであった。
米国では、ブレトンウッズ会議とそこで取り決
められた協定に関して、ブレトンウッズ・アプロ
ーチか、キーカレンシー・アプローチかの政策論
争が表面化していた。ブレトンウッズ協定を批判
する勢力は、オルドリッチを中心に陣容を整えつ
つあった。彼らは戦後の国際通貨・金融問題は、
①対英金融援助、②これを足がかりとする自由主
義的経済秩序の構築、を戦後経済政策の基本目標
として追求すべきであるとして政権内外で動きを
強めつつあった。これに対して、ホワイトは英国
の国際金融問題が政策論争の焦点となることを意
図的に避けていた。彼はブレトンウッズ会議が行
われていた時に、対英援助の必要性を認めようと
しなかった。この問題で、当時、ホワイトは、2
人の極めて有能な部下であるバーンスタインとラ
クスフォードと意見があわなかった。彼らは、対
英援助の必要性を認めていたからである。ホワイ
トより対英援助に好意的であったのである。この
意見の対立から、ホワイトが英国の金融問題を検
討する作業部会を設置した時に、彼らはメンバー
から外された。後に触れるが、この作業部会は、
その後の英米交渉の過程で、英国が必要とする金
額を低めに見積もった報告書を提出する。そうし
て、これに憤ったバーンスタインとラクスフォー
ドが、ヴィンソン財務長官に書信を送り、ホワイ
トの作業部会の示した金額が余りにも低過ぎると
訴え、事態が表面化することになるのであった
（ガードナー 1973: 363; Black 1991: 52–3）。
一方、英国はどうか。ブレトンウッズでの英国
の対応についてプレスネルは、戦時内閣が会議の
場で相互援助協定第 7条の具体化にかかわる議論
を禁じていたとする (Pressnell 1986: 234)。
実際のところケインズはどうであったか。モグ
リッジは「ブレトンウッズにいた間も、無論ケイ
ンズは第 2段階の成り行きに関心を持ち続けた」
とコメントしている。ケインズは確かに、ブレト
ンウッズ会議の最終日に、アンダーソン蔵相に対
して、ブレトンウッズ会議で、英国の現実につい
て米国の高官に啓蒙する、ちょっとした教育的作
戦を始めるチャンスを生かすべきであったが、実
際には何もなし得なかったと伝えている (CW 
1979: 69–70)。「啓蒙」とは経済学の泰斗として
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の尊大さを感じさせる特有の筆致であった。だが
彼は、英国が米国に資金援助を求めざるを得ない
「物乞い」の立場に陥っているのを、看過してい
た。
ブレトンウッズ会談後の 8月、ケインズは過渡
期の相互援助問題で、オタワでカナダ代表団と会
談した。この一方で彼は、過渡期の金融問題につ
いての6月の改訂版を用意した。1944年8月7日
付「移行期における連合王国の対外金融上の諸問
題に関する諸統計」がそれである。そこでは何ら
かの救済策が講じられなければ、英国は、戦後最
初の 3年間におよそ 20億ポンドの赤字が生じる
と推計していた。だが、創設されるブレトンウッ
ズ機構が移行期にどのような役割を果すのか。改
訂版には両機関についての具体的言及がみられな
かった。ケインズの頭のなかには英国の戦後国際
金融問題では二つの世界が存在していたようであ
った。一つはブレトンウッズ機構であり、いま一
つは第二段階論であった。そうして、それ等二つ
は、ケインズの頭では、全く別々に存在するかの
ようであった。
オタワでの仕事を終えたケインズは、再度米国
に戻り、ニューヨーク金融界の有力者たちやホワ
イト等とブレトンウッズ協定について協議した。
また、ワシントン駐在の英国高官と第 2段階につ
いて協議した。そうして、ケインズは、一旦、8
月 24日にロンドンに戻った。
⑵ 第 2次ケベック会談と対英援助問題
英米間では、この夏、第 2段階に関する協議が
始まっていた。7月には外務省のローがワシント
ンを訪れ、さらに 8月にはモーゲンソーとホワイ
トが訪英した。
第 2段階論の前提として対日戦終焉の時期が重
要であった。それは対独戦勝後少なくとも 1年続
くであろうとの見通しが強かった。チャーチルは
英国の威信回復のためにも対日戦への意欲を見せ
た。もちろん威信の回復ばかりではなかった。日
本に奪われた植民地を奪還し、帝国を再建しよう
とする夢を抱いていた。
戦時内閣は、武器貸与援助の削減率以上に英国
が軍需生産を削減し、この分を民生用、輸出用に
再転換することができれば、英国の再転換を促進
し、外貨準備に厚みを待たせるのに、都合がよい
と考えた (Skidelsky 2001: 361)。
一方、米国は、対英援助を実施する見返りに、
相互援助協定第 7条の履行を迫り、なかでも通商
上の差別主義の撤廃を約束させようと意気込んで
いた。この他、懸案となっている事項として、英
国の中東石油利権、英帝国内への民間航空の参
入、アルゼンチンからの食肉輸入問題などがあっ
た。
第 2段階に関する英米会談は、1944年 9月 13
日～16日、カナダのケベックで開催された。この
英米会談の参加者は、この会談が、第 2次ケベッ
ク会談として知られる不可解な、成果に乏しい、
徒労に終わった会談として戦時外交史に刻まれる
ことになるとは思い及ばなかった。
不可解という点では、なぜか会談の英米代表団
には国務省、外務省の高官が加わっていなかった
異常な事態が指摘される。ケベック会談で主役を
演じたのは財務省であり、モーゲンソー長官であ
った。当のモーゲンソーは、会談に臨み、これま
でになく寛大な態度をみせ英国側を安堵させた。
この雰囲気のもとで、英国のアンダーソン蔵相
は、通商上の問題を絡ませないでも米国から金融
援助を得ることができるではないかと期待した。
英国側が近い将来、米国との交渉で、通商問題を
金融交渉と絡めず別個に進めることができると考
える根拠のない楽観論にとらわれるのには、この
ような事情が影響したのかもしれない。
英国代表団にとって意外であったのは、第 2次
ケベック会談で米国側からドイツの戦後処理が大
きな政策課題として提起されたことであった。こ
れには次のような事情があった。ドイツの戦後処
理問題が浮上するのは、1944年 8月、モーゲンソ
ーの訪英の際のことであった。随行のホワイト
は、大西洋上の機内で、財務長官に、国務省の対
独賠償政策草案を示し、それはふたたびドイツを
世界経済に統合しようとする政策案であると批判
した。ホワイトと同様にユダヤ人であり強硬な反
独主義者であった財務長官は、報告を聞き、国務
省案に激しい怒りを覚えた。そうして、ホワイト
に対して、代替的な方針案の策定を指示したので
あった。ドイツの戦後処理問題が、にわかに財務
長官の優先課題となり、財務省による対外政策の
最重要課題として追求されることになるのにはこ
のような事情があったのである。
この直後に英国のハンプシャー州で開催された
米英会談がその場となった。財務長官は、将来に
わたってドイツの戦争能力を破壊するための計画
の概要を示した。その際、ドイツ工業力の破棄に
18
よって英国はドイツ輸出市場を獲得できると説い
た。これに対して駐英大使館の経済顧問ペンロー
ズが、ドイツは農業だけでは食べてゆけないと批
判すると、財務長官は、ドイツの過剰な人口は北
アフリカに投棄すればよいと応じ、会議参加者を
驚かした (Skidelsky 2001: 361–2)。
こうした財務省の動きを国務省は危険視し、警
戒を強めた。ワイナント大使の政治顧問モズレー
は、財務省の構想は、大陸におけるドイツの覇権
をロシアに委ねることになると恐れた。同様の見
方が政権内外で強まった。だが、米財務省は 9月
4日までに「第 3次世界大戦の開始を阻むための
ドイツ農業国化の計画」を準備した。そうして、
財務長官はこの案をケベック会談に先立ちローズ
ベルトに具申し、彼の支持を取り付けたのである。
ケインズがモーゲンソー・プランを初めて聞い
たのは、ワシントンを離任する際の 8月 20日、
ホワイトと昼食をともにした時であった。これを
うけて、ホワイトはモーゲンソーに、ケインズは
ドイツの非工業化案に同意したと報告している
(Skidelsky 2001:362)。
だが、これはホワイトの誤解であった。ケイン
ズは、ドイツに対する懲罰的な非工業化政策に反
対であったからだ。実は、第 2次世界大戦勃発
後、ケインズは、対独政策の立案に当たる戦時内
閣の省間委員会のメンバーでもあった。ケインズ
は、第一次世界大戦後のベルサイユ会談に随員と
して参加し、ドイツの戦後処理策として、戦勝国
によるドイツに対する厳しい制裁措置を講ずるの
に反対し、欧州の再建と平和のために、ドイツの
戦後復興を、英国の対独政策の基調としなければ
ならないと主張した経緯があった。ケインズは
10月1日のアンダーソンへの書簡で「ブランドは
M（注：モーゲンソー）のドイツについての提案
に強く反対しており、私も同様です。またワシン
トンの使節団の誰もがそうだと信じます」(CW 
1979: 130)と伝えていた。
第 2次ケベック会談に前後するこの時期、ソ連
に融和的で、ソ連による欧州支配が避けられない
と考えた大統領は、モーゲンソー案を対独政策の
基調として承認し、ケベックに持ち込んだ。当
然、軍部や国務省からこの動きに対して強い反対
が起こった。ハルは対英援助の見返りがないこと
に怒った。国務省としても、単にモーゲンソー・
プランに反対であるばかりか、財務省が国務省に
取って代わって外交問題を取り仕切ろうとしてい
ることに我慢がならなかった。また、対日戦に自
力で勝利しようと考えていた軍部は、米国の軍事
物資の供与をうけた英国軍の、太平洋戦域での軍
事行動の拡大を望まなかった。
しかしながら、大統領は、会談の初日、太平洋
戦域での英国軍への軍事援助の増強を求めるチャ
ーチルの要請を、軍部の反対を押し切って、受諾
した。
モーゲンソーは、9月12日の夕食会で対独政策
案を説明した。説明を聞いたチャーチルは、愕然
とした。そして激しく非難した。しかしながら、
翌日になると、チャーウェル“教授”がプランを
首相に売り込んだ。それが英国の輸出市場の拡大
につながり好もしいものであると。チャーウェル
は、1943年の9月に戦後の対独政策を検討する英
国の戦時内閣の会合で、鉄鋼と工作機械の輸出市
場をドイツから奪う通商戦略を支持し、ドイツの
工業復興を容認する意見を批判していた。チャー
ウェルは科学者でありながら、チャーチルの私設
秘書としてあらゆることに関与し、助言を与えて
いた人物であった。
こうした状況でチャーチルは翻意し、モーゲン
ソー・プランを支持した。チャーチルの方針転換
にはチャーウェルの説得とは別にいくつか事情が
あったと考えられる。そのひとつとして、モーゲ
ンソー・プラン支持の見返りとして、第二次段階
での寛大な武器貸与援助を米国に受諾させようと
する意図があったと見ることができる。
英国としては第 2段階での対英援助の中身がケ
ベック会談での最重要課題であった。だが、対独
政策をめぐり、多くの時間が費やされ、第 2段階
論の論議に十分な時間が充てられなかった。これ
はかえって英国にとって幸いなことのように受け
とめられた。それが、結果的に逆の結果となるの
に気付かなかった。
9月14日、武器貸与援助の第二段階論は英米首
脳間で、あいまいなまま合意された。この問題の
具体化を図るため、モーゲンソー議長のもとに英
米の合同委員会が組織され、英国の援助要求を決
定することになった。何よりも重要なことは、戦
時から平時への移行を準備するための必要な外貨
を得るために、英国は、一定の条件の下で、輸出
の再開が認められたことであった。このような財
務長官の柔軟で寛大な姿勢を見てとった英国側
は、期待を込めて軍事物資 35億ドル、民生用 30
億ドル、の数字を提示した。
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ケベック会談はチャーチルにとって寛大な対英
援助をとりつけた点で、外交努力のすばらしい成
果であるように思えた。また、モーゲンソーにと
っても、英国にモーゲンソー・プランを認めさせ
た点で、成功であった。だが、そのよろこびは、
つかの間であった。ケベック会談の結果に対して
政権内外から、強い批判が吹き出したからである。
ハル国務長官は、ケベック会談での対英援助が
無条件であることに激しく非難した。米国と英国
の間には解決すべき多くの問題があり、信用の供
与はその交渉の際の取引手段として必要になると
考えたのである。スチムソン陸軍長官は、閣議
で、武器貸与援助はあくまで連合国の戦争行為を
援助するためのものであり、戦っていない国の復
興を目的とするものではない、適用範囲の拡大は
多くの障害をともなう、との考えを表明した。さ
らに、統合参謀本部は、武器貸与法によって供給
するものは実際に軍事作戦で使用される軍事物資
に限るべきであると主張した (ガードナー 1973: 
339–40)。
こうした動きを察知したケインズは、早くも10
月 1日、アンダーソン蔵相に対して「多分ご承知
のように、モーゲンソーの提案は国務省で、また
聞くところではワシントンの殆どすべての方面で
激しい反対に遭っています」と伝えていた。モー
ゲンソー・プランへの反対の高まりから、同プラ
ンと事実上セットで合意した第 2段階の対英援助
の行方も怪しくなってきた (CW 1979: 130)。
10月 3日、モーゲンソー・プランに対する厳し
い批判をうけて、大統領はスチムソンに対して、
モーゲンソーはドイツ問題でヘマをやらかしたと
語った。これを契機に、ローズベルト政権内での
モーゲンソーの影響力は、急速に衰えていった。
同時に、モーゲンソー＝ホワイト枢軸と評された
財務省主導の通貨外交も、影響力を失っていっ
た。英国の外務省もモーゲンソー・プランに反対
であることを訴え始めた (Skidelsky 2001: 361–
4)。
⑶ 第 2段階の交渉とケインズ
戦時内閣は、ケベック会談を受けてケインズ
を、武器貸与援助問題を検討する英米合同委員会
の委員に任命していた。そこでケインズ夫妻は再
度訪米し、10月 2日、ワシントンに着いた。戦時
中 4度目の訪米であった。
交渉に当たってケインズは本国から次のような
指示をうけていた。①約 70億ドルの援助を確保
する、②輸出制限の緩和をかちとる。モーゲンソ
ー等との会談に臨んだケインズは、米国側が依然
としてドイツの非工業化に強くこだわっているこ
とを知った。しかし、ケインズは、ドイツ占領政
策をめぐるワシントンの政治抗争にかかわること
を避けた (Skidelsky 2001: 365)。
英国代表団は、10月 3日、会合を開いた。席上
ケインズは、米国との交渉で①民需物資の生産の
ための人的資源の確保、②輸出制限の緩和と輸出
の拡大、③金・ドル準備の増大、が必要であると
して、これらの点で米国の説得に努めたいとの考
えを表明した。
ケインズは、また、同僚たちと「第 2段階初年
度における英国の必要」と題する文書を取りまと
めた。この文書作成は意外に手間取り、まとめに
10日間も要した。10月14日になってケインズと
チャーウェルは、軍事物資の要求額を 75億ドル
から 30億ドルに減額することで合意した。しか
し、本国から外貨準備が減少しているのを伝達さ
れると、5億ドルの追加援助を求めることにし
た。10月 17日にケインズ等は文書を財務省に提
出した。
第 2段階についての公式会談は、10月 19日か
らモーゲンソーの部屋で開催された。部屋の主
は、西海岸での大統領選の遊説から帰ったばかり
であった。財務長官が議事を取り仕切った。だ
が、ケインズはかかる全体会議では合意形成は困
難であるとみた。ケインズの意向をうけてホワイ
トのもとに下部組織が設置され、問題の検討にあ
たることになった。会談が進行するなかで英国代
表団はモーゲンソー率いる米交渉団が驚くほど誠
意を持って対応するのを見出した。財務長官は、
なぜか空っぽになった英国の財布にカネを注ぎ込
むのに熱心であった。対英軍事援助は米軍部等の
反対にもかかわらず、容易に迅速に認められた
(Skidelsky 2001: 364–7)。
交渉の結果、米英双方は、第 2段階の対英援助
として次の金額で合意した。軍事援助は、英国の
要求 30億ドルに対して 28.38億ドル。非軍事部
門援助は、30億ドルに対して 25.69億ドル。この
他の援助 2.5から 3億ドル。
しかしながら、この合意は一時的なものであっ
た。第 2次ケベック会談での基本合意とその後の
事務レベルでの合意に対して、米国政府内外から
強い批判が一斉に吹き出したからである。これに
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は、英国がギリシアの共産主義者の反乱を押さえ
込むために軍事介入したことへの世論の反発が大
きかった。米国の新聞の一部は、武器貸与援助が
英国の帝国主義を支えるために用いられるべきで
はないとの論陣を張った。米国の世論はふたたび
反英的になっていた。こうしたなかでローズベル
トは、一転してケベック合意を反古にした。これ
によって、寛大な金融援助と英国の輸出の拡大を
認め、対外準備を増加させることを容認するとし
た合意の履行の保証がなくなった。
第 2段階についての交渉が徒労に終わったケイ
ンズは、リディアとともに、11月 27日、空路オ
タワに向かった。カナダ政府とも相互援助問題で
話し合うためであった。だが、カナダ政府との交
渉も進まず、問題の解決は 1945年に先送りされ
た。夫妻は、12月 6日、ニューヨークから冬の大
西洋をサザンプトンに向け帰国の途についた。ほ
ぼ 3ヶ月にわたった夫妻の外遊はひとまず終わっ
た (Skidelsky 2001: 371–2)。
⑷  ケインズの過渡期経済論―「第 3段階における
対外金融政策」（3月18日付）。
年が改まった 1945年の 1月 4日、通商面で第
7条を具体化するための非公式の通商協議がロン
ドンで始まった。英国側はリーシング、ロビン
ズ、イーディーが、米国側からはホーキンズ、ペ
ンローズが出席した。米国側は、関税、英帝国特
恵、カルテル、農業補助、封鎖ポンド残高などを
一括して交渉したいとの交渉方式を提案してき
た。英国側は、米国の目的は支持するが貿易自由
化は慎重に行いたいとの態度を表明した。
こうした折に英国に積極的な行動に打って出る
ように説いたのはカナダであった。カナダ政府は
2月 23日、相互援助協定にかわる 12億ドル、
2%、30年の対英借款を提案してきた。それは返
済が 10年後とされ、国際収支を理由とする返済
猶予条項があった。同様の協定を米国と締結し、
制限的、差別主義的通商政策を撤廃すべきである
というのがカナダ政府の立場であった。カナダ政
府はまた、英国が抱えるポンド債務の一部を肩代
わりしてもよいと提案していた。これらを協議す
るためカナダ政府は訪英を希望し、チャーチルは
これを受け入れた (Skidelsky 2001: 378–0)。
それでは対米交渉にどう臨むべきか。ケインズ
は帰国後も休む暇はなかった。ケインズは、戦争
末期から過渡期にかけての国際通貨・金融政策の
立案を急いだ。そうして、英国の金融外交の諸問
題について包括的に論じた文書として政府高官や
関係省庁に回覧され、大きな影響をあたえたの
が、ケインズ「第 3段階における対外金融政策」
（5月 15日付）であった。
この文書はケンブリッジでの休暇中に「第 3段
階における対外金融政策」として取りまとめられ
ていたものであった。それには 3月 18日の日付
が記載されていた。文書は、この後、広く討議さ
れ 4月と 5月に書き改められるが、5月 15日に内
閣に提出された文書は、3月のものであった。か
かる文書が、この年の後半に行われる対米金融交
渉の基礎文書となった (CW 1979: 255–295, 267; 
Clarke 1982: 126)。
この文書はとるべき三つのアプローチを「飢餓
の窮地」「誘惑」「公正」という修辞的な表現によ
って特徴づけていた。
（4.1）飢餓の窮地
これは、一連の双務的協定と厳しいポンド地域
合意を無制限に維持することによって助けられた
国際システムを選択する路線である。
経済的国家主義と緊縮政策によって特徴づけら
れたこの路線は、ケインズが、「飢餓の窮地
Starvation Corner」とも呼ぶ戦略であった。ケ
インズが選択すべきではないとするこの代替策
は、実行可能なひとつの選択肢ではあるが、決定
的な難点を孕んでいた。「それは国内に深刻な政
治的社会的混乱をもたらし、外部世界における第
1級の地位から当分の間わが国は退くことになる
ことが予想される」。言いかえれば、「わが国は、
ロシアが戦間期にそうであったように、飢えと再
建のために第 1級の大国としての地位を退かなけ
ればならない」のである。
ケインズはさらに、この政策は、合衆国やカナ
ダとの経済的断絶を招くことになる。かかる政策
は、われわれが過去に喪失した金融資産を再び手
にすることができ、厳しい国内統制と厳しい消費
の割当、さらにはロシアにならった対外貿易の組
織によって、戦後の数か年生きてゆける準備がで
きたときにのみ、可能となる路線である。
ケインズは英国の対外赤字が 10億ポンドを超
えるのは間違いないとみた。このような状況で英
国が米国からの完全な金融的独立を選択した場合
どうなるか。①英国はまず戦後 3～5年間、戦時
の配給と統制を現在よりも厳しく実施することを
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余儀なくされよう。また、国家による計画と指導
を対外貿易に導入し、経済社会体制をロシア式に
せざるを得ないであろう。さらに、植民地開発と
極東の復興の無期延期、そして軍事、外交等あら
ゆる対外活動の事実上の放棄、を選択せざるを得
ないであろう。こうした政策をとった場合、米国
やカナダの激しい反対があろう。ポンド地域諸国
内からも米国と激しく対立する政策に反対する動
きがでて、ポンド地域の縮小につながるであろ
う。問題はこれらにとどまらない。ポンド地域の
国際的な地位はこうした政策の選択によって著し
く低下し、その地位はニューヨークにとって代わ
られるであろう。ポンド地域の国際金融センター
として機能するには、ポンドが自由に交換され使
える通貨として機能することが不可欠である。ポ
ンドを限られた地域の商品しか購入できず交換性
のない通貨にしてしまえば、ポンド地域は残ると
しても、その実態を失い、加盟国は次々に英国を
見捨てるであろう (CW 1979: 256, 274, 275–7)。
（4.2）「誘惑」
この「飢餓の窮地」に代わる「他の極端な手段
は、『誘惑』と呼ばれるべき代替策である (CW 
1979: 275–6)。
それは次のような政策を柱としていた。
⒜　 米国からの50～80億ドルの資金の借り入れ。
⒝　 借り入れの条件は 2%程度の低い利子率。緩
やかな元本返済条件。10年据え置きの 30年
程度。ウェーバー条項がついている。
この見返りに
⒞　 ポンド地域における自由な多角的清算を実現
する。すなわち、ポンド地域の国々の経常所
得を自由にドルと交換できる。
⒟　 ゼロ時以前のポンド残高についても同じ条件
を適用する。ここでゼロ時とは第二次世界大
戦の終結時のことである。
⒠　 米国側が理解しているような相互援助協定第
7条の理念のかなり完全な履行。特恵、カル
テルなどの問題で米国にかなり譲歩する。
⒡　 すべての武器貸与援助にかかわる残存債務の
償却 (CW 1979: 276–7)。
ケインズの「飢餓の窮地」に代わりうる戦略と
しての「誘惑」は、戦費負担の調整という視点に
立ちつつ、英国は米国に二つの金融取引を提案す
べきである、と論じたところにあった。即ち、贈
与 50億ドルの見返りに①経常的に得たポンドの
交換性を回復する、②ポンド地域の国々に対し英
国は、彼らが保有するポンド残高の一部の交換性
をただちに回復する。残余については償却、及び
債務の借り換え協定を結ぶ。もしも米国とポンド
地域の国々が、戦時に英国が負担した戦費を肩代
わりするのであれば、英国はこれによる対外債務
の軽減と高い水準の対外準備とによって、多角的
通商と決済システムを受け入れる (Skidelsky 
2001: 379)。
（4.3）「公正」
この 3月文書の興味深い特徴は、ケインズが、
「飢餓の窮地」と「誘惑」という二つの選択とは別
に、「公正」と特徴づけるべき選択を考えていた点
である。それはケインズにすれば、英国にとって
最も公正な戦費負担、「戦争費用を適切に負担す
ることを全般的に考え直すという処理方式」であ
った。ケインズによれば、英国は戦時中に公正と
は全く不相応な負担を負ってきた。この結果、英
国は、歴史上の見地からみれば、むしろ英国の傭
兵と考えるべき同盟国や自治領や連合国に対し
て、膨大な金額の負債を負うことになったのであ
る (CW 1979: 280)。
「公正」は、戦争負担の公平な負担を、米国やカ
ナダやポンド地域諸国に求めようという提案であ
った。ケインズは、かかる「公正」が、どのよう
な条件で実現されるかについて詳しく述べてはい
ない。だが、「誘惑」と「公正」との関係について
は、次のように考えていたようである。米国が封
鎖ポンドの自由化を遅らせることを認め、通商交
渉で金融上の圧力をかけないことを約束し、ま
た、もし米国が金融援助の返済条件を緩和するの
であれば、「誘惑」は「公正」にかえられうる。ケ
インズは「公正」の具体的条件についてはおおよ
そ次のように考えていた。
①　 米国は英国が米国の参戦以前に米国内で軍需
品調達のために支出した 30億ドルを返還す
る。
②　 米国は 10年間、実質的に無利子で緩やかな
返済条件で 50億ドルの貸付枠を設定する。
③　 カナダは対英債権の相当額を償却し、同時に
名目的な利子率で 5億ドルを貸し付ける。
④　 ポンド地域諸国は対英債権を放棄すること
で、戦費負担の公平化に貢献する。このた
め、諸国は保有ポンド残高の一定比率を償却
する。この際、ケインズは戦時のポンド債務
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残高を三つに区分した。①償却分、②借り換
え分、③自由化し交換性を実現する分（第 2
表）。
⑤　 南アフリカは戦争分担金として金 5億ポンド
を英国に支払う 3。
(CW 1979: 278–90; Skidelsky 2001: 380–2)
モグリッジ、スキデルスキーのケインズの関す
る大著では、かかる文書でケインズがどのような
ポンド相場を想定していたのかについて触れてい
ない。この点を補足すると、ケインズはそこで、
1ポンド＝ 4ドルを妥当な為替相場水準としてい
た。ケインズはこの水準で米英国の競争力が損な
われることはないと考えていたようだ。ケインズ
の相場観では、ポンド安の相場水準は、英国にと
って百害あって一利無し、なのであった。また、
ケインズの判断では、英国は 1939年に実施した
20%の切り下げの恩恵を依然として享受してい
るのであり、ポンドはむしろドルを含めた他の主
要通貨との関係では過小評価されているというの
である。これに対して、ケインズの第三段階の評
価と政策課題を疑問視するクラークやリチャード
は英国の国際競争力を維持するうえからポンドの
切り下げが必要であるとみた。彼らが想定した妥
当な相場水準は 1ポンド＝ 3.5ドルであった
(Clarke 1982: 109, 122; CW 1979: 200)。
ケインズは 1944年 1月の時点で、ポンド圏の
強化を柱に戦後過渡期の困難を克服しようと考え
ていた。しかしながら、この場合、ロンドンから
のポンド地域諸国による金・ドル準備の引出しに
よって、それらの不足、枯渇が生じるのであれ
ば、ポンドを基軸とするポンド体制の脆弱化、崩
壊を招きかねない。ケインズはそこで、ポンド地
域システムを維持するためには、米国からのドル
資金の援助による中央準備の補強が必須の条件と
考えざるを得ないのである。ポンド体制の将来は
いつに米国からの金融援助にかかっている。この
ようにポンド地域システムと米国の金融援助とを
関連づける考えが、ケインズの過渡期の戦略構想
の核心であった。これは、すでに 1944年 6月の
文書で政策案として打ち出されていた。ケインズ
は 1945年 3月の文書では、「飢餓の窮地」的なア
プローチによるポンド地域の維持、強化の路線を
否定し、ポンド地域の開放、自由主義的経済秩序
の実現を戦略目的として打ち出したのである。
第 3章　大戦の終焉と英国の対外金融問題
⑴  金融のダンケルクを如何に乗り切るか―ケイン
ズの戦略と批判論
ケインズは、戦後過渡期の国際金融政策として
「緊縮」、「誘惑」「公正」の三つの代替策を提示し、
このうち緊縮路線を退けた。この緊縮路線は、米
国の援助を不要として、独力で英国の戦後復興を
達成しようとする代替案であったが、有力な戦略
構想として国内的支持基盤を有していた。それ
は、極度に双務主義的なアプローチで、ヘンダー
ソン、ビーヴァーブルック、イングランド銀行、
大蔵省の一部、それに労働党などの左翼が支持し
た。なかでも大蔵省高官のイーディーは、全てか
無か、「公正」か「緊縮」か、といった、二者選択
に囚われていた。彼は、次のような考えにあっ
た。第一に、戦後 1年以内に交換性を回復すると
いうケインズの提案は、輸出が期待できないなか
で困難である。第二に、戦争の負担を再配分する
という考えは好ましくない。それは利害の異なる
ポンド地域の諸国を対立させることになりかねな
いからである。第三に、相互援助協定第 7条の問
題で英国が断固たる立場を堅持しないのであれば
金融交渉はうまくいかない。これに加えてイーデ
ィーは、ケインズの覚書では緊縮路線について真
表 2　 ケインズのポンド残高処理策 
（単位 : 100万ポンド）
自由化 借り換え 償却
インド 250 750 500
エジプト 80 250 170
パレスチナ 25 70 35
イラク 15 25 40
オーストラリア 50 50 50
アイルランド 30 90 –
マレー・香港 100 30 –
その他直轄植民地 200 235 85
総計 750 1, 500 880
（出所 : CW 1979: 287）
 3 「公正」についてのスキデルスキーの記述では、カナダの 10億ドルと南アの 5億ドル、となっているが、スキデルスキ
ーが論拠とする引用文献であるケインズ全集 24巻にはにはこれを裏付ける記述がみられない。(CW 1979: 276-9, 281, 
289-90, 292)
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剣な検討がなされていないとして、これを遺憾と
した。そうして彼は、必須な財とサービスの購入
のための米国からの一時的な資金の借り入れと、
ポンド地域との間で国際分業を再編し、英国との
貿易での相互依存関係を強めることを選択すべき
政策と考えたのである (Skidelsky 2001: 386–7)。
ビーヴァーブルックも、これまでと同様にケイ
ンズの構想に反対していた。彼は、ケインズの主
張に従えば、英国は①金本位制度に縛られ、②農
業保護政策を放棄せざるをえなくなり、③イギリ
ス連邦内特恵関税を犠牲にし、④ポンド地域の自
由化を余儀なくされ、⑤保護主義的な通商政策を
続けることができなくなる、などと指摘していた
のである (CW 1979: 328)。
ケインズは、ビーヴァーブルックの批判に対し
ては、①ブレトンウッズ機構はアメリカの銀行家
が反対していることからも明らかなように金本位
制度からほど遠いものである、②農業保護政策を
続けることができる、③特恵関税制度を犠牲にす
るとかの大きな譲歩が避けられないとは考えな
い、などと反論した。ケインズは、さらにビーヴ
ァーブルックに対して、次のように批判した。
「あなたはバーター貿易、実際にはロシア風の輸
出品・輸入品の国家独占に極めて近い体制のよう
なものを、本当にお好みなのでしょうか。厳重な
統制と、今よりも（たぶん）もっと厳しい割当が
いつまでも続くのを歓迎なさるのですか。しばら
くですが、わが国が外部世界でしかるべき役割を
演ずることを可能にする金融資産を全く欠く、第
二等国になりさがるのを、楽しみになさるのです
か」(CW 1979: 328–30)。
ケインズは、断固とした交渉によって、「公正」
の交渉目標を達成しようとした。スキデルスキー
は、こうしたケインズの立場は、経済学者という
より、あるいは金融問題の問題領域からというよ
りも、モラルの領域からのアプローチであったと
批判的にコメントする。つまり、ケインズは「公
正」を古典的なアリストテレス的意味合いで構想
していた。すなわち、英国は米国や自治領諸国よ
りも多大な犠牲を強いられ戦争を闘ったのであ
る。それゆえ米国も自治領も英国と同様の犠牲を
払うべきである、と。しかしながら、こうした考
えに米国は同意するであろうか。また、膨大なポ
ンド残高を積み上げて、金・ドル準備も豊富な自
治領やポンド地域の国々、たとえばインドは、ど
う対応するであろうか。
肝心の米国側の対応についてケインズは、1945
年 4～5月にかけたブランドとのやりとりで、彼
から「公正」の実現に厳しい米国の国内情勢とそ
の評価を得ることができた。彼は、ケインズの
「公正」を支持しつつも、実際にはこれを米国に要
求し、目標を達成することは米国の国内事情から
厳しいことを伝達していたのである。彼によれ
ば、①ケインズの「公正」の柱となっている武器
貸与援助実施以前に英国が米国内で支出した軍事
物資調達費を、米国に実質的に負担させようとす
る目論見は実現性が薄い、②当地では、ブレトン
ウッズ協定への支持を取り付けるために、同協定
が成立すれば一切が解決されるのなような宣伝を
行っているので、同協定批准後に、米国から金融
援助を得ることは困難である、③「公正」の原則
に立って米国から無償援助を獲得することは困難
である、という訳であった。モグリッジは、ケイ
ンズが対米交渉で「公正」が実現しうるとの極端
な楽観主義に立っていた、と評価する。だが、ケ
インズの思惑とは裏腹に、戦費の「公正」な負担
原則について米国側の充分な理解がえられ、寛大
な援助を獲得できるのか、厳しい現実が待ち構え
ていたのである (CW 1979: 309; Skidelsky 2001: 
384)。
4月初め、ケインズは特使として訪英中の B・
バルークを迎えてのチャーチルの晩餐会に出席す
る機会があった。バルークは第一次世界大戦時、
米国の産業動員体制を構築するうえで中心的な役
割を果たし、その後も連邦政府の内外で影響力を
有している人物であった。会議には、チャーウェ
ル、ビーヴァーブルック、キャトー等も招かれて
いた。晩餐会の目的は実質的にバルークから大統
領周辺の考えを読み取り、この一方で、英国の必
要とする戦後過渡期の援助額とその条件について
バルークの理解を得ることであった。バルークは
英国側が戦後過渡期の困難を非常に誇張している
と疑っていたのである。当のバルークは席上、英
国の戦時中の成果からして、過渡期について心配
することはないと主張した。バルークは、このう
えで、戦後の必要額はどのくらいであるのかを尋
ねた。英国側は 70億ドル内外であること、さら
に、金額とともに重要なのは返済条件で、無償援
助を期待していると説明した。
晩餐会での話題は、戦後解決しなければならな
い諸問題についても及んだ。バルークは、戦前に
英米の競争者であった日、独の工業製品輸出を禁
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止すべきであると述べた。ケインズは、そうした
バルークの考えが、英国の戦後過渡期の経済問題
について米国側が「極端な楽観主義」に陥ってい
る根拠の一部となっているとみた。バルークはさ
らに、米国の国際経済政策には厳密な優先順位が
あるとして以下を強調した。①ドイツ問題の処
理、②米国経済の再転換問題、③英国の経済再建
への支援、④解放された諸国の要求の実現。
会談の席上では、ケインズとビーヴァーブルッ
クとの間でも意見のやりとりがあった。ケインズ
は、英国の巨額にのぼる債務残高の処理が重要
で、これへの米国の寄与が必須であると説いた。
これに対して、ビーヴァーブルックは、米国との
協調によって英国が満足な結果が得られるのか、
疑問視した (Skideksky 2001: 387–8)。
こうしたなかでケインズは、1945年 5月の 19、
20日の両日、キングスカレッジでカナダ代表団と
会談していた。ケインズは「飢餓の窮地」、「誘
惑」、「公正」について説明した。そのなかでケイ
ンズは、過渡期の国際金融面での苦境を、米国か
らの 30億ドルの贈与と 50億ドルの信用枠、それ
にポンド残高の約 30億ドルのキャンセル、カナ
ダと南アメリカの協力、によって乗り越え、これ
らによって英国は、経常的な収入と 30億ドルの
戦時残高の交換性を回復できる、と説明したとい
う。ケインズはここでは米国から総額で 80億ド
ルという途方もない巨額の援助を見込んでいたこ
とになる (Bullen and Pelly 1986: 125; Skidel sky 
2001: 394–5)。
果たして寛大で巨額の援助を米国に期待できる
のか。ケインズは、カナダ代表との会談後に開催
された会議で、ワシントン駐在の担当官やカナダ
の高等弁務官の補佐官等から、ワシントンの情勢
からすると「公正」は、ほとんど不可能と伝えら
れた。なかでも重要であったのはイングランド銀
行のトムソン‐マッコーズランドによるケインズ
の楽観的な戦略論に対する批判であった。彼は、
6月、イングランド銀行内でケインズ構想を多く
の点にわたり批判した文書を作成し、回覧に付し
た。そこで彼は、次のように論じていた。①米国
はポンド処理と関連した対英援助を実施しないで
あろう、また、米国からの援助をポンド地域の問
題の処理と絡めるのは危険である、②対英援助の
見返りに英国が早期に経常取引の交換性を回復す
るのは危険である、③緊縮路線か米国からの大規
模な援助か、という二者択一は誤りである、④米
国からの援助は必須物資の輸入に必要な最低限の
援助額に抑えるべきである、④最も望ましい代替
策は、ポンド地域諸国、とりわけインド、エジプ
トとの合意であり、ポンド問題の一括処理に反対
である (Fforde 1992: 68)。
⑵  対独戦の終結と英国内での政策立案の動き
1945年 4月 21日のローズベルト逝去の報が世
界を駆け巡った。ミズリー州出身の副大統領トル
ーマンが新大統領となった。この後、7月にモー
ゲンソー財務長官が辞任し、後任にはケンタッキ
ー州出身のヴィンソンが就任することになる。大
統領の死をきっかけに米国の政治状況は一変し
た。在米の英国関係者は戦時期に培われた英米協
調関係に隙間風が生じはじめたのを感じた。実
際、英米関係は目に見える形で悪化していった。
英米関係に大きな変化をもたらしたいま一つの
要因は、5月 7日のドイツの降伏であった。これ
をきっかけに人々の関心は、戦争から戦後過渡
期、平時の問題へと急速に変化した。英米の経済
政策課題も、英米協調のもとでの戦争遂行から、
戦後の国際経済秩序の構築と戦後過渡期の国内経
済問題へと移っていった。
対独戦勝後、英国の政治情勢は激変した。5月
20日、戦時内閣から労働党が離脱し挙国体制が崩
壊した。議会は、6月 15日に解散し、7月 5日、
総選挙が実施された。労働党の勝利が予想されて
はいたが、選挙結果は兵士の投票結果が集計され
るまでの 3週間、判明しなかった。この間、戦後
秩序の形成に関わる英米ソ首脳会談が開催されて
いた。会談には、米国からはトルーマンが、英国
からはチャーチルとアトリーが出席した。スター
リンのみがその地位を保持していた。戦時の三大
国の巨頭体制は崩れ、三大国の協調体制の転換を
予兆させていた。
大戦中の選挙という異例の事態から世界各地の
戦線に展開した兵士の集票作業に手間取り、総選
挙結果が判明したのは 7月 26日のことであっ
た。労働党の地滑り的勝利であった。この結果を
うけて、アトリー（首相）、ベヴィン（外相）、ド
ールトン（蔵相）、クリップス（通商相）等からな
る労働党政権が成立した。アンダーソンの後任の
新藏相ドールトンは、ケインズの教え子で、ロン
ドン・スクール・オブ・エコノミックスの教授で
あり、労働党内におけるケインズ理論の支持者で
あった (Skidelsky 2001: 397)。
25パワーと金融：1945年英米金融交渉と金融協定の研究
英国の政治状況が大きな転換点にあった 1945
年 6月から 7月にかけた時期、イングランド銀
行、大蔵省、ケインズらによる対外金融問題に関
する評価報告書が相次いでまとめられた。大蔵省
ではイーディーがクラークの協力を得て 6月 25
日に、「第 3段階における金融政策」と題する調
査報告書をとりまとめた。イングランド銀行では
コボルドが 7月 12日付で、キャトーが同 23日付
で書面をまとめていた。一方、ケインズは、3月
に作成し、その後、再三にわたり修正してきた対
外金融ポジションに関する覚書にふたたび手を入
れた。このケインズの検討結果は、イングランド
銀行の文書とともに 7月 23日、大蔵省内で検討
された (CW 1979: 366, 377–411; Clarke 1982: 
xviii, 47–65; Moggridge 1992: 791–3)。
（2.1）イングランド銀行
同行の文書は、どのような戦後過渡期の政策を
構想したのか。7月 12日付の文書では次のよう
な基本的見地を明らかにしている。①ポンド地域
の画一的な解決に反対する、②ポンド地域の債
権・債務の清算はポンド残高が最大額に達し全容
が明らかになるまで待つべきである、③米国に対
する借款の要求は必需品の金融に限る、④拙速な
ポンドの交換性の回復に反対である。キャトー
も、同様の文書で、経常的収入についてのポンド
の交換性の急速な回復について疑問であるとし、
米国からの借款についても反対していた (CW 
1979: 377–398)。
これに対して、大蔵省の文書はどのようなもの
か。当時、ケインズ 7月草案がプラン 1と呼ばれ
たのに対して、大蔵省文書はプランⅡと呼ばれ
た。この大蔵省の文書は、ケインズ案に対する敵
対的提案としてではなく、名目的には一つの代替
案として提案された。だが、大蔵省文書のプラン
Ⅱは、イングランド銀行の見地とほぼ同じ見方に
立ち、ケインズ報告への対抗策としての性格を持
っていたのは明白であった。そこでは「飢餓の窮
地」が基調となっていた。戦後世界についてケイ
ンズより悲観的な見通しに立ったもので、国際貿
易機構やブレトンウッズ機構に背をむけることま
では考えてはいなかったものの、より保護主義的
な貿易と通貨の統制体制の長期化を見込んでい
た。また、ポンド地域取決めのフランス、ドイツ
への拡張を志向していた。
（2.2）改訂されたケインズ案
同案は、「誘惑」を削除し、「公正」を前面に押
し出した点に特徴があった。ケインズは、まず第
1の代替策　シャハト的路線について説明し、こ
れを採るべきではないとして、第 2の代替策「公
正」の路線を推奨する。
ケインズはあらためてシャハト的路線から説明
に入る。ポンド地域からの借り入れと、ポンド地
域、及び米国との間での双務主義的支払協定の締
結がこの代替的政策の柱である。つまり、戦時期
に発生したポンド地域諸国との支払協定に支えら
れて発展してきたポンド地域システムを修正し、
より発展させることが政策目的となる。つまり、
①⒜ポンド地域内、⒝およびこれら諸国と無制限
な支払協定を受け入れるポンド地域諸国との間の
経常支払のために、ポンド残高の為替に完全な交
換性を持たせる。②域内諸国や域外諸国との貿易
とその決済に当たっては、金・ドル準備の引出し
制限や貿易制限、支払協定が構築されなければな
らない。支払協定は米国を含むあらゆる国に提案
される (CW 1979: 381–2)。
だが、ケインズによれば、この代替案は、不自
然な貿易関係を強制することになり、また英国が
抱える深刻な経済問題の解決を先送りにするだけ
である。おまけに移行期の終わりには、英国の対
外債務はこうした協定下にあっても、「200億ド
ルかそれ以上に」増加するのは必死である。
問題はこれに留まらない。「移行期の終わりに
は、世界のかなりの部分の貿易が突然の無秩序に
陥る」ことが想定される。関係諸国のポンド債務
は突然凍結され、経常取引で得たポンドや、それ
以外のポンド残高が自由に処理できると喧伝され
ていた各国は、その期待が裏切られ、ポンド準備
の有効な使用の道を、突然失うことになるからで
ある (CW 1979: 386)。
これに代わりうる金融戦略は、「公正」の路線で
ある。これは次のようなものである。
第 1に、英国が戦争終結後に負うことになるお
よそ 160億ドルの負債を 2つの部分に分ける。①
償却することになる約 40億ドル。②賦払い、あ
るいは解放する残余の120億ドル。この計画は、
できる限り早く、例えば、1946年末には発効させ
る。
第 2に、過渡期の困難に対処するために、総額
でおよそ 90億ドルの救済資金を獲得する。この
うち、① 40億ドルまではポンド債権国が、② 50
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億ドルについては米国が供与する。カナダからも
期待する。ポンドの債権国が認める救済は一部が
ポンド残高の償却のかたちをとる。米国の援助
は、⒜一部は英国の輸入のために資金にあて、⒝
一部はポンド残高の残りの非償却部分の、また戦
後の経常取引でのポンドの交換性回復にともない
必要となるドル資金にあてる。
第 3に、ポンド債権国との交渉は、公正、公平
に、個別の交渉によって解決をはかる (CW 1979: 
387–90)。
この代替案の特徴は、第 1に、あらためて「公
正」の路線を押し出し、米国からおよそ 50億ド
ルの援助を想定している点である。ケインズによ
れば、米国は、「戦時債務の返済という国際問題の
解決のための無償援助として、①第 1年に 20億
ドル、次の 2ヶ年には 15億ドルずつと、3回に分
割して、総額 50億ドルの援助を実施する。ただ、
この「公正」の代替策に修正があった。3月の文
書にあった米国からの 30億ドルの贈与案が削除
されていたことである。これは、武器貸与援助実
施以前に、英国が米国内で軍需品の調達のために
支出した分を「公正」の観点から、事実上米国に
肩代わりを求めようとするものであった。第 2
に、米国からの援助が条件付きの援助となること
を明確に打ち出している点である。ケインズは、
50億ドルより少ない数字では、①現下に要請され
ているポンドを利用可能とする義務を果たしえな
いし、②あるいは、1946年末のような直近におい
て、現在のポンド地域合意を終結するという義務
を果たしえない、とする。これは、米国からの援
助資金を、実施時期を明記したポンド残高の一部
処理、経常取引の交換性回復にあてることを想定
していたからである。
英国が第二次世界大戦の負担として費やした膨
大な戦費と犠牲との関係からすれば、米国からの
援助金額は僅かであった。だが、ケインズによれ
ば、問題は金額ではない。それに金額のために彼
らの意思決定が影響を受けるとは考えられない。
なぜなら、英国は、今次大戦で、多大な戦費を負
い、犠牲を払っているからである。このことを米
国が理解しないはずはないからである。すなわ
ち、英国は、①武器貸与が完全に効果を発揮する
以前に約 30億ドルを米国からの軍需品の購入に
あてた、②インドを例外として、どの地域諸国か
らも顕著な援助を受けずに、アジアとアフリカに
またがる広範囲、チュニスからエジプト、中東、
インドを通ってビルマまで、アフリカ、アジアに
広がる広範囲の軍事行動に必要な戦費の支出に主
たる責任を負ってきた、③外国貿易を放棄し外貨
収入の道を断ち、軍需生産と軍隊の動員に全力を
傾けてきた、のであった (CW 1979: 394–8)。
（2.3）7月 23日の大蔵省・イングランド銀行会談
この日、大蔵省でケインズ、対米交渉担当の大
蔵省高官、これにイングランド銀行の代表が参加
した会議が行なわれた。この日の模様を記録した
同行のコボルドによると、会議で大きなテーマと
なったのは、ポンド残高問題、交換性回復問題で
あった。このうちポンド残高問題でケインズは、
イングランド銀行らが主張する、①ポンド残高の
一括処理は不可能である、②米国はポンド地域の
交渉に参加すべきではない、③米国の援助資金を
ポンド残高処理に使うのは賢明ではない、などの
論点に、理解の姿勢をみせたかのようであった。
だがこの一方でケインズは、対米交渉において
は、全般的なかたちでポンド処理について説明す
る必要を説いていた。しかしこれでは、一括処理
を提案しているとも受け取られかねないとの懸念
がイングランド銀行側から出された。一方、ポン
ドの交換性の問題では、非居住者の交換性実現の
問題が焦点となった。コボルドの記録によると議
論のなかでケインズが、「米国が援助を実施する
と、英国は過渡期の考えを捨て、対日戦争終結の
1年後にブレトンウッズ協定に規定された交換性
回復条項を履行せざるをえなくなる」との見方を
示した。ケインズの米国側の出方についてのこの
予想は当たっていた。だが、これに対して参加者
から、ブレトンウッズ協定の義務を早い段階で実
行に移すことの悪影響を懸念する意見が出され
た。そうして、会議では、この問題での一層の検
討が必要であるということになった。この会議の
記録は翌日の 7月 24日に大蔵省に送付された。
コボルドは、26日になって、あらためて大蔵省
のイーディーに対して、「公正」で打ち出されてい
る交換性回復の問題について強い懸念を伝えた。
コボルドの懸念は、ケインズが国際通貨基金の第
8条の規定をポンド地域限らず、地域外でも実現
しようとしている点にあった。さらに、コボルド
は次のように主張した。「経常的取引に対する大
規模な非差別的措置は、既存のポンドの為替管理
と支払協定の枠組みを生かして実行することで実
施できる。私は早期に過渡期を終えるよりも、こ
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の方向がはるかに安全にポンドの交換性回復を実
行できると考えている。」コボルドは、現行の為替
管理を制度的な枠組みとして維持しつつ、徐々に
漸進的にポンドの自由化を図るべきであるとの立
場を表明したのである。さらに彼は、国際通貨基
金第 14条で規定された過渡期の保護措置の早期
の放棄は、イングランド銀行が、英国の過渡期の
諸困難の克服には死活的と考える為替管理と支払
協定の破棄につながる、と危機感を表明した。コ
ボルドは、「公正」の同調者であるブランドさえ、
交換性回復は暗闇のなかで跳躍するようなもので
あり、大きな賭けである、と批判していることを
伝え、その拙速な実行の危険性を強調していた。
しかしながらケインズは、しゃにむに「公正」
につき進んでいるかのようであった。7月 9日付
のイーディーとクラークへの応答書で、「公正」に
かわる代替案を案出した二人に対して、戦後の 3
年間に英国の金・ドル準備が不足する深刻な危険
は生じないと、述べていた。かかるなかイングラ
ンド銀行は、ケインズが「公正」の実現に向け動
きを強める前になんとかこれを阻もうと対応に腐
心した (Fforde 1992: 69–70)。
（2.4）クレイトンとの予備会談
9月に予定されていた米国との金融交渉の事実
上の予備会談が、クレイトンの訪英で実現した。
彼は、UNRRAの会合に出席するためにロンドン
を訪れたのであった。予備交渉は 8月 3日、14日
の 2日間行われた。英国側の主な出席者は、ケイ
ンズ、イーディー、ブランド等であった 4。
ケインズは、席上、ポンド残高の詳細は除外し
て、来月ワシントンで開催される予定の本交渉に
向け、完全なる情報をさらけだして、事情を説明
する作戦に打って出た。英国は約 50、あるいは
60億ドルの贈与を期待している。この見返りに、
英国はブレトンウッズ協定の批准、帝国通商の自
由化、外国為替の自由化を実施する。こう表明し
たあとケインズは、もし贈与が期待できないなら
ば英国は、ポンド・ブロック、通商の統制、輸出
拡大のための国家主義的な政策を維持、強化せざ
るを得ない、とクレイトンを揺すぶった。
これに対してクレイトンは、確かな内容の助言
であるとして、贈与はあり得ないこと、50億ドル
を超える資金援助は念頭にないこと、米政権内の
意見では 30億ドルが可能なところであると見て
いる、などと表明した。英国にとって重要であっ
たのは、クレイトンが金融援助の条件を持ち出し
た点であった。彼は条件として、①米国の輸出業
者の“呪い”の対象となっているドル・プール制
度の廃止、②差別主義的通商政策の撤廃、③ポン
ド残高の規模縮小と借り換え、を要求してきた。
クレイトンは、また、金融交渉と通商交渉とを相
互に連関させなければならないと強調した。これ
は英国側の交渉戦術への牽制であった。それとい
うのも、英国側が、武器貸与問題の処理→英国の
金融問題の処理→通商問題の処理、の順に米国と
の交渉を進めたいとの考えを打ち出していたから
である。これに対してクレイトンは、あくまで、
金融問題と通商問題は同時に解決しなければなら
ない、との考えであった。米国側は、相互援助協
定第７条の履行という基本的立場から交渉に臨ん
でいることを明確にしたのであった (USDS 
1969: 97–101, 103–5; Skidelsky 2001: 398–9)。
⑶ 日本の降伏と第 3段階の到来
（3.1）武器貸与援助の突然の中止
ケインズの英米金融交渉の早期開催要求は 8月
15日の日本の降伏によって早められた。ケイン
ズは、訪米後の 9月 12日の記者会見で「原子爆
弾と日本の突然の瓦解は、われわれの予定表を台
無しにした。われわれは、回避したいと願ってき
たまさにその空白期間が発生しそうな事態に直面
している」と述べた。
英大蔵省の立場からすれば、ドイツが 1944年
に降伏し、日本が 1945年いっぱい闘い続けるこ
とが理想的であった。これによって英国は、戦争
経済からの再転換にほぼ 1年の時間的余裕が得ら
れ、戦争遂行のために中断していた輸出を再開で
きるからであった。輸出の再開により英国の外貨
事情が好転すれば、英国の経済的復興は促進され
よう。だが、ドイツの降伏は遅れ、日本のそれが
早まった。第 2段階は 1945年 5月まで延期され、
さらに日本が 3ヶ月後に降伏するという英国にと
って予想外の事態が生じた。1年とみた第 3段階
 4 イングランド銀行はこの会議に招かれなかった。フォーデは、会議が知らされなかった可能性を示唆している。彼は加
えて、8月 4日に英国側に手渡された国際貿易憲章案の文書をイングランド銀行が入手したのは 10月 24日のことであ
ったとしている。(Fforde 1992: 71)
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は 3分の 1に短縮したのである。英国の思惑は完
全に外れた。
こうした事態に労働党内閣は当惑した。第二次
世界大戦が終結した 8月 15日、ケインズはベヴ
ィンと面会するが、席上、ベヴィンは、ケインズ
に金融、通商交渉を遅らせたほうが良いと述べ、
早期の対米交渉開始に消極的な姿勢をみせた。新
任の外務大臣は、相互援助協定第 7条の実現を目
指して交渉を急ぐ米国側の外交姿勢を、十分理解
できなかったのである。
発足間もない不慣れなアトリー政権にとって、
青天の霹靂たる事態が起こるのは 2日後のことで
あった。日本の降伏後の 8月 17日（金）、トルー
マン大統領は、クローリーの助言をうけて、突
然、武器貸与援助の中止を発表した。この決定が
正式に英国政府に伝達されたのは 20日であっ
た。武器貸与援助の一方的中止は、英内閣を狼狽
させた。議会はこの報をうけて騒然となった。チ
ャーチルは、この措置を乱暴で過酷なものである
として、これが米国の最終通告であることが信じ
られないと述べた。アトリー新首相も、これによ
り英国の財政は深刻な打撃をうけるとして、遺憾
の意を表明した（ガードナー 1973: 344）。
かかる事態を、ワシントン駐在のバルフォー
は、本国に次のように伝達していた。英国に非友
好的なレアヒーとクローリーが強硬な方針を大統
領に提案した。ヴィンソン、スナイダー、彼らほ
どではないもののバーンズが、かかる提案に反対
したが、トルーマンは実行に移した。またトルー
マンは、中西部のミズリー州出身者であることか
ら、狭量で経済的見地にこだわる傾向があり、政
権も議会にあっても、武器貸与援助の非友好的な
突然の打ち切りにみられるような政治状況が改善
する見通しはない。英国としては、第二次世界大
戦中の共感と経験が米国民の心に生きているうち
に、早々に英米関係の処理を進めるべきである
(Bullen and Pelly 1986: 67–9)。
突然の中止に驚いたのは英国政府ばかりではな
かった。訪米中のクレイトン等もこの一報が入る
や驚きを隠しえなかった。トルーマン政権の高官
に対して、中止の決定は事前に知らされていなか
ったのである。だが、武器貸与援助の中止は、そ
の唐突さは否定できなかったが、トルーマン政権
の既定の方針案を実行に移したものでもあった。
実は、ポツダム会談で米英の参謀本部長が武器
貸与援助の問題で意見交換していた。英国側は、
第 2段階での合意を引用して、敵国占領の目的を
遂行し、また自国経済再建の課題を達成するため
に、引き続き物資の十分な供給を要請したのであ
った。しかし、米国代表は、対日戦に使用される
目的以外に武器貸与物資を引き続き援助する根拠
はないと要請に応じなかった。トルーマン新大統
領も、7月 5日に、武器貸与援助に基づく物資の
供与は、その目的が対日戦に使用される場合に限
り、その他の目的には使用しないものとする、と
いう指令を発していた。後の祭りではあったが、
突然の中止の予兆はあったのである。
武器貸与援助の一方的中止の事情についてはガ
ードナーの解釈が注目される。彼は、シカゴ・デ
イリー・ニュース（1945年 9月 28日）の記事に
よる 1945年晩夏に行われた武器貸与援助に関す
るギャラップ調査結果の記事を引いている。それ
によると、インタビューを受けた米国人の83%の
人は、英国はなんらかの方法で、米国に対して武
器貸与物資の支払をすべきであるという意見であ
った。
さらにガードナーは、10月 8日付の『ウォ－
ル・スリート・ジャーナル』が、この世論調査に
論評を加え、「この調査結果は別に驚くには値し
ない。Lend Lease（武器貸与）という用語を言葉
どおりに解釈すれば、それは明らかに物資と役務
を貸与ないしは賃貸する取り決めをさすものであ
る」と指摘していた、と伝えている（ガードナー 
1973: 348–9）。
このような調査結果は驚くべきものではなかっ
たかもしれない。連邦議会は世論の動きに敏感
で、すでに 1945年 3月に武器貸与援助は純粋に
戦争のための援助で「救済」、「復興」「回復」には
使えないこと、戦争終了とともに終了すること、
などの条件付きでその予算執行を承認していたの
である。
しかしながら、武器貸与援助の突然の中止の通
告で、英国は一層の苦境に陥った。今度は軍事面
ではなく金融面で追い込まれたのである。英国は
米国にへりくだり、媚びへつらって、金融援助を
請わざるを得ないのか。
（3.2）金融のダンケルク 5と労働党政権
トルーマン政権の武器貸与援助の打ち切りは 8
月 20日、英国に正式に伝達された。英国は否応
なく第 2段階に移行した。同日、ドールトンはベ
ヴィンに対して対米交渉を急ぐべきであると助言
29パワーと金融：1945年英米金融交渉と金融協定の研究
した。翌日、ベヴィンとドールトンはクレイトン
と急遽、会談した (Skidelsky 2001: 401)。
8月 22日、ドールトン、ベヴィン、クリップス
ら閣僚は、アトリーへの覚書で、米国による援助
は高い金利の借款となり、また、米国はブレトン
ウッズの批准、通商政策への同意、を求めて来る
ことへの懸念で一致した。しかしながら、閣僚等
は米国がどのような動きに出ようが英国には何も
対抗的手段がないことを認めざるをえなかった
(Bullen and Pelly 1986: 72; Skidelsky 2001: 
406)。
8月23日、英米金融協議にむけた緊急会議がダ
ウニング街の閣議室で開催された。対外金融上の
ダンケルクを如何に回避するのか。一方の側に労
働党内閣のアトリー、モリソン、ドールトン、ベ
ヴィン、クリップス（貿易相）、ペシィク＝ロウレ
ンス（インド相）等の政権首脳が、反対側にハリ
ファックス、ケインズ、ブリッジ、ブランド、イ
ーディー、シンクレア等の実務担当者が相対し
た。奇異なことに会議参加者にイングランド銀行
代表の名はなかった。金融援助に反対するイング
ランド銀行は、金融政策の最高決定会議のメンバ
ーから外されたのである (CW 1979: 420–5)。
会議の席上、ケインズは次ぎのように提案し
た。英国は 50億ドルの贈与か無償援助を要求
し、借款は拒否する。この見返りに第 7条の約束
を履行する。予備会談でのクレイトンの助言は無
視された。ケインズの説得が通り、事実上、彼の
計画にもとづき対米交渉に入ることが概ね合意さ
れた。
ケインズは会議で金融援助を贈与として得るこ
とができると楽観論を振りまき、返済の必要のあ
る借款、利子付きの借款は問題外である、と力説
した。だが、彼は、英国に対する援助が紐付きと
なる可能性が強いこと、米国は通商問題と絡めて
金融交渉に臨んでくること、を明言しなかった。
ドールトンはこうした出発前のケインズの姿勢
に楽観主義をみてとった。まったく夢想的である
と。確かにケインズが楽観主義に陥っていたと回
想する向きがある。ケインズに同行し、訪米する
金融ジャーナリストのバローは、ケインズは全く
「公正」が勝ることを確信していた、とする
(Skidelsky 2001: 404–5)。これに対してモグリ
ッジは、ドールトンがケインズに対して抱いた楽
観主義は根拠のないものであった、と書いてい
る。ケインズは決して楽観主義を振りまいていた
わけではない、むしろケインズは交渉が困難なミ
ッションとなることを予測していたのであると
(Mog gridge 1992: 798)。
しかしながら、ケインズの状況認識に極端な楽
観論と誤認があったことは否めない。第 1に、米
国の国際通貨・金融をめぐる米国内の力関係と力
学を完全に見誤っていた。ケインズは 8月 15日、
ベヴィンとの会談後の覚書で、米国内の国際通
貨・金融政策論争に関連して、W・オルドリッチ
の動きを次ぎのように評価していた。オルドリッ
チは、米国政府とこの 1年間争ってきたが、いま
や最終的に敗北した。米国政府は、6ヶ月間繰り
広げた全国的キャンペーンで、オルドリッチの政
策構想を誤りであるとの見方に立っている。ケイ
ンズは、オルドリッチの通貨戦略構想が、ブレト
ンウッズ協定とは異なるアプローチであると認識
できた。だが、その実、ケインズは、これから進
められようとしている英米経済交渉で、焦点とな
っている金融援助と通貨取引の自由化問題が、オ
ルドリッチの通貨戦略構想の柱であり、これこそ
が、ブレトンウッズ・アプローチに代替的なアプ
ローチの政策構想であるということが、理解でき
なかった。こうした錯誤にケインズが陥ってしま
ったのは、ブレトンウッズ協定をめぐる米国内の
政治的力関係と力学の分析に失敗し、事態を的確
に認識しえなかったからである。
第 2に、ケインズがこのように米国の国際通
貨・金融情勢を見誤ったのは、すでに言及したこ
とではあるが、ブレトンウッズ協定をあまりにも
恣意的に解釈し、協定を米国の政治状況という文
脈において、その性格や機能を理解することがで
きなかったからである。ケインズはさきに引用し
たベヴィンとの会談の覚書で、ブレトンウッズ協
定には十分なセーフガード措置が盛り込まれてい
ると評価し、満足していた。彼の解釈では、米国
経済が景気後退に見舞われてもブレトンウッズ協
定によって状況を改善できるし、協定のもとで英
国は十分な国家の自立性を保持しつつ為替を調整
しうるのであった。ケインズによれば、協定で英
国が負うことになる義務と権利は英国に有利に規
 5 「金融のダンケルク」なる語であるが、1944年 6月 12日付文書「移行期における我が国対外金融の問題」で「金融の
分野において我が国は、孤独を感じていたダンケルクの（雰囲気）…」なる表現が見いだせる。(CW 1979: 55)
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定されて、何らかの不利な事態が生じても、英国
はわずか 1時間の事前通告によって、ブレトンウ
ッズ協定から脱退することができるのであった。
ケインズは、国際通貨基金の協定文、とくに第 8
条を誤解し、また、不足通貨条項や過渡期条項へ
の過度の期待にとらわれていたのである (Bullen 
and Pelly 1986: 44–5; Moggridge 1992: 797)。
第 3に、ハロッドも指摘するが、ケインズは代
表団やアトリー政権との一連の会議で英国として
の交渉方針を確立する努力を怠った。本来であれ
ばケインズは、十分に準備を重ね、米国側の出方
を予想して様々な可能性を検討することができた
はずであった。その際、クレイトンとの会談で得
られた情報を分析し、交換性の実現、通商の自由
化、ポンド残高の処理などの対応策で合意をとり
つけておくべきであった。
労働党内閣はそれでも、交渉をケインズと彼の
同僚に委ねることにした。ケインズの「魔法」（ロ
ビンズ）がうまく作用して、再び彼が勝利した。
イングランド銀行の代替的アプローチは無視さ
れ、敗北した (Fforde 1992: 73)。
大蔵省とイングランド銀行は、当然、緊縮路線
と公正の路線の中間に位置する「誘惑」にもかか
わるのを拒んだ。労働党内閣の基本的立場もこれ
に近かった。したがってケインズは訪米前にアト
リー内閣と「誘惑」について十分に協議すること
ができなかった。これによって、ケインズは対米
交渉で柔軟性を発揮して「公正」と「飢餓の窮地」
の中間を代替策として追求することができなくな
っていた。大蔵省のイーディーやイングランド銀
行の面々は、ケインズが「飢餓の窮地」のみを代
替案として訪米するのをみて、交渉は失敗すると
みた。このような状況のもとで労働党の閣僚たち
のなかでは、「公正」のみに期待をかけ、代替案を
看過する傾向が強まっていた。
ケインズの訪米は 8月 24日に公表された。保
護主義を志向する労働党政権は、通商交渉の早期
妥結を回避するため、これと金融交渉のリンケー
ジを嫌った。そこで、通商交渉にあたる正式の交
渉団の派遣を遅らせる手にでた。だが、これを米
国側は問題視した。結局、クレイトンらの圧力を
受けて、労働党内閣は 8月 31日に、ワシントン
駐在の貿易省代表ヘルモアが代表に随行すると発
表した。その際に、正式代表団は可能な限り早く
派遣するとしたが、それがいつになるのかは明ら
かでなかった。このため、通商交渉に消極的な労
働党政権の姿勢を問題視する交渉担当者の経済部
のロビンズと貿易省のリーシングは、これに怒
り、抗議する始末であった。ロビンズの場合、通
商問題でなんらかの合意が得られないのであれ
ば、金融交渉の先行きはおぼつかないとみていた
のである (Skidelsky 2001: 406) 6。
ケインズを実質的な代表団として派遣する方針
が発表されると、米国側には困惑が広がった。米
国では、『一般理論』の著者であり、自由放任を批
判し、財政赤字を容認し、国家主義的な経済政策
を推進し、金本位制度からの離脱を説き、ブレト
ンウッズ機構の創設に尽力したケインズについて
の評価は分かれていた。ニューヨーク国際金融界
の大立て者レフィンウェルは、ケインズの派遣を
好ましい人選とは考えなかった。「これほど厄介
なことはない、と私は思う」「どれほどの人が彼の
売り口上を受け入れるであろうか。誰も受け入れ
はしないのではないか。」米国人としての彼の人
生哲学は、平均的な米国人の基本的精神ともなっ
ている自助・自立にあった。彼は、チャーチルが
1940年に戦争計画を立案する際にそうしたよう
に、英国はまず外国の援助にすがることなく自力
で戦後復興に当たるべきであると考えたのであ
る。換言すれば軍事戦略的にダンケルクがそうで
あったように、金融上のダンケルクに立ち向かう
ことこそが、結果として米国の同情を集め、米国
の財布のヒモを緩めることにつながる、というわ
けである (Skidelsky 2001: 407)。
 6 1943年秋（の英米専門家会議）にはトンプソン‐マッコーズランドが、またブレトンウッズ国際会議の際にはボルトン
がイングランド銀行を代表して代表団に加わり訪米したが、英米金融交渉には誰も参加していない。フォーデは、これ
を、いささか奇異に思えるとした。彼は、この点について次ぎのように論じている。イングランド銀行は、通貨、金融
取引に精通し、国際金融問題のエキスパートであるのにもかかわらず参加を求められなかったのはなぜであろうか。ケ
インズは単純にイングランド銀行の専門家は必要ないと考えたのかもしれない。また、米国とポンド地域の将来につい
ての詳細な交渉に入ると期待していなかったかもしれない。だが、こうした事情とは異なる根本的な理由が考えられ
る。ケインズは政策的に対立するイングランド銀行を厄介者として、交渉団の一員に加わるのを望まなかったのである
(Fforde 1992: 32-3)。
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第 4章　英米金融協定交渉の開始
⑴ 英国交渉団の渡米と金融交渉の開始
ケインズは、8月 27日、カナダの兵員輸送船に
乗船して、サザンプトンからケベックに向かっ
た。彼に随行したのはハーマ （ー大蔵省）、ホール
－パッチ（外務省）、ヘルモア（貿易省）等であっ
た。イングランド銀行の代表者の名はなかった。
駐米大使のハリファックスと大蔵省のブランドは
すでに渡米していた。
この年の 6月に還暦を迎えたケインズは弱々し
く、年寄りに見えた。顔色は悪く、髪とひげには
白いものが目立っていた。彼が医者の指示にした
がい減量したことは心臓に良かったが、痩せたこ
とでケインズのからだは弱々しく、背の高い彼を
支えきれないようにも見えた。彼はまた、文字を
読むのに厚いガラスの眼鏡が必要になっていた。
しかしながら、ケインズは、洋上で元気を取り戻
したかのようであった。今回はブレトンウッズ会
議に向かう船中でのように“ボート・ドラフト”
を策定しなかったが、8月の文書の改訂を行い、
「ポンド地域における金融協定、ならびに武器貸
与後の合衆国と連合王国間の金融協定に関する提
案」を準備した (Skidelsky 2001: 407)。
この文書では、米国の援助を見越して国際収支
赤字の見通しを下方に修正した。初年度 40億ド
ルが 32億ドル、これをさらに 25億ドルに減らす
ことも可能であるとの見通しを立てた。3年間の
国際収支の累積赤字は68億ドルから40～60億ド
ルに減額された。
重要であるのは米国からの援助の必要性を、
「戦時債務の流動化という国際問題を解決するた
め」であるとして、合計 50億ドルを 3回の分割
払いで実施することを提案した点である。ケイン
ズは、そうして、米国の援助を得て処理しなけれ
ばならないのは、次の 4種の異なった債務である
としていた。①他の源泉から切り離した英国の経
常収支赤字、②ポンド地域諸国に対するポンド残
高を分割、解放する債務、③ポンド地域外の戦時
債務の処理、④戦争処理や武器貸与の最終処理か
ら生ずる一切の米国に対する債務、であった。こ
の計画案では米国からの資金援助は、経常収支の
赤字の穴埋めばかりか、あらゆる戦時債務の処理
に関連づけられていた (CW 1979: 448)。
交渉の成否が気がかりではあったが、ケインズ
は航海を楽しみ、彼の楽観主義は強まった。ケイ
ンズ夫妻は元気になって 9月 1日にカナダに到着
した (Skidelsky 2001: 407–8)。
この後、一行はケベックからオタワに飛んだ。
対米交渉に先立ちカナダとの金融、経済交渉が予
定されていたのである。飛行機のパイロットは彼
のからだをいたわり、低空で飛行した。9月 2日
にオタワに着いた。
カナダとの交渉では予想以上の成果を収め、3
億ドルの援助をえることができた。このためケイ
ンズは、米国との交渉に望みを抱いた。ケインズ
によれば、交渉の際、カナダ政府は、ケインズが
考える① 30億ドルの贈与、② 50億ドルのオプシ
ョンからなる援助を、米国から獲得するという方
針案を支持した (Bullen and Pelly 1986: 125)。
9月 6日、ケインズ夫妻は列車でワシントン向
かった。
ハロッドが指摘するようにケインズの訪れたワ
シントンは以前のワシントンではなかった。ワシ
ントンの雰囲気は一変していたのである。ケイン
ズの「軽々しい楽観主義」は吹き飛んだ。戦争は
いまや終わった。米国はおびただしい人命の損失
を蒙った。帰国した何百万という兵士や軍属の社
会への復帰が大問題となっていた。戦争の災禍は
去ったが将来への新たな不安が生まれていた。イ
ンフレーションの危険、重大な労働争議の発生へ
の懸念。深刻な脅威から自由と民主主義を救った
国は、今や自分自身を防衛し、秩序を保って国内
の安定化に努めなければならない。戦争経済から
の再転換を円滑に進めることはできるのか。アメ
リカは同盟諸国の金融問題に深入りしたり、貿易
赤字を支えたり、福祉計画を支援したりするであ
ろうか。米国の高官はイギリスの事情を知ってい
たし、それへの多少の同情と理解があった。問題
は米国の大衆と議会であった（ハロッド 1967: 
657）。
9月 11日には英米のトップ会談が開催され
た。そうして、金融、武器貸与、余剰物資、通商
政策の分科会が設置された (USDS 1969: 122–6)。
金融部会には英国側からケインズ、ハリファッ
クス、米国側からヴィンソン、クレイトンが加わ
った。武器貸与部会はケインズとクローリーであ
った。
首脳会議のなかで、国務省が通商部会を設置す
る動きに出たことに英国側は驚き、対応に苦慮し
た。戦時中に米国との通商交渉に当たってきたミ
ードは、通商問題の正式代表団が到着していない
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のに交渉に入ろうとするケインズに当惑してい
た。ケインズは通商問題でクレイジーであると。
本国は、ケインズに、通商問題の専門家のワシン
トン到着まで分科会の設置を見送るようにと指示
する。だが、英国側の要請は聞き入れられず、結
局、米国側に押し切られる結果となった (Mog-
gridge 1992: 802; Skidelsky 2001: 409)。
交渉での米国側のキープレイヤーは、クレイト
ンとヴィンソンであった。
クレイトンは 2メートルに達する偉丈夫で、柔
らかな南部なまりの急進的国際主義者であった。
英国の労働党政権にとって、厄介であったのはク
レイトンが強固な自由貿易主義者であったことで
ある。ミシシッシピー州ジャックソンの質素な家
庭に生まれた彼は、誠実で独立独行な人であると
いう評判をとった。社会に出てからは、最初週給
15ドルで裁判所の速記記者になったが、その後頭
角を現し、世界最大の綿花取扱商社の社長におさ
まった。彼の活動は自信に満ちたもので、アメリ
カンドリームを地でゆくような経歴は、アメリカ
的自由企業体制のはかり知れない活力を如実に示
していた。それだけに、クレイトンは、政府が民
間の経済行為に介入するのをひどく嫌った。対外
経済政策面でクレイトンは、コブデンやブライト
のような古典的な自由企業体制の信奉者として立
ち振る舞った。彼は、世界各国が公平で妥当な条
件で貿易取引を行い、原材料を確保できれば、国
際的な摩擦や戦争を引き起こす国家主権の拡大意
欲はほとんどなくなるであろう、との強い信念に
立っていた。クレイトンには、国内の貿易業者か
ら、英国の特恵関税制度やドル・プール制度、ス
ウェーデンやアルゼンチンとの双務主義的支払協
定への苦情が寄せられていた。たとえば、対英援
助に積極的なオルドリッチは、その条件に経常勘
定に対する為替制限を撤廃し、いわゆるポンド地
域システムを放棄し、特恵制度を廃止し、かつ量
的貿易制限措置を廃止すべきである、と強調し
た。全米製造業者連盟 (NAM)、全米商工会議所
(USCC)、全国外国貿易委員会 (NFTC)などさま
ざまな業界団体も、英国の貿易差別主義の撤廃を
主張していた。こうしたなかでクレイトンは、戦
後世界経済の再建を図るうえでの主目標のひとつ
として、多角主義的貿易制度の構築を掲げてい
た。クレイトンによって、対英金融援助は、戦後
過渡期の対英支援策としても、ブレトンウッズ協
定の批准、通商政策に関する多角主義の実現とい
う戦略目標の実現との関連でも、重要な政策課題
として位置づけられたのである（ガードナー
1973: 364–6）。
一方のヴィンソンは、南部出身の下院議員で、
田舎臭い風貌の誠実さの固まりのような法律家で
あった。民主党のなかで戦時中に勢力を伸ばした
保守派のグループに属していた。大規模な改革を
好まず、また望むこともなかった。しかしなが
ら、英国系移民の後裔であると自認し、心情的に
英国を助けたいと考えていたヴィンソンは、世論
の 60%が対英借款に反対しているなか妥協の道
を探ろうとしていた。
農民と緊密な接触を重んじた「ヴィンソンの主
な判断の基準は、出身選挙区住民によって受け入
れられると思われるものであった。ヴィンソン
は、ケインズの理路整然たる意見を聞くごとに、
『まあそういうことでしょう。しかし、私の選挙
区の人たちはそのような見方をしていません』と
繰り返していた。」
ヴィンソンは、ケインズの精密な経済分析にほ
とんど興味を示さなかった。ケインズの寸鉄人を
刺すような機智も、全くといってよいほど理解さ
れなかったであろう。しかし、ケインズは、こう
したヴィンソンの人柄や性格を、あらかじめ把握
したうえで交渉に臨んでいたようには見えなかっ
た。英国代表団のメンバーがケインズに、ヴィン
ソンはモーゲンソーやアチソンのような人ではな
いと注意を促したがムダであった。代表団の一人
が、あなたはケンタッキー州を相手にしているこ
とを忘れないでほしいといった。するとケインズ
は怒って、「相手がケンタッキー州であろうと必
ず説得してみせる」といきまいた。
「生真面目で慎重な地方出身の政治家であるヴ
ィンソンと都会育ちでケンブリッジ大学を出たケ
インズとの間では、一致する点が少しもなかった
のである。また両者の気質や社会的背景に大きな
隔たりがあった」のである (Skidelsky 2001: 409; 
ガードナー 1973: 360–1, 368, 370)。
この二人の他に多士済々の人々が交渉団に名を
連ねていた。モルモン教徒のエクルスは、声高
に、英国は破産した会社と同じである、早く債権
を回収しないと、といった調子で発言し、英国代
表団の神経を逆撫でした。代表団には、前副大統
領でニューディール左派の商務長官ウォーレスも
加わっていた。ケインズは、その言動からして彼
は気が狂っているのではないかとみた。彼は開始
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早々に委員会を早退するのが常であった。反英的
なクローリーは、武器貸与局に依然として“ツァ
ーリー”として君臨していた。ケインズは、非礼
にも、彼の容貌からヒヒ baboonの尻という渾名
を つ け て い た (Skidelsky 2001: 410)。 こ の
BABOONは、英米金融交渉の経過を伝達する際
の、ワシントン代表団から本国へ宛てた電文の暗
号名となった。これには、クローリー主導下の武
器貸与援助政策への強い不満が、こめられていた
ことは疑いえない。
ヴィンソン、クレイトンとは対照的にホワイト
は政治的に深刻な事態に直面していた。1945年
8月 21日にエリザベス・ベントリーが FBIに対
して彼がソ連のエージェントであると暴露してい
た。驚愕すべき政治的スキャンダルの渦が彼を飲
みこみ始めていた。この一方で、モーゲンソーが
去った後の財務省での居場所も狭まりつつあっ
た。彼自身、間もなく財務省の職を辞さざるを得
ないと覚悟し、新設される IMFか IBRDへの転
職を考え始めていた。しかしながらケインズは、
こうした状況にあったホワイトが、いまだ財務省
で影響力を有しているものと誤認し、彼の対英交
渉での役割を過大に評価していた (Skidelsky 
2001: 410)。
ホワイトと再会したケインズは、彼が以前構想
していた一つの考え方に立ち戻ったように感じ
た。それは英国のポンド残高の一部を米国が肩代
わりするというホワイトの政策案のことであっ
た。しかし、ケインズは、国際的枠組でのポンド
処理に対する以前の好意的評価を変えていた。ホ
ワイトの計画が通貨の多角的な交換性を促進する
のではなく、反ってポンドの自由化やポンド残高
処理を阻害することになるものであると考えるよ
うになっていた (Bullen and Pelly 1986: 124)。
9月 12日、記者会見に臨んだケインズは、当初
の筋書き通りに話した。それは、英国の厳しい実
情を訴え、その後、米国から金額の提示を待つ作
戦である。凋落しつつある帝国が、あわれにも米
国に物乞いに来たのではない、との姿勢を示そう
としたのである。そもそもケインズは交渉の行方
をどう読み、どのような方針で交渉に臨もうとし
ていたのであろうか。ハロッドは次のように指摘
している。ケインズは交渉を 2段階に分けて考え
ていた。第 1には、英国の困難と必要について検
討する段階。第 2は、金融援助の条件についてツ
メの交渉を行う段階である（ハロッド 1967: 656）。
この 2段階論に立って交渉に臨んだのであろう
か。ケインズは、英国の直面する「特有の諸困難
や根本的な諸問題」に、米国の目を向けさせよう
とした。英国は他のどの同盟国よりも高い比率
で、長期間にわたって国民を動員した。資源の面
でも、武器貸与援助、カナダやポンド地域諸国か
らの援助、融資をうけ、輸出の 3分の 2を犠牲に
し、それによって余剰化した人的資源を、直接戦
闘に動員してきた。この結果、英国は、輸出回復
への取り組みが遅れ、膨大な対外債務を抱え込
み、過渡期の難題を克服していくことが困難とな
っていた。また、ポンド圏で採用された複雑な金
融統制の技術が、結果的に、世界の大部分の地域
の金融・通貨協定をロンドンにおける英国自身の
金融、経済問題と解き難いほど絡み合わせてしま
った。ポンド地域構成国の大部分が、彼等の対外
資産のほとんどすべてを実質的に英国に貸付ける
結果となっている。そこで、もしも英国が弱体化
した場合にポンド債権は減価し、また、その一部
を購買力としてポンド地域で使用することができ
なくなる怖れがある (CW 1979: 460–6)。
ケインズはそうして、米国も英国も二つの選択
に直面しているとして、これまで検討を重ねてき
た以下の 2つを提示する。それは経済的ナショナ
リズムに立った縮小均衡の道か、米国との協調関
係のもとでの拡大均衡の道か、の選択である。
第 1の方策。「飢餓の窮地」と呼ぶ戦略であ
る。それは英国の外国からの購買と外国の英国か
らの購買を一致させ、全体的な輸入計画を可能な
最低窮乏ラインまで削減することである。英国に
は国際経済の縮小均衡を追求するこの策を最善策
と考える人が多い。しかし、この策は世界全体の
貿易に及ぼす不利益、とりわけ、友好国や全同盟
国との間で摩擦や争いが生ずるのを過小評価して
いるという難点がある。
第 2の方策。米国の援助をうけ、正常な貿易慣
行を速やかに回復し、自由な通商・関税政策の立
案し、実行しようとするもの。これによる世界貿
易の全体的拡大は、米国や英国に第 1の方策より
も、全体的にはるかに良好な結果を生むであろ
う。これこそケインズが主張する、英国の選択す
べき代替案であった (CW 1979: 463)。
ケインズは、経済的ナショナリズムに立った縮
小均衡のゼロサム・ゲームを回避し、国際協調に
よる世界貿易の拡大、完全雇用と高賃金の実現を
共通の目標としなければならない、と次のように
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述べたのである。
「（われわれは）世界の繁栄ばかりでなく、平和
と人類の善意―それは簡単には醸成されないが
―のために最善の通貨・通商機構を構築しなけ
ればなならないのであります。そのためには、わ
れわれは、社会秩序を震撼させる諸々の不平に直
結する国際通商上の急激な混乱を回避し、全地域
で完全雇用と高賃金を維持し、それによって隣人
を窮乏させるのではなく、逆に裕福にしなければ
なりません」(CW 1979: 465)。
⑵ 英米交渉の本格化
9月 13、14、17日の会談は、ワシントンの連
邦準備制度理事会の一室で開催された。そこは
「真珠湾」後にチャーチルが、戦争遂行に向けた英
米協力体制の構築に向けて米国首脳と会談した記
念すべき部屋であった。
初日の 13日は午後 3時半から開催された。ケ
インズは、英国の対外金融ポジションについて、
長々と説明を行った。それは 2時間半にも及ん
だ。むこう 3～5年間に英国の国際収支の累積赤
字を 40から 60億ドル―60億ドルの可能性が
強い―と推定していることに説明の力点が置か
れていた。14日も午後 3時半から開催された。
ケインズは、この日も 3時間に及んだ会議の大半
を英国のポンド残高がどのように累積したのかの
説明に費やした。前日までのケインズの説明に対
して、米国側から軍事援助をうけているのにそれ
でも英国がポンド地域に巨額の債務を負っている
のはなぜか、英自治領諸国はなぜに対英債権を削
減できないのか、などの質問が出されていたから
でもあった (USDS 1969: 126–7; Moggridge 1992: 
800)。
9月17日、ケインズは英国の戦争努力について
説明を試みた。「公正」の論点を深めようとした
のである。この際、彼は、英米の戦争努力を比較
する試みを行った。英国が米国に比べて戦争遂行
により多くの犠牲を払っていることを証明するの
が狙いであった。だが、この思惑は外れた。米国
がより多くの犠牲を払っているという皮肉な結果
となったからである。
ケインズは 19日の合同金融委員会でようや
く、国際金融の現状に対する可能な解決策を説明
し始めた。ケインズは、しかし、あくまで慎重に
構えて、具体的な数字を挙げずに、二つの代替的
解決策を説明するにとどめた。そのひとつはいう
までもなく「飢餓の窮地」である。そして、いま
ひとつは「公正」である。ケインズはこの交渉
で、第 2案の「公正」を最終案として提案する権
限を付与されていなかった。いや、そもそもアト
リー政権は具体的な交渉案を用意できていなかっ
たというべきであろう。この結果、具体的な交渉
は、ケインズの場当たり的な対応に事実上委ねら
れたのである。ケインズは「公正」のアプローチ
に則して、米国からの援助を求めた。説明を受け
た米国側は、驚きを持って受けとめたに違いな
い。ケインズが次ぎのように述べていたからであ
る。「経常取引に関する限りポンド地域システム
における差別的要素 (discreminatory elements) 7
を完全に除去することを目的とする。そうした合
意のもとでは、ポンド地域諸国が新たに得たポン
ドは世界のどの地域でも経常的取引の金融のため
に自由に使用される、換言すれば、経常的な支払
のために、自動的に自由に、ドルや第三国の通貨
に交換することができる。同様のことが、流動化
される蓄積されたポンド残高の部分についても、
適用されるであろう。ポンド地域のドル・プール
はかくして消滅するであろう」(CW 1979: 488)。
金融交渉の後の経緯からも重大であったのは、
ケインズが、本国の了承を得ずに、大胆にも、米
国からの援助の見返りに、ポンドの交換性の回復
とドル・プールの解体にまで言及したことであっ
た。こうしたケインズの交渉姿勢へのクレイト
ン、ヴィンソンの驚きは、瞬時のうちにケインズ
への侮りと変わり、彼らは対英金融交渉で強気な
姿勢で臨み、その行方を楽観視したに違いない。
説明を聞いたヴィンソンは、ケインズが具体的な
数字を示さなかったことに深い失望を表明した。
会議では途中で居眠りしていたウォ－レスが突然
目をさまし、なぜ英国はインドと取引してインド
の独立のかわりにインド保有の対英ポンド債権を
帳消しにしないのか、と質問するハプニングがあ
った。エクルスは相変わらず英国を倒産会社にな
ぞらえ、債権者は英国を罰しなければならないと
述べ、英国側を閉口させた (Bullen and Pelly 
1986: 145–7; Skidelsky 2001: 413–4)。
ケインズは、米国側の求めに応じて翌 20日に
は、結局、数字と融資条件を明らかにせざるをえ
 7 邦訳ではこれをなぜか「自由裁量的」と誤訳している（ケインズ 2002: 513）。
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なかった。この日の第 2回合同金融委員会で彼
は、「ポンド残高実行可能案」を説明し、次のよう
な数字を公表した。ポンド残高は、1946年末に
は120億ドルに達する。これを次のように処理す
る。
まず、総額 120億ドルの債務残高のうち債権放
棄によって 40億ドルを償却する。第 2に、残り
の債権 80億ドルのうち、① 72億ドルを借り換え
る、②残りの 8億ドルを直ちに解放し、経常取引
の決済に自由に使用できるようにする。
ケインズは、こうしたポンド処理案とともに向
う 3～5年間で総額 50億ドルの合衆国からの援助
が必要であると説明した。50億ドルは、①過渡期
における英国の貿易赤字の処理に必要な金額、②
ポンド残高を処理するのに必要な金額、③武器貸
与援助の停止にともなう支払い不足額、の総額で
あった。
この日のケインズの説明と提案は、本国の指示
を超えた相当踏み込んだ内容であった点で重要で
あった。第 1に、ポンド残高処理の具体的な方針
案が提示されたこと、第 2に、このため、ポンド
残高処理のために 50億ドルの金融援助が必要で
あると具体的な総額が提示されたこと、第 3に、
この 50億ドルの援助の交換条件として、①経常
取引によって得られたポンドの交換性の回復、②
ポンド地域での差別主義の除去、を約束すると表
明したこと。ケインズは、この説明のなかで、米
国による援助総額は 60億ドルが望ましいが、50
億ドルでも十分であると述べていた。ケインズの
かかる 50億ドル構想には、ポンド残高の処理が
含まれていたことに注意を促しておこう。繰り返
しになるが、ケインズの交渉当初の立場は、金融
援助とポンド残高の処理がリンクされていた点が
大きな特徴なのである (CW 1979: 492–8)。
ヴィンソンは提案を検討するとして、会議は数
日中断した。この間、米国側が、ポンド残高処理
の詳細なプランについて知らされてないことに苛
だっていることに気づいたケインズは、9月 21
日、本国に対して、米国との間で、債務処理問題
で突っ込んだ検討に入ってよいかと許可を求め
た。ケインズの要請に対してロンドンは、米国に
強いられてそうせざるを得なくなったとの体裁を
とれれば別であるが、進んで自ら公表することは
無いと、これを慇懃に拒んだ。対英ポンド債権の
削減を、事前の相談無く、一方的に実施すると勝
手に米国と約束しては、インドやエジプトなどポ
ンド地域諸国の強い反発を招きかねないと考えた
からである (CW 1979: 508; Bullen and Pelly 
1986: 145–7, 148–50)。
ケインズは、英米金融交渉の開始早々、英国の
戦争努力と戦後の苦境についての詳しい説明から
始めた。公正の原則、平等の戦費負担を全面に押
し立て、交渉の主導権をとろうとしたのである。
なかでも、援助の必要性を雄弁に説得すること
で、米国から寛大な援助の申し出を得ることがで
きると期待した。だが、ケインズは、間もなく、
米国の関心は過去にではなく、将来にあり、軍功
と勲章を見せびらかす兵士のふるまいによって
は、米国側を十分に説得できないことに気づいた
のであった。(Clarke 1982: 61)。
ここに至って英国の当初の交渉戦略は行き詰ま
った。米国は、過去の良い行いのご褒美としてで
はなく、ポンドの交換性回復、輸入ライセンス制
や双務主義的協定の撤廃を、金融援助の条件にし
たからである。
英国側にとっては、さらに、交渉団に通商問題
の正式代表団を加えていなかったことが裏目にで
た。米国側は、差別主義の撤廃などとともに、国
際貿易機構 ITOの創設にかかわる通商問題の本
格的な協議に取り組もうとしていたからである。
金融交渉にあたってケインズが、通商問題では
原則で合意すればよいと考えていたのは誤算であ
った。他方で本国政府は、ケインズに、交渉権限
を与えた場合、ケインズが資金の贈与と引き換え
に、重大な通商上の譲歩を勝手に行ってしまうの
ではないかと恐れた。ケインズに通商交渉を任せ
る訳にはいかない。幸いにもリーシング、および
ロビンズ教授が相互援助協定第 7条の通商の自由
化に関わる通商政策委員会の英国側交渉担当者で
あった。結局、この 2人を中心とする交渉団が、
9月 21日、米国に派遣された。一行は 27日に到
着した (Mog gridge 1992: 802)。
10月1日から始まった通商交渉は、金融交渉と
は対照的に、予想以上に円滑に進んだ。この問題
では 1943年秋のワシントン交渉で、かなりの進
展をみていたことが大きかった。これには、難航
が予想される金融交渉を、軌道に乗せたいとの英
国交渉団の思惑も働いていた。そうして、英米両
国は、米国案を基礎に、ITO憲章草案として知ら
れる草案の作成にこぎ着けた。そこでは、特恵、
補助金、国家貿易、輸出関税、カルテル、為替統
制措置などが取り上げられていた。11日間の交
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渉のあとに残された問題は、帝国特恵の扱いであ
った。米国は、英国が単独でこれを撤廃すること
が、金融援助の条件であると考えた。これに対し
て英国は、帝国特恵の撤廃と金融交渉とのリンケ
ージに反対する姿勢をみせた。
対米交渉の間に、ケインズは、それまでの保護
主義的、国家主義的路線から、自由主義的、国際
主義的路線へと、一層の転換を図ったとの評価が
ある。ハロッドは、英米交渉の間に、ケインズは
通商問題の討議に耳を傾けるなかで考えを変化さ
せたと次のように指摘している。「われわれはも
はやある程度の自給自足を意味するケインズ経済
学における国家主義的な実験に満足している必要
はなく、世界的規模におけるケインズ経済学実験
のよりよい道を選び、国際貿易から生まれる完全
な利益を捨てないようにすることができる。彼の
心はいまやアダム・スミスに帰り、彼が説いた偉
大な真理に戻った」（ハロッド 1967: 668）。ケイ
ンズは、一連の交渉で、反デフレ政策についての
基本合意も得られているように思えた。もし事態
がかくのごときであれば、開放経済体制の構築こ
そが望ましい選択なのである。（ハロッド 1967: 
669） 8。
⑶ ケインズ「誘惑」への後退
（3.1） 9月24日クレイトン文書でのケインズの非公式
提案
英米交渉の進捗状況についてトルーマン大統領
に報告した 9月 24日付のクレイトンの覚書があ
る。そのなかでクレイトンは、この間の交渉で英
国側が「今後の検討の基礎として」非公式に次の
ような提案をしてきていると記している。
⒜　 経常取引に関する為替規制を 1947年 1月 1
日に撤廃する。すべての経常ポンド残高の交
換性を回復し、ドル・プール制を清算する。
これに伴い、ブレトンウッズ協定の過渡期条
項の英国への適用を除外する。
⒝　 諸外国との為替合意や協定は、発効後15ヶ月
までの間に撤廃する。
⒞　 封鎖ポンド制度は、1946年 12月 31日に終
わらせる。ポンド地域諸国に対する推定総額
120億ドルの債務は次ぎのように処理され
る。① 40億ドルは償却する、② 10%、8億
ドルは経常支払いのために交換性を実現す
る、③残りの 72億ドルは無利子、5年の支払
猶予、50年の債務に借り換える。
⒟　 南アメリカ諸国に対する債務は英国が保有す
る投資債権の売却で清算する。
⒠　 3～5年の貿易収支の赤字を埋めるために英
国は米国に 50億ドルの信用枠の設定を求め
る。この他、カナダから 5～10億ドルの援助
を期待している (USDS 1969: 132–43)。
このクレイトン覚書で注目すべき点は、非公式
ではあるが英国代表団が経常取引にかかわるポン
ドの交換性回復、英国が各国との為替合意や締結
している為替協定の撤廃、ポンド残高の処理、に
ついて時期を画したその実行を米国側に提案して
いる、と記されている点である。交換性の実現
は、1946年末まで、ポンド残高処理は 1946年
末、そうして為替合意や協定は協定発効後15ヶ月
後には撤廃する、というのである 9。
（3.2） 米国による「公正」路線の拒絶とケインズ再提
案（9月 26日）。
9月26日の非公式会談は、金融交渉過程でのひ
とつの重要な画期であった。それは、代表団から
本国に宛てた電文に、いくつか重要な動きのあっ
たことが言及されていたことから明らかであっ
た。第 1に、会議で米国側は、ケインズのポンド
地域の自由化と累積ポンド残高の縮減策につい
て、これらを受諾しうるとしたことが記されてい
る。クレイトン文書にあるような提案が、非公式
 8 だが、ハロッドのようにケインズの路線転換の契機を 1945年秋からの英米金融交渉におくのはいささか遅すぎるので
はないか。ケインズは 1943年の 9月～10月にかけて、第 3段階論への対応過程ですでにそのような立場への転換を図
っていたとみるべきではなかろうか。
 9 このクレイトン覚書に関連して興味深いのは、ケインズ全集第 24巻に収録されている 9月 20日の会議記録には、ケイ
ンズの説明によるポンド残高の処理策案につての記載があるのみで、クレイトンが報告するような英国側の非公式提案
についての言及は無い。ところが、ケインズ全集第 24巻の注記でモグリッジは、次のように記している。9月 26日、
ケインズとハリファックスがクレイトン、ヴィンソンと会談している。討議の中で米国側は、ポンド地域の自由化とポ
ンド残高の縮減に関する英国提案を受諾すると言及した。(CW 1979: 484–9, 502)米外交文書とこのモグリッジの注記
から、英国側が 9月 20日になんらかの非公式提案を行ったことは明らかで、この内容が米国側にクレイトン覚書で言
及された提案として受け止められたとみてよいであろう。
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ながら、英国代表団からなされたことは間違いな
かった。第 2に、ポンド残高の処理問題では、当
事者の問題として処理されるべきであることが確
認された。双方ともこの問題では米国の議会が債
務処理の詳細にわたって最終的にどう処理される
かを待つことなく、何らかの方法で表されるべき
であることが合意された。これは、実質的に、戦
時に累積したポンド残高の処理を棚上げし、見送
るということを意味していた。第 3に、対英金融
援助問題では、米議会の同意を得る必要が肝要で
あり、それは国際貿易の自由化とその発展にかか
っているというのが、米国代表団の断固たる立場
であることが確認された。米国が、通商の自由化
交渉とリンクさせて金融交渉を位置づけているこ
とが再確認された。第 4に、援助総額である。ケ
インズは米国代表団にどの程度の援助総額を念頭
に置いているのか探りを入れた。そうして、英国
代表団は、この問題では双方とも 50億ドル前後
を想定しているとみた。これによって、この総額
が得られるのではないかとの期待がケインズを中
心に代表団に膨らんだのである (Bullen and 
Pelly 1986: 153–4)。
同時に、9月 26 日の会談が、英国代表団に与え
たショックは大きかった。それは、非公式ではあ
ったものの、米国がケインズのいう「公正」の考
え方には立たないことを言明し、このうえで贈
与、あるいは無利子借款は、いずれも無理である
との考えを明確にしたからである。会談でクレイ
トン、ヴィンソンは、議会の承認を得るうえから
も、「公正」のアプローチともいうべき方法、すな
わち過去の犠牲、英国と米国がどれだけ犠牲を払
ったかといった比較に基づくのではなく、あくま
で国際貿易の自由化にとってどのような合意が得
られたのか、の観点に立つべきであることを強調
したのである。
かかる交渉の結果は、ケインズに対して「公
正」路線からの後退を強いるものであり、戦争負
担の公正、平等の原則に立った対米交渉が、早く
も暗礁に乗り上げたことを物語っていた。それ
は、交渉の方針から米国からの 30億ドルの資金
贈与案を除外していた点に現れていた。これら
は、戦費負担の観点から、ケインズが、「公正」ア
プローチの柱として重視していたものであった
(Bullen and Pelly 1986: 153–5, 156)10。
米国は、議会の承認を得る必要から有利子の借
款となる、贈与や無利子借款は検討していない、
と表明した。クレイトン等は、過去の犠牲、ある
いは戦争努力の比較にもとづくべきではなく、あ
くまで国際貿易を促進し、自由化することによっ
て実現される米国の利益が重要であると強調し
た。これに対して、英国側は、米国から有利子の
借款は受け入れることはできない、と反論した。
英国側の強い姿勢に米国側は、可能な限り低水準
の利子とするが、負担軽減のために免責条項を考
慮してもよいと述べた。
さらに、9月26日の会議がその後の交渉過程に
及ぼした影響として見のがせないのは、一連の交
渉を経てケインズが、50億ドルの贈与は問題外で
あるが、米国から同額の無利子借款を引き出すこ
とは可能であるとの感触を得てしまった点であ
る。そこでケインズは、9月 27日に、債務返済額
が年間 1億ドル、ないしそれ以下であるような援
助方式を討議してよいかと本国に乞うた。この問
題ですでにケインズは、9月26日付でドールトン
に、金融「援助の条件」とする覚書を送付してい
た。ケインズはそこで、通商協議で持ち上がって
くる論点は別として、金融援助の条件はおおよそ
次ぎのようであると指摘した。米国が十分な援助
を供するのであれば、英国は①ポンド地域に関す
る諸合意を可能な限り自由化する、②ブレトンウ
ッズ計画を受け入れる、③ポンド地域の主要債権
国との間で対英債権を減額し、ポンド残高の全般
的な解決を図る、④軍事基地の要求があれば、こ
れがかなえられるように努力する。これら①②③
は、米国に対してポンド地域の自由化、経常取引
の自由化、ポンド残高の処理を約束することを意
味していたと考えてよいであろう。そうして、ケ
インズは、覚書のなかで、援助額とその条件につ
いて具体的に言及し、米国側は 40億ドルを提案
すると予想したうえで、英国側の当初要求を、50
億ドルプラス武器貸与援助の精算額、とした。さ
らに、借款条件は不透明であるとしつつも、5年
ないし 10年据え置き、40ないし 50回払いの無
利子借款を期待したのであった。
 10 この時期、武器貸与局長として英国側の不評を一身に集めていた L・クローリーが突然失脚するという事件（9月 28
日）が出来した。ケインズをはじめ英国側ではかかる事態に驚くと同時にこれを歓迎した。クローリーは、ケインズが
バブーンの渾名をつけ、露骨な嫌悪感を抱いていたその人であった。(CW 1979: 509, 513)
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これらに加えて興味深いのは、この文書のなか
で、ケインズが、50億ドルの援助について 6種の
パターンを想定していた点である。それらは次の
ようであった。① 20億ドルの無償援助、30億ド
ルの無利子借款、② 20億ドル無償援助と 30億ド
ルの有利子借款（2%／10年据え置き／50年払
い）、③ 10年据え置き、50年払いの無利子借款、
④金利 1%／10年据え置き／1億ドル均等払いの
借款／70年完済、⑤ 10年無利子で据え置き／そ
の後金利2%の永久借款、⑥最初 10年間無利子で
据え置き、金利 2%の借款で、その後年返済額を
1億ドルで始め、その後徐々に返済額を増額、最
高返済額を 2億ドルとする、およそ 45年で完済。
これらのなかでケインズは①と②を選好していた。
かかるケインズの提案は、本国の関係者から、
彼自身の楽観主義からの後退と受け止められた。
ケインズの希望を削ぐ動きに、ロンドンは、金融
交渉の行方に、厳しい見方を抱くようになった。
ロビンズはこうしたなか、9月 29日の日記に、概
要、次のように記していた。今日の交渉で、米国
から完全な贈与をうるのは全く絶望的となった。
しかし、ケインズのマジックにかかり催眠状態に
あるロンドンを覚醒させることは困難であろう。
だが、大蔵省にかけた魔法を解くことができるの
はケインズ自身である。これまでのプロセスを巻
き戻すことが彼の責任である (CW 1979: 502–8; 
Bullen and Pelly 1986: 155, 157–9; Moggridge 
1992: 802–3; Howson and Moggridge 1990: 224; 
Skidelsky 2001: 415–7)。
第 5章　交渉の進展と対立の表面化
⑴ ドールトン提案
ドールトンは、無利子借款については、考えた
くないとの姿勢を転換しつつあるようにも見え
た。だが、ケインズによる 9月 26日付提案を受
けた労働党内閣は、政策の見直しを進め、閣内の
意見調整をはかった。
こうしたなか大蔵省のイーディーは、9月26日
のケインズの覚書を検討したうえで、10月1日、
英国による無償援助の要求は生きているのかと尋
ねた。これに対してケインズは、全額贈与に期待
することは困難であることをあらためて伝えた。
また、ドールトンに、これ以上の代替案がないの
であれば交渉の裁量権を委譲するように求めた。
一方、イーディーは 3日、ケインズに対して、5
日までにアトリー政権として適当な方向性を提示
するのは困難で、せいぜい準備的な段階の見解を
伝えることができるだけであると断りつつ次のよ
うな考えを伝達した。①低金利であったとして
も、コマーシャルベースでの借款は受け入れ難い
（ポンド問題の解決に借款を充てるとして）。ポン
ド地域の実情は、その原理を受け入れるものでは
ない。② 1年で 1億ドルの元利返済は、英国にと
って容易ではない。この点で、紐なし無利子借款
であっても、総額 50億ドルの場合、返済が大変
になるとのコメント付きで閣僚たちの検討に付さ
なければならないであろう。③ケインズの 2分割
案、ⅰ贈与、あるいは英国による軍事物資調達費
の返済としての 20億ドル、ⅱ 40億ドル相当で金
利 1%の紐付きでない借款、が検討に値する。④
帝国特恵の撤廃を金融支援の条件とするのであれ
ば、英国内でどのような反発が生じるのか理解す
べきである。本国の実務方の最高責任者の一人で
あるイーディーのこの文書から、金融交渉開始後
も、本国では合意形成に手間取り、交渉に当たっ
ての方向性すら打ち出せない状況であったのが分
かるであろう (Bullen and Pelly 1986: 185–7)。
これをうけてケインズは、10日 4日夜、大蔵大
臣に対して、9月 26日提案を再考したうえで、新
たな代替案を提示し、検討を求めてきた。それ等
は次のようなものであった。① 50億ドルの無利
子借款（50年賦、年返済額 1億ドル）が最善の条
件である、②‐⒜ 20億ドルプラス 30～40億ドル
の有利子借款（金利 1%）、②‐⒝事態が明確にな
るまで解決を延期し、当面 1年を限度とする一時
的な金融援助での合意をえる。この場合、武器貸
与援助の清算のため 3⒞条項に基づく 3億ドルの
援助、ワシントン輸出入銀行からの 10億ドルの
融資、を検討する。②‐⒞米国以外のポンド地域
からの借り入れ (Bullen and Pelly 1986: 188–9)。
10月 5日の閣議で、ドールトンは、利子付き借
款は受け入れ難いとしつつもケインズが 9月 26
日の文書のなかで提案していた 2案を示した。そ
れは贈与と借款とを組み合わせたもので、総額は
ともに 50億ドル、返済が年 1億ドルの計画であ
った。閣議では金融問題の他にも内外の重要議題
が山積していた。閣議に出席した各大臣は、戦時
の緊張と激務によって疲弊し、ベヴィンはロンド
ン外相会談の結果に煩わされていた。外交問題で
英国が米、ソに翻弄され、英国の威信と国家利益
が冒されていることに対する閣僚のいらだちも高
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じていた。ようやく英米間での金融交渉の問題に
話題が移ると、出席した各大臣は、今度は金融交
渉につきものの様々な数値を読み込むのに手間ど
り、代替案の政策評価に煩わされた。ベヴィンは
援助の条件が気に入らなかった。彼は、紐付きで
ない小規模な額の商業ベースでの借り入れを考慮
した。これに対して主要閣僚たちは、ドールトン
の提案した方針案の支持に傾きつつあった。総額
50億ドル（贈与＋信用枠）、55年賦、年 1億ドル
を超えぬ返済額。結局、閣議では、輸入統制措置
を継続する必要性と世界的なドル不足やデフレが
発生した場合の債務返済の免除を金融援助の条件
とすることで合意した。さらに、閣議では、米国
側が金融援助を帝国特恵の問題と絡めないように
米国側に申し入れることでも合意した (Pressnell 
1986: 284–5; CW 1979: 536–7)。
10月8 日、ケインズはドールトンから新たな指
示をうける (No.10094)。それは、10月 5日の戦
時閣議での議論を踏まえたものであったが、次の
ような断りのついたいささか奇妙な体裁の電文で
あった。われわれは最終的結論を与えることはで
きないが、「一般的な方向性 (general guidance)」
を提示したい。その骨子は次のような内容であっ
た。①米国の提案がよくて 2%の利付借款である
のならば、我々はうけいれることはできない。②
20億ドルの贈与、プラス 30～40億ドルの融資枠
（金利 1%）。20億ドルは、武器貸与援助実施以前
の英国による発注額に相当するものと考える。こ
の 20億ドルによって英国は、直ちにポンド地域
の再編に着手する。なお、内閣は交渉で、とく
に、金融援助の一部はポンド地域の修正に充て
る、との考えを再三表明していた。③①が失敗し
た場合、元利込みで年間 1億ドルを上限とする借
款であれば受け入れることができる。④ 50億ド
ルの無利子借款を受け入れるかどうかは条件次第
である。条件としては、例えば、英国の経済的自
立のための輸入制限を実施しうる権利の付与が考
えられる。この他、注目すべき点として、電文で
は、金融援助の決着に関してのイニシアティブは
米国がとるべきであり、交渉の場で、ケインズは
いかなる示唆をも与えるべきではないとの考えが
強調されていた。さらに、ポンド地域諸国との合
意で、債務の減額についての合意形成に、米国を
関わらせるべきではないとしていた (Bullen and 
Pelly 1986: 196–9; Skidelsky 2001: 803)。かか
るドールトンによるあいまいな方針案の提示は、
本国の閣議で明確な方針案で合意が得られなかっ
たことの反映であった。こうした姿勢は、一方
で、ケインズや交渉団に、対米交渉での裁量性を
強める結果となった。
10月 9日、ケインズ、ハリファックスは、クレ
イトン、ヴィンソンとの膝を突き合わせた会談
で、ドールトンから指示があった No.10094の電
文を基礎にした 50億ドルの英国案を提示した。
いうまでもなくそれは 20億ドルの贈与案を柱と
した金融援助策であった。だが、ケインズの提案
は米国から、政治的に不可能であると拒否され
た。米国側は、連邦議会への配慮からも、有利子
にならざるをえないと主張した。
この日の会談は、英国側にとって、「公正」を拒
否する米国側の姿勢を改めて確認する場となっ
た。だが、交渉の行方に一途の希望を見いだした
いケインズは、不確かなクレイトンの発言に飛び
つき、これがその後の交渉に混乱を生み出す結果
となった。ケインズは、会談の模様についてドー
ルトンに次のように記していた。「米国が我々に
何を用意しているのか、より明確に提示する時期
が来ている、というあなたの気持ちに応えて我々
はクレイトンから一つの提案を引き出した。それ
は詳細において完全に明確ではないが、次のパラ
グラフにほぼ要約できると考える。それはクレイ
トンが先週の金曜日に示唆したものを敷衍したも
のである。」ケインズがここでクレイトンが示唆
したというのは50億ドル、金利 2%の借款案であ
った。「公正」の実現を断念せざるをえなかった
ケインズは、これに飛びつき、新たな状況での最
も良い条件の「提案」と受けとめてしまった。そ
うして、ケインズは、これをもとに、ロンドンに
対して、対米交渉を進める許可を求める動きに出
たのである。しかしながら、ケインズが正式の提
案と見なした 50億ドルのクレイトン提案が、間
もなくして、ケインズの過大な期待と思い込みで
あることが判明する11 (Bullen and Pelly 1986: 
211; CW 1979: 537–8; Fforde 1992: 78)。
金融交渉ではまた元本の返済猶予条件、利子の
免除の条件も、ウェーバー条項として、大きな争
点となりはじめた。そうしてロンドン・ウェーバ
ーとして知られる付帯条件がケインズによって案
出され、また、米国側からはワシントン・ウェー
バーが提示される事態となった。返済猶予に関わ
るロンドン・ウェーバーの条件は、①多角的清算
が崩壊したとき、②国際的不況に見舞われたと
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き、③国際通貨基金協定の不足通貨条項の発動に
いたったとき、であった。ケインズの発案による
これらの条件は、いずれも曖昧なもので、運用上
解釈の分かれるものであった。一方、米国代表団
は、英国の外貨準備、対外支払能力に注目した基
準を、元本の返済繰り延べや利子免除の条件とす
る条項案（ワシントン・ウェーバー）の検討に入っ
た (CW 1979: 538; Bullen and Pelly 1986: 214–
6, 253–4)。
⑵ 通商交渉の進展と金融交渉
本稿は、英米金融交渉を考察の対象としている
ため、ワシントンでの通商交渉を考察から除外し
てきた。だが、金融交渉で重要であるのは通商交
渉の進捗状況であった。これが金融交渉の成否の
鍵を握っているともいえたのである。クレイトン
等は、世論や議会の支持を取り付けるためには、
帝国特恵の廃止が欠かせないと主張していたから
である。これを英国側は、米国側が、金融援助を
梃に帝国特恵の撤廃を迫っていると捉えたのであ
る（「ﬁnancial pistol to obtain preference 
concessions」（Bellen and Pelly 1986: 216)）。米
国側は、金融交渉の成否は通商交渉の行方にかか
っているとの立場をあらわにし、英国側も交渉の
行方を注視してきた。その英国は、当初、ケイン
ズの見通しの甘さから、通商交渉を重視せず、交
渉に当たる専門の担当者を代表団に同行させず、
米国側の批判を浴びた。米国は通商交渉を重視
し、金融交渉と平行して進める方針で交渉に臨ん
でいたのであった。ケインズの目論み外れ、英国
政府は、9月 14日に急遽、リーシングとロビンズ
教授を中心とする交渉団の派遣を決定せざるを得
なかった。交渉団は、21日に本国を発ち、27日
にワシントンに着いた 12。
その通商交渉は、10月 1日から始まり、驚くほ
ど順調に進展した。そうして、交渉開始後 11日
目で交渉は、ヤマを越えたのである。交渉が予想
以上に進んだのは、元々、金融交渉の露払いの役
割を負わされていたことからそこでの合意が急が
れた面があったし、また、通商交渉の場合、原則
的、一般的な予備的合意でとりあえず処理し、問
題は将来設立される国際貿易機関に委ねることと
したからでもある。通商交渉の進展が、金融交渉
の進展を促すことになったことは明らかで、後に
記するような米国金融員会の会議の開催と、そこ
での基本合意内容の策定に至るのであった。通商
面での予備的合意は、「雇用に関する提案」「国際
貿易機関に関する提案」という 2部からなる「国
際貿易・雇用会議による考察に関する提案」に体
現されていた。米国側が重視した英国特恵関税の
廃止に関しては「国際貿易機関に関する提案」
で、次のように規定していた。
「相互援助協定の第 7条に示されている諸原則
にかんがみ、加盟国は大幅な関税引き下げならび
に特恵関税の廃止に関する取決めを結ぶべきであ
る。なお特恵関税を廃止する措置は、世界貿易の
障壁を大幅に低減するための適正な措置ととも
に、本提案で意図した相互に有用な取決めの一環
として実施するものとする。」
この条項を以て米国は、英国に特恵関税の廃止
を認めさせた、と解釈したのであった (Bullen 
and Pelly 1986: 205-7, 217; Pressnell 1986: 
276–9; ガードナー 1974: 307)。
⑶ 米国交渉団での基本方針の策定
通商交渉の行方を注視してきた米国は、交渉が
順調に進展しているのを見定めつつ、金融援助の
具体的な内容の検討に着手した。そうして、10月
6日、11日と相次いで会議が開催され、金融交渉
にあたっての全体的な方針案が検討された。この
一連の会議で、援助総額やその条件が初めて本格
的に論議された。
まず 6日の最高会議では情勢の分析と英国の対
外ポジションの見通しを踏まえて、援助の総額に
ついて議論が進められた。席上、ホワイトが財務
省の作業部会の作成した見通しについて報告し
た。それはほぼ次のような内容であった。①英国
は 50～60億ドルの国際収支赤字を見込んでいる
が、これはあまりにも悲観的な数字である。最新
の数字では 53億ドルである。②ポンド残高は現
在130億ドル。1946年末には150～155億ドルに
達しよう。英国側はポンド残高を次ぎのように処
 11 この経緯について触れたバレンとペリーは、これをクレイトンによる初めての提案と位置づけているが、果たしてそう
であろうか (Bullen and Pelly 1986: xiii)。
 12 交渉団の派遣にケインズは不満であったようだ。ロビンズは休む暇もなくケインズに英米金融会議に引っ張りだされ、
29日の日記に、ケインズ「公正」路線の破綻を見抜き、ケインズによってかけられた「公正」の魔法を解くのは容易で
はない、と早くも優れた観察眼を見せたのであった。（Howson and Moggridge 1990: 224）
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理する方針である。現在の 130億ドルのうち、ⅰ
30億ドルは南ア、オーストラリア、ギリシア、ノ
ルウェーなどとの間で処理する。ⅱ 20億ドルは
通常の利用可能な残高とする。ⅲ残余の 90億ド
ルは 40億を削減し、50億ドルを債務残高として
残す。③これに対して財務省は英国の国際収支赤
字は 33億ドル± 10億ドルと見込んでいる。この
ホワイトの推計は、英国代表団よりも、かなり楽
観的な見方に立ったものであった。このうえで、
ホワイトは、40億ドルあれば、英国の収支赤字と
ポンド債務処理に対処できると述べた。会議で
は、この後、必要援助額についての議論が進めら
れ、このなかで、40億ドル案に代わり 50億ドル
が必要であるとの意見も出された。このため、こ
の日の会議では、結局、総額については合意がえ
られなかった。
米国側は、この後、10月 11日の金融委員会で、
次のような方針案で合意した。①全額貸付か貸付
枠 (credit line)の設定のどちらかといえば、後者
の方式とする。②無利子借款では国民の支持が得
られない、有利子借款（2%、50年）とすべきで
ある。③ 5年の返済猶予期間を認める。④ウェー
バー条項については利子免除と元本の支払延期を
認める。⑤対米債務の処理を他の債務に優先させ
ることとする。援助資金は一括して貸付ける方式
はとらず、あらかじめ資金枠を決め、必要に応じ
て引き出す方式がとられた。英国に対する配慮か
ら、いくつかの優遇措置が考えられた。ひとつ
は、英国の返済負担を軽減するため 5年間の返済
猶予期間が設けられた点である。また、英国が元
利の返済困難に直面する事態を想定し、利子の免
除と返済の延期を認める規定を用意した。この一
方で、対米返済を優先させる条項は、資金取り立
てに対する米国の厳格な姿勢を示したものであっ
た。ただ、この段階では、米国への資金返済や英
国の対外債務処理を急がせる方針と、英国に対す
る優遇措置が、時には、対立することに気がつか
なかった。例えば、ウェーバー条項に基づき金利
免除、あるいは返済延期を認めた場合、本来支払
わなければならなかった金利や元本が、第 3国の
債務返済に充てられる事態をどう防ぐのか、ま
た、対米返済を優先させた場合、ポンド残高処理
が遅れる事態が生じかねないが、これにどう対処
するのか、などの問題であった。
米国の動きでさらに注目されるのは、この金融
委員会でも援助総額について、具体的な合意が得
られていない点であった。この問題を記した国務
省文書では、ホワイトが 33億ドルの数字をあげ
ていたことと、これをうけてクレイトンが、ケイ
ンズは 50～60億ドルの赤字を想定している、と
注意を促したことが記録されていただけであっ
た。米国側では、英国側に提示する数字につい
て、財務省と国務省との間でいまだ合意に至って
いなかったのである。また、この段階では、米国
代表団が、ロンドン・ウェーバーの返済猶予規定
を容認していたことが分かる (USDS 1969: 145–
9)。しかしながら、これらの一連の会議は、長期
にわたる英米金融交渉で、米国側が初めて対英金
融援助の総額や援助の条件を具体的に検討した点
で、交渉の段階を画す重要な会議であった、とい
いうるであろう。
⑷ ホワイトのポンド残高処理案
対英借款問題でのホワイトの立場には少々不可
解な点がある。最初対英借款の必要性を否定して
いたのに間もなくこれを容認するという一貫性を
欠く対応がその一つである。ホワイトは 1945年
7月のブレトンウッズ協定批准にかかわる上院銀
行委員会で、次ぎのように戦後過渡期における対
英援助の必要性を否定していた。英国は速やかに
生産力を回復する。そうなると、ポンド残高を保
有する諸国への輸出で英国の外貨準備は好転す
る、こうした局面での対英援助を行うことは英国
に不当な優位性を与えることになる。彼は、ま
た、世界市場における英国の輸出競争力を強める
ことになる点でポンドの切り下げを懸念してい
た。当時、ホワイトはこの問題で、2人の極めて
有能な財務省高官バーンスタインとラクスフォー
ドと意見があわず、彼等とギクシャクとした関係
にあった。彼等はホワイトより対英援助に前向き
であったのである。こうしたこともあって、ホワ
イトが英国の対外金融問題を検討する作業部会を
設置した時に、彼等はメンバーから外されてい
た。この作業部会はすでに言及したように、英国
が必要とする金額を低めに見積もることになる
が、これに憤った 2人は、ヴィンソン財務長官に
書信を送り、ホワイトの委員会の示した金額が余
りにも低過ぎると訴える動きに出ることになる。
ラクスフォードは後年、ホワイトは対英借款に反
対していたとは思わないが消極的であったことは
確かであると回想している（ガードナー 1973: 
363; Skidelsky 2001: 424; Gardner 1969: 195; 
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Rees 1973: 363–4）。対英金融交渉に当たる米国
の金融委員会で総額 33億ドルの対英援助を主張
したホワイトが、ケインズに対しては 50億ドル
を通そうとしているがうまくいっていないと述べ
ていたことは後述する。
ホワイトの動きでいま一つ不可解なのは、スタ
ーリング地域の自由化と英国のポンド債務の削減
のために、特有な仕掛けを提案した点である。　
このホワイト案の特徴は、英国のポンド債務を
米国に対するドル債務に転換するという点であっ
た。その骨子は次のようなものであった。①英国
のポンド債務のうちの借り換えた部分の一部 50
億ドルのポンド債務を 25億ドルの現金で購入す
る。50億ドルは 3%／50年の現在割引価値 25億
ドルに相当する。②この措置によって英国は米国
に総額 55億ドルの債務を負うことになる。すな
わち、30億ドルの新規借款とポンド債務をドル債
務に転換した 25億ドル、合計 55億ドルである。
興味深いのは、ケインズがこのホワイト案を、10
月 5日、きわめて寛大で魅力的な新案と考えたこ
とである。もちろんホワイト提案がスターリング
地域の解体を企図したものであると考えてのうえ
であった。ホワイトの処理案ではポンド残高は次
ぎのように処理される。①英国の総額130億ドル
のポンド債務を 95億ドルに圧縮する。②このう
ち 40億ドルはポンド地域諸国への債務となる。
③ 55億ドルは対米債務である。これをケインズ
案に比べると、①対ポンド地域への債務負担は50
億ドル軽減され、②債務総額では 45億ドル軽減
さ れ る (Pressnell 1986: 290; Skidelsky 2001: 
424; CW 1979: 531–5)。
ホワイト案に対して英国の反応は厳しいものが
あった。ドールトン蔵相は、すぐさま、10月 8日
の電報でホワイト案を拒絶した。かかる事態は、
また、交渉者としてのケインズに対する労働党政
権の信頼を損ねることになった。ホワイト案はケ
インズ案と同様に包括的なポンド残高の処理を構
想していた。しかしながら、インドを含めた主要
国の債権国会議なるものの開催は非現実的であっ
た。ポンド地域諸国がポンド債務処理の主たる交
渉相手国であり、各国との合意によらなければな
らないからである。さらにシティを中心に、海外
ポンド残高の一部をポンド債務からドル債務へ転
換することへの懸念もあった。ドル借款への転換
は、ニューヨークへの金融的従属を意味するから
である。米国側でもホワイト案を支持する動きは
なかった。ヴィンソンはホワイト提案を余りにも
夢想的であると拒絶した (Pressnell 1986: 292; 
Skidelsky 2001: 424–5)。
厳しい反応をみて当のケインズは 10月 23日に
なって、ホワイト案はもはや生き延びることはな
い、本国は今後ホワイト案に頭を悩ます必要はな
い、と伝達してきた (CW 1979: 568)。
⑸ 英国側の対応
このようななかでケインズが 10月 12日付で大
蔵省のイーディー、イングランド銀行のコボルド
に送付した書信は、いささか奇妙な内容であっ
た。第 1に、彼はここに至っても、英米交渉が英
国の主導で有利に進んでいると次ぎのように伝え
ていた。「われわれは、ほぼあらゆる点で全くも
って米国を圧倒しています。街中でライオンがユ
ニコーンを駆逐しました。老練なホワイトは英国
代表団の勝利を称賛しつつ、一方で冷笑しつつ会
議場に座っています。……」ケインズが、大蔵省
とイングランド銀行の当事者に対して、英米交渉
で米国を圧倒していると描いている点は、あまり
にも事態を誤認しているといわざるを得なかった
(CW 1979: 540）。
第 2に奇妙であったのは、この書信でのホワイ
トに関する記述である。ケインズはホワイトとの
やり取りでクレイトンの 50億ドル案を、すぐに
獲得できる数字であるとして評価した。これに対
して、ホワイトは、ケインズに、財務省がこの数
字を米国代表団内部で主張しているが、支持され
ていないと述べた。だが、これは嘘であった。財
務省でホワイトは 50億ドルではなく 33億ドルを
主張し、50億ドルを主張しているのはクレイトン
であったからである。だが、ケインズはホワイト
の話をまともに受け取ってしまう。「ホワイトが
間違っていると私は思う。ヴィンソン、クレイト
ンの両氏は、最近行なわれた私との話し合いの席
上、50億ドルをはっきりと仮定していると私は確
信している。事実クレイトンは10日の会見で（も
ちろんホワイトはこの会見を知らないが）50億ド
ルを合意された数字として、事実、指摘している
のです。……」(CW 1979: 543）ホワイトは、ケ
インズに対しては 50億ドル案に賛成していると
いい、代表団内部ではこれに反対し 33億ドルを
主張していた。これであれば、ケインズはホワイ
トの前で、二枚舌を使っていたことになる。
ドールトンは、10月 13日になって、50億ドル
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借款構想は受け入れることはできないとケインズ
に伝達してきた。彼によれば、提案は二つの条件
をみたしていないのである。すなわち、①戦争の
重荷を公平に負担する精神を欠いている。平等な
負担、すなわち、ケインズのいう「正義の甘いほ
のかな香り sweet breath of jusitice」に立脚して
いない。②英国自身、巨額の債務を返済できるか
確実ではない。戦時の犠牲に加えて英国がさらな
る借金を背負い込むことになってはならない。
ドールトンはまた、米国側が主張するワシント
ン・ウェーバーについて、それがデフォルト　債
務不履行を意味する、との理由から反対した。そ
うして彼は、次のような指示を改めて交渉団に伝
達した。それは、基本的には、10月 8日に英本国
が指示した方針案であった。① 20億ドルの贈
与、30億ドル／2%のクレジットライン、5年間
の支払猶予。②これが不可能であれば、50年の無
利子借款、年間で 1億ドルを超えない返済、を検
討したい。
ケインズとハリファックスは、本国からの指示
をうけて、10月 15、16日とクレイトン、ヴィン
ソンと交渉した。しかしながら、具体的な進展は
無かった (Skidelsky 2001: 418–422; Bullen and 
Pelly 1986: 219–223, 223–4; USDS 1969: 155)。
⑹  米国の35億ドル提案（10月18日）とケインズ「公
正」アプローチの敗北
ホワイトは 10月 12日にケインズに対して予想
しえない動きのあることを伝えていた。それは
10月 18日の会談で起こった。ヴィンソンが最高
の提案として、① 35億ドル／2%／50年、②武器
貸与援助残高の 2.3億ドル／8%／30年での清
算、を提案してきたのである。クレイトンは、過
渡期の終了時点で、英国の金・ドル準備は 10億
ドル程度に仮定していると説明した。いずれもケ
インズの想定を超える厳しい数字であった。到底
受け入れられるものではない。ケインズは、そこ
で、本国の指示を得るために、交渉を中断して本
国に帰国すべきであるのかロンドンから助言を得
たいと応じた。ケインズは交渉を中断して帰国す
るつもりである。これをうけて、会議の雰囲気は
険悪となった。ヴィンソンは、ケンタッキーでは
客人に対して帰るようには求めないものです、と
ジョークを飛ばし、なんとかケインズをなだめ、
会議の空気を和らげようとした (Bullen and Pelly 
1986: 227–33, 243–8; Skidelsky 2001: 425; Fforde 
1992: 79)。
もはや陽気で、寛大なローズベルトはいない。
議会は寛容な対英援助を支持しない。ケインズは
米国から贈与や無利子借款をえることの困難を認
めざるをえなかった。交渉はすでに 3週間も経過
し、その行方は見通し難かった。ケインズはこの
事態を「詩」から「散文」への転換と特徴づけた。
この現実に直面してケインズは、ヴィンソンの35
億ドル提案ではなく、クレイトンが提案したと思
い込む 50億ドルの対英援助案を交渉の出発点に
することができないのかと考え始めた。代表団は
10月 18日着電の文書 (NABOB177)で次ぎのよ
うに伝達している。広範で寛大な解決を受け入れ
るよう米国を説得できると期待して交渉に臨ん
だ。望ましくは無償援助、これが失敗した場合の
一部無償、最悪でも無利子借款を考えていた。だ
が、ヴィンソンとクレイトンはこれを拒否した。
拒否の理由として、議会と国民が支持しないから
であるとしている。そこで、英国代表団としては
次の二つの代替案を考えている。① 20億ドルの
贈与、30億ドルの借款（金利 2%／5年後に支払
開始）、② 40億ドルの借款（年賦 1億ドル／5年
後／支払期間 55年）、10億ドルの銀行借入（金利
2%）。この文書のなかで代表団は、ウェーバー条
項についてあらためて次のような立場で交渉に臨
んでいると伝達している。①多角的決済が崩壊し
た場合（ドルに自由に交換される外国為替保有が
75%を下回った場合）、②貿易の国際的不振、③
ドルが稀少となった場合 (Bullen and Pelly 1986: 
227–233, 243–8; CW 1979: 547–55, 557–63; 
Skidelsky 2001: 425)。
この間、NABOB13と BABOONは、ワシント
ンとロンドンとの間を頻繁に往復した。だが、ロ
ンドンとワシントンの代表団との間では相互不信
と軋みが目立つようになった。米国に対する姿勢
も分裂した。問題を単純化すると、金融交渉では
ワシントンの交渉団は親米的であり、本国は反米
的であった。
いたずらに時間が経過するなかで、英米の代表
団は、時間を気にかけていた。1945年末までに
金融協定について合意し、その後、英国は速やか
にブレトンウッズ協定を批准しなければならない。
 13 NABOBは大金持の意味。
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ケインズは、もはや、ロンドンからの指示なし
ではこれ以上交渉にはいれない段階に至ってい
る、と評価した。だが、彼は飛行機に乗ることが
困難で、ロンドンに帰国して事情を説明し、新た
な支持を得ることもままならぬ状態が続いた。ケ
インズは、局面打開のため、本国に、ブリッジズ
の派遣を乞うた。ブリッジスは、この間、ホプキ
ンズの後任として大蔵省事務次官に就任してい
た。本国にワシントンの空気を知ってもらいたい
と考えたのである。だが、これはアトリーによっ
て拒否された。彼は、ブリッジスの派遣により金
融交渉が複雑化するのではないか、と懸念したの
である (CW 1979: 564; Skidelsky 2001: 427)。
英国代表団にとって、交渉の遅れとともにケイ
ンズの体調も心配の種となったいた。ケインズの
身体は、緊張と過労から弱っていた。リディア
は、ケインズの健康を維持するために鉄の規律を
強いた。ダイエット、氷嚢、休息と睡眠。リディ
アはしばしば食事に出されたサラダの氷をケイン
ズの胸の氷嚢に詰めることも。彼は 10月に入っ
て間もなく、軽い心臓発作をおこしていた 14。
第 6章　英米の対立と交渉決裂の危機
⑴ 英国の対抗提案―10月 27日英内閣提案
バレン等は、10月 27日の英内閣の提案を、新
たな章の始まりと位置づける。われわれも第 6章
の初めに位置づけよう。
ロンドンには、依然として公正、平等な戦争負
担の原則にしがみつこうとする人々がいた。一方
では、借款を得ても資金を返済できるか危ぶむ
人々もいた。少なからぬ人々は、ポンドが対外決
済能力を回復する前に、交換性の回復を強いられ
ることになると懸念した。
イングランド銀行副総裁コボルドと大蔵省次官
イーディーらは、米国との金融協定の締結交渉に
に依然として非妥協的な姿勢をとり続けた。労働
党政権は、米国からの紐付き借款が、政権の目標
とする島国社会主義の制約となることを恐れ、慎
重な姿勢を崩さなかった。(Moggridge 1992: 805; 
Skidelsky 2001: 427–8)。
約 1週間の交渉中断後、10 月 27日、ようやく
英国政府は、代表団に、次のような内閣案を送付
(BABOON155)してきた。
代替案A。① 25億ドル／50年／1%／5年の猶
予期間、②ポンド地域内と同様にポンド地域以外
でもポンドを経常的支出のために自由に提供でき
るようにするための 20億ドルの無利子借款のオ
プション。この場合、英国は、ポンド債権者との
合意を追求し全体的状況の改善のために適切に寄
与する、ブレトンウッズ協定と国際貿易会議を支
持する、との条件がついていた。
代替案 B。Aが失敗した場合の代替策。商業ベ
ースでの 25億ドル（2%／50年／5年の支払猶予
期間）／武器貸与援助の清算に必要な資金の供与
（およそ 5億ドルを想定）。ただし、この場合は、
米国との間ではいかなる政策上の約束を取り交わ
さないこととする (CW 1979: 568; Bullen and 
Pelly 1986: 255–6, 271–2)。
この方針案ではA案がまず米国に提案されるこ
とになる。だが、そこでは金融援助の見返り措置
としてポンド債権をどのように何時までに処理す
るのか、また、IMF第 8条にそくしたポンドの交
換性をいつ実現するのか、などについて、具体的
な言及を欠いた内容となっていた。
ドールトンの新交渉方針案をうけた代表団の反
応は厳しいものがあった。なかでもケインズは、
顔を蒼白にして怒り、辞任を口にした。代表団が
問題としたのは、仮に代替案 A案が失敗したと
き、果たしてB案が代替策になりうるか、という
点であった。ケインズは、Bの代替策が、全く現
実的でない提案であるばかりか、英米関係にとっ
て危険な企てであるとも考えた。この方式では、
ワシントン輸出入銀行と武器貸与局から、2重に
資金の供与を受けることになり、その返済は重い
負担になることは間違いなく、1946年の年間支
払額は 2.28億ドルにのぼることが推計された。
さらに、B案に国際貿易憲章、ブレトンウッズ協
定の批准の約束が盛り込まれていなかったことか
ら、英国は、依然として経済的国家主義を政策的
に追求しようとしていると米国に受けとめられか
ねない危険性があった (CW 1979: 568–9; Bullen 
and Pelly 1986: 269–71; Moggridge 1992: 806–
7; Skidelsky 2001: 428–9)。
本国に一時帰国したロビンズとホールパッチに
よってもたらされた新たな情報を得て、アトリー
 14 これをモグリッジは10月6日、スキデルスキーは10月7日のこととしている。(Moggridge 1992: 803; Skidelsky 2001: 
426-7)
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政権は新たな対応をみせた。11 月6日、ドールト
ンは代表団に、以下をあらためて指示した。交渉
団は A案を押し出す。だが、これが失敗した場
合、交渉団は新しい代替案Bを提案する。新代替
案 B案というのは、① 40億ドル／2%／50年の
返済期間、これに同じ条件で 10億ドルのオプシ
ョンをつける、②ワシントン・ウェーバーを条件
とする、というものであった。なお、新B案では
金利が 2%に引き上げられていた。代表団によっ
て米国側にA案が英国の協定草案として提示され
た。ただし、この際に、A案も金利が当初の 1%
から 2%に変更された。すなわち、① 20億ドルに
武器貸与援助の清算のための 5億ドルの資金。と
もに 2%の金利付き。②ポンドの交換性回復とポ
ンド残高の一部を解放するための 20億ドルまで
の無利子の資金供与。だが、これによっては米国
との合意の地ならしができるとは思えなかった。
かかる提案に確信をもてないハリファックスとケ
インズは、これを米国代表団に提案するのを躊躇
するほどであった (CW 1979: 584–5; Bullen and 
Pelly 1986: 289–92; USDS 1969: 156–7; Skidelsky 
2001: 431)。
英国案は 11月 6日に伝達され、さっそく英米
の会議での検討に付された。席上、ヴィンソンと
クレイトンはA提案を即座に拒否した。彼らはま
た、対英援助をポンド地域の解決に結びつけるこ
とを支持しない、総額については 35億ドルを超
える提案をしたことはないと強調した。しかしな
がら、この日の会議は、対英援助の目的として、
援助資金をポンドの自由化とポンド残高の処理に
充ててはならない、との基本的立場が確認された
点で、重要な会議となった。この点については、
本国に宛てた 11月 7日の電信（NABOB295）で
代表団は以下の要点を伝えている。第 1に、英国
側は、クレイトン、ヴィンソンがホワイトのポン
ド処理案そのものと米国の対英借款とポンド地域
合意の放棄とを明確に関連づけているホワイト案
の「哲学」に対して、強く反対であるのを知った
点である。第 2に、第 1から自ずと明らかのよう
に、米国側は、対英借款がポンド地域の救済の目
的に、いかなる部分であっても、使われることに
反対であると表明した点である (Bullen & Pelly 
1986: 300–2, 302–4; Moggridge 1992: 809)。
A案、B案をめぐる本国との対立が激化するな
かで、いまひとつの対立がケインズの独断的な動
きによって生じていた。ポンド残高の処理をめぐ
ってである。それはケインズが 10月 23日、ロン
ドンに「ポンド地域合意Sterling Area  Arrange-
ments」(NABOB215)と題するポンド地域合意の
評価と提案を送付したことがきっかけであった。
そこでは、第 1に、ポンド残高のキャンセル分、
借り換え分、それに解放分の内訳と、債権国との
間で残高をいつまでに処理するのか、その計画表
がつけられていた。第 2に、英米交渉との関連で
重大であったのは、この文書の第 8、第 9、第 10
項目であった。ケインズは、まず第 8項目で、①
将来の貿易拡大のために経常取引の自由化を実現
すること、②通商の自由化を回復するために、蓄
積されたポンド残高の十分な部分の自由化、残さ
れた残高の段階的な自由化を政策課題としてい
た。第 9項目では、1946年末までに、戦時の残高
と軍事支出によってもたらされた残高を除外し
た、ポンド圏諸国の経常収入の自由化を実現する
ことが目標とされていた。さらに、第 10項目で
は、この結果、いわゆるドル・プールから生じる
いかなる差別的措置も除去される、ポンド地域諸
国の経常収入と利用可能なポンド残高は、いかな
る経常取引のためにも自由に処分されることにな
ると記されていた。このケインズの電報が届く
と、イーディー等は苛立った。ポンド債権の圧縮
額やドルに転換するために解放するポンド残高額
を、ポンド債権者との合意を抜きにして、第三国
である米国に、あらかじめ約束することなどでき
ない、などと考えたからであった。
イーディー等の怒りは、ポンド地域システムに
ついてケインズと異なった評価に立っていたから
でもあった。ロンドンのイーディーやコボルドら
は、ケインズと異なり、ポンド地域が差別的とな
ったのはポンド地域システムによるものではな
く、戦時の為替管理にあり、ケインズの文書中に
あったポンド地域システムの差別的性格について
の評価を弱めるべきであると主張したのである。
これに対してケインズは、ロンドンからの指示
を、不正確であり、偽りのものであると反発した。
ケインズの動きでさらに本国との関係をこじら
せる結果となったのは、すでに指摘したようにケ
インズが、この文書を本国の同意を得ずに、11月
5日、ホワイトに対してポンド問題の打開策とし
て提案するという独断的な動きに出たからであっ
た。ホワイトに渡された文書からは、さすがに第
9、10項は削除されていたが、本国の強い怒りを
かう行為であった（CW 1979: 571–7, 577 note 
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24; Mog g ridge 1992: 806–7; Skidelsky 2001: 
429; 米倉 2006: 184–6）。
⑵ 11月 7日の米国代表団首脳会議の開催
A案の提示をうけて米国代表団は 11月 7日に
代表団の首脳会議を開催した。この会議には、ク
レイトン、ヴィンソン、ウォーレス、エクルス、
マッケイブ、コラード、ホワイト等の高官が出席
した。会議では向こう 3～4年間の赤字幅を英国
が 50億ドルと推計するのに対して、米国の専門
家は 23～43億ドル、なかでも 33億ドルを最も妥
当な数字と考えた。そうしてカナダによる援助を
も期待して、委員会としては 35億ドル案を勧告
することとした。会議では、クレイトンら一部の
委員が、40億ドル案を提案したが多数の支持はえ
られなかった。そうして、米国の最高会議は、さ
らに融資の条件として以下を合意した。①有利子
とする、②猶予期間について英国は 10年を求め
たが米国としては 5年の猶予を認める、③国際収
支が悪化した場合の資金返済の猶予を認める、④
ワシントン・ウェーバーとロンドン・ウェーバー
については後者を拒否する。
会議ではまた、援助総額と関連して帝国特恵制
度の廃止、国際商品カルテルの処理が焦点となっ
た。エクルスは、議会や世論に受け入れられる協
定でなければならず、援助総額は 30億ドルで十
分であると主張した。ホワイトは、何故か、英国
は交換性回復に向けた長い道のりを歩んでおり、
各国との双務主義的協定を廃止しないであろうと
の見方を示した。これに対してクレイトンが、ド
ル・プール制度は、米国の輸出業者にすれば帝国
特恵の廃止よりも重要である、双務主義的協定の
差別主義的特徴は除去され、ドル・プール制度は
撤廃されなければならないと主張した。さらにク
レイトンは、さきに最高会議で対英援助の総額35
億ドルと決めたのは物事を進めるための妥協的対
応であったとして、再度総額を 40億ドルに増額
するように求めた。このため、総額についても改
めて議論がなされたが、この日の会議では合意に
至らなかった。総額の問題はあらためて翌日の委
員会で取り上げられ、採決の結果 35億ドルに決
定された。
交換性の問題でも新たな問題が生まれた。交換
性回復をポンド地域以外にも拡張するか否かの問
題であった。これまでの交換性をめぐる論議はポ
ンド地域の経常収入に限られていた。だが、英国
が、いくつかの国々との双務的支払協定を戦後も
継続することになれば、ポンド圏外でも差別主義
が継続されることになる。この点を米国側は、問
題にしはじめたのである (USDS 1969: 157–62; 
Bullen and Pelly 1986: 304 note3, 309 note3)。
11月 9日、米国代表団は、最終的に英国が提案
したA案を拒否した。米代表団が英政府提案を拒
否したことが本国の伝達されたのは、11月 11日
午後 6時 37分の電信によってであった。この間、
ケインズは、本国を無視して、独自の判断で、交
渉を進展させようとした。11月 10日の朝、彼
は、交渉を妥結させる必要性について語り、記者
会見まで設定する動きをとった。だが他の代表団
員の説得をうけてこれを断念した。困難に直面し
てケインズは、イーディーに宛て次ぎのように心
情を吐露していた。米国側がさまざまな支払の性
質や種類、特別の勘定や協定について何も知ら
ず、長所も短所も知らないということが問題なの
です。彼らの態度ははなはだ空論的で、したがっ
て退屈で非現実的です。私は今日のわれわれにも
とにあるきまりきった約束事は、すべて非現実的
で、あらゆる種類の困難を招きかねないことを示
す良い事例であるとして片付けることができま
す。そうであったであろうか。ケインズがいうよ
うに、米国側がポンド地域の細部について何も知
らないのが事実であったとしても、米国側の交渉
態度についての彼の描写が、米代表団から、彼自
身の交渉態度を活写しているのとさほど違いない
と思われるかもしれないことに気づいていなかっ
た。
金融交渉は、 11月 10日、12日、13日と続けら
れた。だが、米国側はA案を拒否するとともに、
経常取引によって取得したポンドを、支払協定地
域にまで拡大するように迫ってきた。クレイトン
とケインズの間で、激しい言い合いが繰り広げら
れた。米国の交渉姿勢に失望し交渉の行方を危ぶ
む英国代表団に対して、米国代表団は、11月 15
日までに何等かの打開策を提示することを約束
し、とりあえず事態の収拾を図った。11月 14日
の NABOB339でケインズは、イーディーに宛て
て、米国代表団は、金融協定の起草委員会と一緒
に密室に籠ってしまったと、伝達している (Bullen 
and Pelly 1986: 314, 315–6; CW 1979: 588–9; 
Pressnell 1986: 361–2; Skidelsky 2001: 432–3)。
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⑶  米代表団による協定案の策定（11月15日）と英
国の反発
11月 15日、英国代表団は米国代表団が作成し
た金融協定草案を受け取る (Bullen and Pelly 
1986: 321 note3)。
この事情については興味深い記述がある。米国
側が約束していた提案は 11月 15日、朝 9時にス
タットラーホテルに届いた。大蔵省の事務官ハー
マーが部屋に行くと、ケインズはベッドにいて、
顔面は蒼白であった。大変なショックを受けた様
子がうかがえた。米国の回答に落胆したケインズ
は、荷物をまとめて帰国したほうが良いと言うの
がやっとのようであった。10時に大使館で代表
団の会合がもたれた。ハリファックスが司会をし
た。ケインズは興奮し、感情を抑えることができ
なかった。ホワイトが電話でケインズに面会を求
めてきた。ケインズは、電話でのやりとりで、ホ
ワイトに対する感情のいらだちを隠すことができ
なかった (CW 1979: 590; Moggridge 1992: 809; 
Skidelsky 2001: 433–4)。
英国側は、米国提案には、受け入れ難いいくつ
かの条項が盛込まれていたため、本国への送付を
見送った。
午後 3時に交渉が再開された。英国からはハリ
ファックス、ケインズ、ブランド、ロビンズ等が
出席した。米国からはヴィンソン、クレイトン、
エクルス、マッケイブ、ホワイト、コラード等が
出席した。プレスネルによると、珍しくも、会議
はハリファックスが主導した。ハリファックス
は、ポンドの交換性実現、輸入差別の撤廃、返済
の猶予規定、利子の免除規定、ポンド残高処理な
ど主要な論点について反論した。そうして、これ
ら米国提案は受け入れ難く、これが最終的な提案
であれば帰国せざるを得ないと述べた。ハリファ
ックスの堂々たる演説に米国側は、珍しく圧倒さ
れた。ヴィンソンとクレイトンは、提案があくま
でたたき台であり、最終案ではないことを強調し
て駐米大使の逆襲をしのいだ。
この後、ケインズが、草案の各々のパラグラフ
を順にコメントして反論した。彼は、とりわけ金
額が具体的に明示されていないことを問題視し
た。さらに、全般的な交換性の回復、通商の差別
的措置の撤廃、ウェーバー条項の支払延期措置や
ポンド残高処理も、英国にとっては賛成しがたい
条件であると主張した。とくに米国側が、英国の
外貨準備が輸入額を 15%上回る場合にはウェー
バーは適用されないとしている点を問題視した。
ケインズは、これでは英国を飢餓状態におくもの
であると非難した。ハリファックスも、英国に経
済的奴隷状態を強いるものであると不快感を示し
た。
英米代表団は、また、米国からの債務の返済を
優先させる条項の取り扱いで対立した。この条項
をケインズが拒否した際に、エクルスは、例のご
とく英国を破産した企業になぞらえた。米国では
破産企業に再融資をする場合、返済の優先順位を
主張することは債権者のひとつの権利であるとい
うのである。これにたいしてケインズは、偉大な
イギリス国家を破産企業のように扱っていると怒
りを爆発させた (Bullen and Pelly 1986: 321 
note3; USDS 1969: 164 note16; Pressnell 1986: 
304–5; Skidelsky 2001: 434)。
11月 16日（金）と 17日（土）の会議でも進
展はみられなかった。
むしろ状況は悪化していた。ケインズの健康は
この緊張とストレスに耐えられそうもなかった。
ハーマーは、ケインズに休息を与えるべきである
と記している。ロビンズは 11月 19日の日記に、
ケインズが疲労を訴えている、さらに 20日には
「ひどく憂鬱」と記している。ロビンズの日記の
18日には、「就寝―頭痛」の文字が残されており、
彼自身の体調も容易ではなかったことがうかがわ
れる (Howson and Moggeride 1990: 239; Skidelsky 
2001: 434–5)。
ケインズは 11月 21日のイーディー宛書信で、
ご推察のように当地でのこれまでの 3週間余りの
生活は、全くの地獄でした。どこまでひどいもの
であったか、ご想像になれるかどうか疑いますけ
れども……、と認めていた。
さらに 11月 23日にはカーンへの書信に、最も
厳しく、疲れさせる交渉である、われわれのすべ
てが生気を失い、消耗している、と苦境を訴えて
いた。
リディアはケインズの健康が損なわれてゆくの
を深刻に憂慮した。後日、ケインズ自身が健康悪
化の事情を説明している。私の感情がアドレナリ
ンを放出するが、それは私のくたびれた心臓にと
って耐えられないものであった。そこで氷嚢に頼
るのを止めて、1日のできるだけ多くの時間を横
になろうとした。なんとか切り抜けることができ
たのは、心臓病の薬のおかげであった。
交渉が困難な局面に移行するとともに、英国代
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表団内部でのきしみも深刻化した。スキデルスキ
ーが引用する 11月 18日の大使館の日誌は、英国
代表団のなかでの、ケインズと他の代表団員との
対立について言及するほどである。
「ケインズは交渉団の重要な一員であるが、天
才にありがちな多くの欠点を持っている。私は彼
とうまくやっており、誰もが彼の資質に対してお
おいに賞賛している。だが、ケインズほどに考え
が素早く働かない多くの人々は、彼の新しい指示
を考え出す能力に、それを充分に考える時間的余
裕がないなかで、少々不安を抱いている。ブラン
ドはとてもまじめで私は彼の判断に頼ってい
る。」随行記者のバローは、この日に“バウンティ
号の反乱”が起こったと証言する。月曜日の会議
の準備に当たって、英国の代表団は、米国との協
議の内容は可能な限りハリッファクスに集中し、
ケインズに知らせないように申し合わせた。技術
的な問題はブランドに委ねられた (Skidelsky 
2001: 434–5)。
交渉が行き詰まるなか事態を懸念した代表団
は、11月 18日、土曜日であったのにもかかわら
ず、交渉後の疲れた時間を、からだにむち打っ
て、本国への大量の電文作成に費やさざるを得な
かった。電報は全部で 7通にのぼった。電文の冒
頭で交渉が極めて困難な局面にあることに注意を
喚起し、交渉上の問題点を指摘し、本国に対応を
求めていた (Bullen and Pelly 1986: 324–335; 
CW 1979: 588–90, 591; Moggridge 1992: 809–
10; Skidelsky 2001: 437–8)。
第 7章　英国の屈服―英米金融協定の調印
⑴ 米国による修正提案（11月18日付）。
バレン等は、1945年 11月 18日を英米金融交
渉の新しい局面と位置づけている (Bullen and 
Pelly 1986: xviii)。我々も 2つの重要な動きから
その後の過程を特徴づけた重要な局面ととらえ
る。それらは、第 1に、交渉の行き詰まりに直面
した代表団から現状評価、交渉の見通しと対処方
針などに関する大量の電信が送付され、本国政府
は新たな対応を迫られたこと、第 2に、米国代表
団が、それまでの交渉を踏まえ、交渉の進展を図
るために英米金融協定草案を策定したこと、であ
る。
米国代表団は、再会された 11月 19日の合同金
融部会で 11月 18日付金融協定草案 draft memo-
randum of understanding on ﬁnancial matters
を提案した。この提案はその後の英米交渉の基本
的文書となり、この文書の修正のかたちをとって
交渉が詰められて行くことになった。
この文書の概要は次のような内容であった。
⑴　貸付枠（数字は記入されていなかった。）。
⑵　 借款の目的 : 
　　①　 英国による米国からの財・サービスの購
入の促進、英国の過渡期の経常的赤字へ
の対処、英国の外貨準備の適正化。
　　②　 借款は英国による第 3国に対する債務の
返済に充てることはできない。
⑶　元利返済について : 50年賦、2%などとする。
⑷　 利子支払免除のウェーバー条項 : ①貿易収支
と貿易外収支の平均が戦前の 1936－ 8年の
平均額を下回る場合、②⒜過去 5ヶ年の輸入
額の平均を15%下回る場合、⒝対外短期債務
の 25%を下回る場合。
⑸　支払の繰り上げ実施規定。
⑹　 ポンド地域合意 : 遅くとも 1946年末にポン
ド地域諸国間の経常取引を自由化する。
⑺　 その他の合意、取決め : 両国は以下で合意す
る。1946年末以後、あるいはそれよりも早
く、経常取引に関する支払、資金の移転を制
限しない。
⑻　 為替制限と輸入規制 : 国際収支の均衡を回復
させるために輸入管理を目的とする為替制限
を行わない。輸入制限措置を実施する場合
は、互いに相手国の輸入を制限するようには
実施しない。為替制限と輸入規制を撤廃しな
ければならないとされる実施時期は 1946年
末までとする。
⑼　 ポンド残高の処理 : 英国政府はさまざまな
各々の事例の状況に応じて早期の解決を図る
（期日、残高を明記せず）。①直ちに解除さ
れ、いかなる通貨にも交換される残高、②
1951年を開始として借り換えによって順次
解除される残高、③戦争への寄与として償却
される残高。
11月18日付文書の構成と特徴についてみよう。
第 1に、金融援助の基本目的がより明確になっ
た。ここで重要であったのは、戦時に累積したポ
ンド残高の処理を借款の目的から除外した点であ
る。金融援助の目的は、米国製品の購入、国際収
支赤字の埋め合わせ、適正な外貨準備の維持、多
角的貿易義務の履行、とされた。信用の目的で
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は、ポンド処理にあててはならないとは規定して
いないが、金融援助の資金は、第三国からの借金
の返済に充ててはならないと明記していた。ケイ
ンズは、当初、金融援助とポンド残高の処理を直
接関連づけ、援助資金の一部をその処理に充てる
ものと考えてきた。こうした考えは、英米両国の
関係者のなかにもあった。これが 11月 18日付文
書で最終的に放棄されたのである。
第 2に、この結果、11月 18日付協定草案から
は、ポンド残高処理の問題は、①英国政府が個別
事例に則して相手国と速やかに対処することとさ
れ、②処理額、処理の完了期限は明記されず、③
ただ 3つのカテゴリーに区別することだけが盛込
まれた。これによって、ポンド残高の処理という
対英金融援助の主目的の一つが、除外されたので
ある。これは英国にとって好ましい選択と考えら
れた。英本国はケインズの当初の考えと異なり、
ポンド残高の処理を英国と関係国との間の問題と
した。彼らは、米国の介入や国際的枠組みのもと
での解決を望まなかった。他方で米国側は、ポン
ド残高の処理が必要であると認めつつも、大規模
な資金援助をともなうため、これに慎重にならざ
るをえなかった。また、対英援助に批判的な米国
の国内政治情況からも、ポンド残高処理に充てる
資金の手当は困難とみたのである (Bullen and 
Pelly 1986: 341–4; CW 1979: 629–33; Skidelsky 
2001: 435; Pressnell 1986: 306; USDS 1969: 
162–7)。
11月 19日の交渉で提案された米国の協定草案
を巡る対立点、合意点、コメントが、21日の午前
2 時 19 分、代表団から本国に送付された
(NABOB370、NABOB372)。
それは次のようなものであった
⒜　 貸付額：英国案は 40億ドルの新規マネーと
武器貸与援助処理費用 6億ドル。ともに
2%。米国案は、35億ドル、武器貸与援助 7.5
億ドル。ともに 2.75%の金利。
⒝　 ウェーバー問題 : 長い交渉の後に、英国側は
ロンドン・ウェーバーを取り下げた。ワシン
トン・ウェーバーについて代表団は次の米国
提案を受け入れる用意がある。それは、①経
常所得は、単年度ではなく過去 5年間の移動
平均とする、②対外準備の基準額を米国の主
張する総額分ではなく純増分とする、である。
⒞　 交換性回復問題 : ポンド地域については1946
年末までに経常取引を自由化する。かかる措
置によって、ポンド地域の国々の経常的取引
から得たポンドの受取を、差別することな
く、いかなる国との経常取引にも使用でき
る。これによって、米国が目的とするいわゆ
るドル・プール制に起因する差別主義は除去
される。残された問題は、これ以外の地域の
交換性回復をどうするかである。
⒟　 支払協定：米国は、ポンド地域と同様に、英
国と支払協定を結んでいる諸国の交換性回復
を求めている。代表団としては、1946年末
以降の全般的な交換性の回復を求めるべきで
ある。
⒠　 差別主義：米国は輸入差別の撤廃を求めてい
る。
⒡　対米債務の優先 : 英国は受け入れられない。
⒢　 戦時累積ポンド残高の処理 : 英国は、ケイン
ズのポンド残高の三区分に従い、日時を限定
せずに、その処理を約束する (Bullen and 
Pelly 86: 323–7, 328–9, 335–8, 338–341, 
341–4; Pressnell 1986: 308–9; Skidelsky 
2001: 435–6)。
⑵ アトリー内閣の対抗提案
プレスネルによれば、協定案に対する本国の対
応は、穏やかさを欠き、軽蔑や侮蔑の混じったも
のであった。危機感を募らせたイングランド銀行
のコボルドは、イングランド総裁に対して協定案
を受け入れるのは「狂気の沙汰」と評価した。ポ
ンドの交換性問題とこれに関連した輸入制限措置
に対して、柔軟な対応を求める代表団の要請に、
大蔵省もイングランド銀行も強く反対した。彼等
は、全般的な交換性の回復や英国の一方的な譲歩
による交換性の回復ではなく、相互主義的な基礎
の上に立った問題の処理が必要と主張した。ま
た、ポンドの交換性回復の時期設定に対しても反
対し、過渡期間を短期に終了させるのも考えられ
ない行為であると批判した (Pressnell 1986: 309–
10; Fforde 1992: 83)。
米国案にどう対応すべきか。英本国では 11月
22、23日と連日閣僚会議が開催された。アトリ
ーは、席上、陰鬱な表情で、けんか腰に、米国案
は、枢軸国と戦った国際的友誼の精神からではな
く、金貸しの立場からの協定であると強い不快感
を表明した。このうえで首相は、ウェーバー条
項、ポンドの自由化、過渡期の短縮に対して反論
し、このような条件は受け入れられないこと、そ
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うして対米交渉では、次のような方針で望むべき
であるとの方針案を明らかにした。①援助額を
40億ドルに削減する。これには 6億ドルの武器
貸与援助の処理費が含まれる。②ウェーバー条項
に英国の外貨準備を基準とする条項を盛り込むこ
とに反対する。③輸入制限措置の早期撤廃に反対
する。④ポンド地域、非ポンド地域の全般的なポ
ンドの早期の経常取引の撤廃に反対する。⑤
IMF過渡期条項で規定された過渡期の期間短縮
に反対する。
これに続く 11月 23日の閣議は、ドールトンと
ベヴィンの間で、金融交渉の進め方について意見
が対立し、開始早々に紛糾した。ドールトンは、
強い口調で、交渉決裂の危険を冒してでも強硬な
姿勢を貫くべきであると主張した。彼は、ウェー
バー条項の対外準備規定、ポンド地域合意を
1946年末に撤廃しポンドの交換性を実現する規
定、非ポンド地域の経常取引の自由化を 1946年
末に実現するとの規定、などを槍玉に挙げた。こ
れに対して、ベヴィンが意外な動きに出た。ソ連
との対抗上、米国との協調外交路線を重視し始め
ていた彼は、交渉の決裂が英米両国間、さらには
英帝国や世界に対して、誤解を生み出しかねない
と主張したのである。ベヴィンは、この打開策と
して、アトリーとトルーマンの首脳会談による調
整を提案した。外務大臣ベヴィンと大蔵大臣ドー
ルトンとの意見対立によって、深刻な閣内の不一
致が表面化した形となった。また、閣議では、枢
密院議長モリソンが、交渉に当たっては、ケイン
ズに自由裁量権を与えるべきではないと強硬に主
張する一幕もあった。こうした発言は、また、内
閣と交渉団やケインズとの間に深刻な亀裂が生じ
ていることを物語っていた。しかしながら、米国
案への対応を迫られた労働党内閣は、11月 24
日、次の新提案をもって交渉に当たるように代表
団に指示することで妥協した。
①　 40億ドルを超えぬ額を受け入れる。これに
は武器貸与が含まれる。金利 2%、返済期間
50年。5年後に返済を開始する。この見返り
の条件として、1946年末までのポンド地域
との経常取引の自由化、議会に対するブレト
ンウッズ協定批准の勧告、11月6日に原則的
に合意した通商政策での共同歩調、を承認す
る。
②　以下は受諾できない。
　⑴　1946年末までの債権国との交渉の完了。
　⑵　 ブレトンウッズ協定の過渡期条項の権利
の 1946年末の放棄。
　⑶　 他の国の債務に優先しての対米債務の取
り扱い。
③　 英国の支払い能力を基準にしたワシントン・
ウェーバーとロンドン・ウェーバーを支持す
る。しかしながら、前者に新たに付け加えら
れた外貨準備基準にかかわる条項には反対す
る。
こうした本国の方針は、1946年を以てポンド
地域諸国と交換性を回復するとの方針を除いた他
の重要事項、すなわち、援助総額、ポンド地域外
の諸国との交換性回復問題、ウェーバー条項、差
別主義、対米債務の優先取扱いなどで、米国側の
主張と対立するものであった。
この英代表団に対する指示のうち、いくつか注
意しなければならない点を指摘しよう。
第 1に、非ポンド地域におけるポンドの交換性
制限問題についての対応が明確に示されていない
点である。11月18日付米国提案では「7　その他
の合意」として、英米両国は遅くとも 1946年末
までに非ポンド地域の経常取引にともなうポンド
の支払い、移転を制限してはならないことが規定
されていた。だが、11月 24日の本国政府の対抗
提案では、この条項への言及はなかった。これで
は、米国を除く非ポンド地域の経常取引にともな
うポンドの交換性を制限し続けることが本国政府
の立場であるということになってしまう。
第 2に、この訓示には、米国提案の「8　為替
制限と輸入統制」についての対応が何故か盛込ま
れていなかった点である。これでは、英国政府が
引き続き差別主義に拘泥しているとの印象を、米
国代表団に与えかねなかった。
第 3に、ポンド残高処理問題で英国側がある種
の錯覚に陥っていたとみられる点である。それと
いうのも、代表団に対して、債権国との交渉を
1946年末までに終了させることに反対するよう
指示しているからである。しかしながら、この問
題で米国側は、11月 18日の提案では、ポンド残
高問題の実質的な処理は協定の枠外とし、3つの
区分による残高処理を求めるものの、それぞれの
内訳、時期を含めた具体的な処理方法を曖昧なま
まにし、実際には、ポンド残高の処理を英国の自
主的対応にゆだねる、との方針を示していたので
ある。
11月 25日の午前、ケインズとハリファックス
51パワーと金融：1945年英米金融交渉と金融協定の研究
は、本国からの指示の “substance” ―要旨とも
実質ともつかぬ―をヴィンソン、クレイトンに
手渡した。うっかりすると気づかずに見過ごして
しまいかねないが、英国代表団が米国側に本国政
府の回答として渡したこの文書には、本国には無
断で、いくつかの重要事項について独自の修正が
施されていた。後にケインズ等が、本国に送付し
た電文のなかで、本国の指示を米国に伝達した、
と言わずに、本国の指示の “substance”（実質、
要旨）を伝えたとすることの意味であったのであ
ろうか。第 1に、どういう訳か、金融援助総額 40
億ドルの数字が削除されていた。第 2に、ポンド
地域諸国との合意を修正 (modify)すると、応えて
いた。これは本国の指示に忠実ではない。本国
は、この問題で、米国の要求に従い、ポンド地域
の経常取引にかかわるポンド収入を 1946年末ま
でに自由化すると約束するように指示していたか
らである。
(Bullen and Pelly 1986: 352–3, 354–6, 356–8, 
358–361; CW 1979: 595–7, 633–6; Pressnell 
1986: 310–1; Skidelsky 2001: 438–9; Moggridge 
1992: 811)
この間、11月 25日にクレイトンがインフルエ
ンザにかかるという突発的な事態が生じた。だ
が、11月 26日のヴィンソンとケインズの会談
は、一転して今までなかったような友好的は雰囲
気に終始した。ヴィンソンは相互信頼の重要性を
説いたうえで、英国側が強く求める外貨準備の基
準を、免責条項から除外してもよいとの妥協案を
提案してきた。さらに、武器貸与援助の清算のた
めの 5億ドルの資金供与を認めた。両国代表団は
これらについて合意した。ケインズは、これを機
に、更なる譲歩をひき出そうと試みた。彼は、そ
こで 11月 27日、本国政府に、45億ドル（金利
2%）の援助の見返りに、過渡期条項の英国への適
用除外を受諾するよう求めてきた。彼は、さら
に、最後の機会を生かすため、交渉権限を代表団
に付与するようにも求めたのである (CW 1979: 
599–600; Moggridge 1992: 812)。
11月 18日付協定草案をベースにしたこの間の
英米協議では、興味深い対立があった。それは、
対米債務の第三国の債務に対する優先的取り扱
い、繰り上げ返済、ウェーバー免除の条項案を巡
る論争として展開された。米国側は、対英金融援
助の目的を、自由主義的な通商システムの構築を
目指したうえでの経常取引のともなう通貨の交換
性実現、英国の過渡期困難の緩和、とした。貿易
に必要な国際通貨の交換性の制限を禁じ、その自
由化を目指すのである。議会や世論に配慮して、
援助法案の成立のためには、この目的にそぐわな
い資金の利用は、許されないことを、明確に協定
に規定しなければならない。また、貸し倒れのよ
うな事態は回避すべきであり、返済の余裕が生じ
た場合には、できるだけ早く、繰り上げて返済さ
れるべきである。さらに、米国の英国に対する資
金援助が、寛大な条件で実施されたとの印象を与
えてはならない。
このため、米国代表団としては、第 1に、目的
にそぐわない資金利用を認めないことを明確に規
定しなければならなかった。そうして、米国から
借り入れた資金は、第 3国への返済に充てること
はできないとの規定の条項化が目論まれた。第 2
に、対英援助が必要以上に英国を優遇するもので
ないことを明確にする必要がある。そこで、おか
しなことに、英国は米国よりも厳しい条件で資金
を借り入れてはならなとの規定が、最終的には、
盛込まれる結果となった（協定第 6条第 2項）。
第 3に、米国代表団は、米国への返済を第 3国へ
の返済よりも優先するように強く主張した。非ド
ル債務の返済を早めることで米国への返済が遅れ
ることのないよう十全な措置を講じようとした。
さらに、利子の免除にあたっては、免除した分が
ポンド残高の処理や、他の債務の返済に充てられ
ることの無いような措置も条項に盛込もうとし
た。英国が主張するロンドン・ウェーバーによる
返済猶予を拒否したのも、発動の基準と発動メカ
ニズムの曖昧さからだけではなかった。返済猶予
規定を厳密化して規定すると、ポンド残高の処理
の資金との関連がどうしても浮上してくるからで
あった。なぜなら、対外準備不足を基準に返済猶
予規定の発動条件を検討してゆくと、どうしても
並行的に、ポンド残高処理に充てる資金も削減せ
ざるを得なくなり、この結果、ポンド残高の縮減
に影響を及ぼす事態が予想されたのである。
⑶ アトリー政権と交渉団との対立
こうしたなかで、本国と在米交渉団との更なる
混乱が 11月 26日のドールトンからの BABOON 
303から始まった。大蔵大臣は、英国代表団が本
国の指示をうけて米国代表団に手渡した文書
(NABOB396)のパラグラフ 3⑴に平静さを失っ
た。そこでは、「米国案のパラグラフ 6に記され
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ているようにポンド地域合意を修正すること」と
記されてあった。文中で言うパラグラフ 6は、次
のような規定であった。「英国政府は可能な限り
早期に、遅くとも 1946年末までに、ポンド地域
合意を終了すること。即ち、合意を終了した後に
は、全てのポンド地域諸国の経常取引によるポン
ド受け取りを、いかなる通貨地域においても、差
別されること無く、経常取引のために自由に利用
可能とすること。これにともない、所謂ドル‐ポ
ンド・プールによるいかなる差別も完全に除去さ
れ、ポンド地域の諸国は、経常的ドルとポンドの
受け取りを、いかなる地域の経常取引にのために
も自由に利用することができる。」
ドールトンは、この規定案は、本国からの指示
である、① 1945年 11月 24日付電文 (No.11790)
の 3⒞項、② 11月 21日付NABOB372のパラグ
ラフ 6の規定に反する、と指摘したのである。①
では、債権国との交渉完了の期限を 1946年末と
することに反対である、②では、ポンド地域の交
渉完了の期限は受け入れられない、と指示してい
たからだ。
このうえでドールトンは、次のような考えを伝
達してポンド地域全域で、1946年末以降、すべて
の経常的収入に関わるポンド取引の自由化に反対
であることを、米国側に伝達するよう指示してき
たのである。「貴下が全ポンド地域の全ての経常
収入を 1946年末までに自由化することを約束し
ているのかどうかは不確かであるが、本国として
は、かかる約束を法的形式に基づき、公式に約束
すべきではないと望んでいる。」
この新たな指示は、それまでのアトリー政権の
ポンド交換性問題についての基本方針と異なるも
のであった。すでにみたように、11月 23日の閣
議で、代表団への指示として、ポンド地域での経
常取引にともなうポンドの交換性回復を、1946
年末までには実施するとの方針案が決定されてい
たからである。
ドールトンはかかる指示にとどまらず、経常取
引による得られたポンド債権と大戦中に累積した
ポンド債権とを、各々の債権国との全般的な交渉
(general negotiations)の一部として扱わなけれ
ばならない、とも指示してきたのである (Bullen 
and Pelly 1986: 371–2)。この指示は、経常取引
にともない得られたポンドと戦時に累積したポン
ドとを切り離して取り扱うという、米国の基本方
針、これを受け入れてきた代表団の立場に、真っ
向から対立する交渉方針案の指示であった。
ドールトンによるかかる指示は、英国代表団を
ひどく当惑させた。代表団は直ちにドールトンに
対して強い調子の電文を送付する。11月 27日、
午前 1時 19分発の NABOB400である。そこで
代表団は、次のように反論し、本国の指示に応じ
られないとの立場を伝達した。第 1に、本国の完
全な許可を得て米国に提案してきたもの、即ち、
ポンド地域の経常取引にともなう新たなポンド受
け取りを、1946年末までに自由化することを取
り下げることは不可能であると考えている、第 2
に、もちろん、このことは、累積されたポンド残
高の処理を 1946年末に完了することとは全く別
問題である。この問題で代表団は、常々それに反
対であるとの本国の立場を米国側に伝達してきて
いる。
代表団は、さらに、ドールトンに対して、交渉
の経緯に注意を促し、ケインズが出発する前の合
同会議でも、経常取引によって得られたポンドの
自由化は合意していたことであり、代表団はその
後も、この基本方針で対応してきたと強調した。
このうえで、かかる事実に反するドールトンの指
示は、米国側代表団に対する不信感を生じさせる
ばかりか、交渉の決裂につながりかねない怖れが
あるとの重大な懸念を表明した。そうして、代表
団は、全員一致で、1946年末までの経常取引の自
由化を拒否するよう指示してきた本国の交渉方針
に反対したのである (Bullen and Pelly 1986: 
372–5)。
こうした本国と代表団とのやり取りをきっかけ
に、双方で「サボタージュ」とか「破滅」とか「裏
切り」だとかの言葉が飛び交う深刻な事態となっ
た。なるほど、これまで本国政府と代表団との間
で意思の疎通を欠くことが頻繁に起きた。金融交
渉のなかで、ロンドンの人々に交渉内容を完全に
伝えることが困難であることがわかった。「ロン
ドンとワシントンでは語られている言葉が違った
ことを意味しているように見えた」（ハロッド
1967: 671）。だが、今回は意思疎通の問題では済
まされなかった。
代表団内部でのアトリー政権に対する不信感は
つのり、代表団と本国との関係は険悪となった。
ケインズと本国との関係も最悪となった。ハリフ
ァックスはブリッジスとの次のような会話を記し
ている。「ロンドンは米国に辟易している。ケイ
ンズに対しても甚だしく辟易している。ケインズ
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のいうようにロンドンでは米国よりもケインズと
交渉していると感じている」(Moggridge 1992: 
813)。通商交渉にあたっていたロビンズは、ブリ
ッジスへの電信で、英米交渉は頓挫しかねないと
懸念を強め、ケインズが辞任するのであれば彼も
同調するとの強い決意を伝えていた (Bullen and 
Pelly 1986: 375; Pressnell 1986: 313)。
長期におよぶ金融交渉で両国の代表団は、経常
取引によって生じたポンドの交換性の回復で合意
していた。また、ポンド残高の処理では、債権国
との交渉の期限を限定せずに、事実上、ポンド残
高問題を先送りしていた。労働党内閣は、ケイン
ズが、米国からの融資の付随条件として、交換性
の回復を約束したことを知らないはずはなかっ
た。ロンドンがこのような動きにでた背景になに
があったのか。ロンドンは、援助総額が 50億ド
ルを下回ることになり、したがって、これの見返
りに提供するものは、これまでのもの以下でなけ
ればならない、と考え始めたのであろうか。ドー
ルトンは、イーディー等とともに、英国がポンド
の交換性回復を実行せざるをえないことに怯えて
累積ポンド残高処理の話を持ち出し、交渉を混乱
させようとしたのであろうか (Skidelsky 2001: : 
439 note 174; 440–1)。
この問題でバレン等が補足資料として指摘する
興味深い資料がある。それによると、イングラン
ド銀行のトムソン‐マッコーズランドによって準
備されたポンド残高問題に関する 11月 25日付文
書に添付された 12月 1日付の覚書で、イーディ
ーは、次のような見解を述べていたのである。
「我々は内閣と英国代表団との論争に驚きはしな
い。我々は、ポンド地域との交渉では、古い残高
と新しい残高とを、同時に扱わなければならない
と主張してきた。また、ポンド自由化の実施期限
の問題は、それをいかに曖昧なものにごまかすか
の問題であった」(Bullen and Pelly 1986: 375)。
ここでイーディーは、経常取引にともなうポンド
受け取りの期限を限っての自由化に反対であるこ
とに加えて、戦後の経常取引によるポンドと戦時
に累積したポンドを、別々に処理することはでき
ないと指摘しているのである。ここでのイーディ
ーの指摘を、経常取引によって得られたポンドの
自由化問題はおくとして、果たして経常取引によ
るポンド債権と戦時に累積したポンド債権とを区
別して、前者の交換性のみを回復しうるのか、の
問題として受け止めてみると、どうであろうか。
ケインズや米国代表団は、両者の区別を簡単に考
え、別途の処理が可能との前提に立っている。だ
が、通貨・為替取引に精通し、日常的に取引を管
理している通貨当局者からすれば、両者の区別と
別々の処理は、そう簡単ではないはずである。ポ
ンド残高の相当部分は民間が保有している。これ
を容易には統制できない。ポンド債権保有者が、
戦時のポンド債権を経常取引で得たポンドに見せ
かけて、交換性可能ポンドに仕立てることは不可
能なことではない。凍結され交換性を制限されて
いる戦時残高が、経常取引で得られたポンドに偽
装され、大量に外国為替市場に持ち込まれる。交
換性回復措置の実施とともにこれらは速やかにド
ルに転換され、英国のドル準備はあっという間に
底をつく。まさに 1947年の夏におこったことで
ある。ドールトンやイーディーは、かかる事態を
見通して、戦後に経常取引によって得られたポン
ドと戦時ポンド残高との一体的扱いを主張したの
であろうか (Pressnell 1986: 316)。
⑷ 英国の 11日 29日再提案と英交渉団の反発
こうした混乱した状況のもとで、英国では 11
月 29日に閣議が開催された。この会議では、シ
ンウェル（燃料・動力相）、ウィルキンソン（教育
相）、ビーヴァン（保健相）、ペシィク‐ローレン
ス（インド相）とベヴィンが、ドールトンに同調
して、米国草案の受け入れを求める代表団を批判
した。激しいやりとりの後、閣議で合意された協
定草案は、午前 4時 40分、ワシントンに送付さ
れた。そこでの指示には、いくつか注目すべき点
があった。
第 1に、ケインズのさきの提案を入れて信用総
額が 45億ドルに増大されていた。11月 23日草
案では総額 40億ドルを限度とするとしていたの
である。これは新たな方針案で、以下に触れるよ
うな事項で米国に譲歩する見返りに、援助総額を
増やすことによって、閣内の妥協を拒む勢力の宥
和を図った措置であるとも考えられる。
第 2に、この段に至っても、ポンド地域の経常
取引にともなう交換性回復とその実施時期につい
て、米国に明確な形で約束することを回避しよう
としていた。これは「6　ポンド地域の為替合
意」の条文の記述からうかがうことができた。こ
の条項の第1項は、次のような文章になっていた。
(I) The Government of the United Kingdom 
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will proceed not later than the end of 1946 
to make arrangements under which the 
sterling receipts from current transactions 
of all sterling area countries［省略］ will be 
freely a vail able for current transactions in 
any cur rency area without discrimination. 
(Bullen and Pelly 1986: 396)
「英国政府は、1946年末までに、全てのポンド
地域諸国の経常取引からのポンド受け取りを、い
かなる地域でも差別されることなく経常取引のた
めに自由に利用できるように合意を得るよう着手
する。」これは、新たな合意に向けて着手すること
に言及しているだけであって、差別主義の 1946
年末までの撤廃を約束するものではなかった。こ
のことは、11月 18日付米国提案と比較すれば明
らかであった。米国提案では次のような記述とな
っていた。
6  Sterling Area Exchange Arrangements 
The Governmnt of the United Kingdom will 
complete arrangements as early as prac-
ticable  and in any case not later than the 
end of 1946 under which, immediately after 
the completion of such arrangements the 
sterling receipts from current transactions 
of all sterling area countries ［省略］ will be 
freely available for current transactions in 
any currency area without discrimination 
... (Bullen and Pelly 1986: 343）。
ここではポンド地域諸国との間で「合意が完了
complete arrengements」となっていることが分
かるであろう。この合意とはいうまでもなく経常
取引にともなうポンド受け取り代金の自由化、交
換性回復のことである。あくまで経常取引の自由
化を回避しようとする英国政府は、completeを
proceedにかえて、その場を凌ごうと試みたので
ある 15。
第 3に、経常取引のともなうポンドの交換性回
復と戦時に累積したポンド残高との一体的処理を
放棄したことである。「6　ポンド地域為替合意」
のⅠで、ポンド地域において、経常取引によって
得られたポンドの受け取りの交換性回復について
約束する一方で、Ⅱで、Ⅰと切り離して、ポンド
残高の処理策について規定していることがこれで
ある。
第 4に、米国案の「7　その他為替合意」への
対応策が盛込まれた。米国は、かねてから、英国
と非ポンド地域との間で締結されていた双務協定
での差別主義を問題にし、非ポンド地域の間の経
常取引で得られたポンドの交換性回復を強く迫っ
ていた。「7　その他為替合意」がそれであった。
この問題への英国政府の取り組みが注目されるな
かで、11月 29日付再提案では、米国案の当該条
項への対応として「7　米国と英国との間の為替
合意」がもうけられていた。そこでは、表題が示
すように、米国との間での経常取引にともなうポ
ンドの交換性回復が約束されていた。だが、米国
を除く非ポンド地域でのポンドの交換性制限措置
の除去は、不問にされていたのである。これでは
米国側は満足するはずがなかった。
ワシントンの代表団は、あらたな本国の指示
に、かえって困惑を深め、不信を募らせる結果と
なった。代表団は、急遽会議を開き対応を協議し
た。そうして、11月 30日未明の午前 3時 17分、
NABOB419を本国に送付した。電文のなかで代
表団は、一致して、本国からの指示は悲惨な結果
をもたらすと評価し、その撤回を求めていた。だ
が、アトリーとドールトンは、代表団に対する指
示の撤回を拒んだ。そうして、彼等は、あらため
て、ハリファックスに対して、本国の指示どおり
速やかに交渉にあたるようにと、素っ気ない短い
電文を送付してきたのである (CW 1979: 600–4; 
Bullen and Pelly 1986: 405–8, 409, 410–11 ; 
Pressnell 1986: 313–4, 316–7; Skidelsky 2001: 
439–40)。
英国代表団は追い込まれていた。大蔵省のハー
マーは次のように記録している。「M（訳注：メイ
ナード）は極端に神経質になっており、肉体的な
限界にあった。リディア夫人は涙にくれ、われわ
れ皆は心理的または精神的に極めて好ましくない
 15 本国が proceedと completeとを使い分けていたことは、11月 29日文書の 6-IIIが次のような文章となっていたことか
らも明白である。“... when the arrangements contemplated above are completed any discriminations arising from 
the so-called dollar sterling pool will be entirely removed and ...”同じ文章のなかで 6-Iでは proceedが、6-IIIでは
completeが、それぞれ使い分けられている。後者の場合、ポンド地域との合意の終了によって、いかなる差別的措置も
除去されたとき、との意味であった。
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極度の消耗状態に陥った。本国と代表団との間で
電報が交錯し、Mはいっそう悲観的になり、一度
ならず辞任を口にした。ロンドンはいっそうぶっ
きらぼうになり、全く情報提供を抑えるようにな
った」(CW 1979: 598; Moggridge 1992: 812)。
ケインズの焦り、精神的な緊張を高進させた原
因に、時間の問題があった。12月末までに協定を
通過させ、ブレトンウッズの決議を批准させるた
めには、この交渉を成功させて早くイギリス議会
に提案することが必要であったのだ。実際、協定
を年内に批准するためには、クリスマス休暇を考
慮に入れると、12月 12日までに議会の審議を開
始しなければならない。このためには交渉を 12
月の 4、5日までに終わらせる必要があったのだ。
⑸ ブリッジスの派遣と12月 2日英米合同会議
（5.1）ブリッジスの到着
代表団の反乱に直面したドールトンは、内閣の
指示を実行に移すためにブリッジスをワシントン
に急派した。
ブリックスの派遣を提言したとされる当のロビ
ンズは、これについて日記に「ケインズの顔面を
殴打する行為で、……ケインズは辞めるかもしれ
ない」と記していた (Howson and Moggridge 
1990: 241)。
本国の対応に反発した代表団は、慇懃に、ブリ
ッジスが到着し、彼との協議が終了するまで、本
国の指示は米国側に提示するのを控えたいと応
じ、事実上、本国の指示に抵抗した。
ブリッジスは 12月 1日にワシントンに到着し
た。直ちに代表団と協議に入った彼は、そこで、
心臓の病におかされ疲労困憊のケインズの背後
に、ハリファックス等の代表団が一致結束してい
るのを見出した。
翌 12月 2日は日曜日ではあったが、ヴィンソ
ンの執務室で合同金融委員会の会談が開催され
た。米国側から再度協定草案の修正案が提出され
た。一方、英国側は、ブリックスが本国から持ち
帰った修正提案を提示した。
米国側の提案には金融援助額について初めて具
体的な数字が明記されていた。それは、①37.5億
ドルの新規融資、②武器貸与清算のための 6.5億
ドルの援助となっていた。総額 44億ドルにのぼ
る資金の援助である。なお②の内訳は、⒜対日戰
の勝利以後に供給した米国の武器援助額と英国の
逆武器貸与援助の差額を決済するための 1.18億
ドルの援助、⒝その他武器貸与援助、および相互
援助項目、米国余剰資産処分、ならびに米国の在
英施設の所有権を決済するための5.32億ドルの資
金援助、からなっていた (Bullen and Pelly 1986: 
411–2, 414–9, 422–3; CW 1979: 636–40; USDS 
1969: 173–7; Pressnell 1986: 300; Skidelsky 
2001: 441)。
この日、英米両国代表は終日、精力的に討議し
た。ヴィンソンは、会議が進行するとともに、英
国側で何が起こっているのかを悟った。ブリッジ
ス派遣が何を意味するのか。アトリー政権と代表
団との間に内訌が生じていることを。そうして、
交渉におけるケインズのふるまいを賞賛した。一
方で、英国代表団は、本国政府が受け入れや易い
ように米国草案の修正を試みた。だが、英国代表
団の試みは成功しなかった。米国側は、元本の支
払や利子の猶予にかかわる英国側の修正案を、拒
否したのであった (Skidelsky 2001: 442; Mog-
gridge 1992: 813)。
とはいえ米国が全く譲歩を拒んだわけではな
い。彼らは、12月2日協定案でいくつか重要な譲
歩を提示していたのである。例えば、ポンド地
域、およびその他地域での経常所得の交換性を自
由にする時期がそうであった。ケインズ自身はす
でに 1946年末と約束していたのであったが、労
働党内閣はこれを認めなかった。かかるなかで米
国代表団は、11月 18 日の米国協定草案に記され
た 1946年末ではなく、金融協定批准の 1年後と
する妥協案を提示してきた。ただし、こうした譲
歩の一方で、米国側は、英米間の経常取引にとも
なう通貨の交換性の自由化を、11月 18日草案の
1946年 12月末から協定発効後とすることとし、
自国に有利な規定の修正を行っていたことには注
意すべきであった。さらに量的輸入制限措置の撤
廃についても、その期限を 1946年末とする 11月
18日提案の規定を修正しなかった。
（5.2）最終局面での攻防―12月 2日の英米交渉
最終局面での英米の攻防は、複雑で、これを記
述するのは煩瑣で容易ではない。双方の対立点と
米国側の対処策を理解するには、12月 3日、バー
ンズ国務長官が駐英大使のワイナントに送付した
文書が手っ取り早い資料であろう。これをもと
に、主要な対立点と米国の対応をみることにしよ
う。
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（5.2.1） 英米で合意したおもな修正事項
①　第 6条「ポンド地域合意」
　 ポンド地域の経常取引にともなうポンドの交
換可能性実施時期の「おそくとも 1946年末
までに」を「発効後 1年以内」に変更する。
②　第 7条「その他為替合意」第 1項
　 「本協定の日からafter  the date  o f  this 
A gree ment」を「協定発効日から after effec-
tive date of this Agreement 」に変更する。
③　第 7条第 3項
　 本条項の履行義務は、植民地、海外領土、保
護下にある地域、宗主権のある地域、委任統
治圏を行使する地域に及ぶとした規定の全文
を削除。
④　第 8条「輸入合意」
　 「本協定の発効後少なくとも1年以内」を「で
きるだけ早く、少なくとも 1946年 12月 31
日までに」。英提案に基づき以前の文に替え
たもの。
⑤　第 9条「累積ポンド残高」
　⒜　 第 1項　若干の変更。[第 1項は、基本
的には、英国文書（11月 7日付の「ポン
ド地域合意」を用いている。）。
　⒝　 完全に別の文書に変更。もとの文章は、
11月 28日の第 11回米国金融委員会で
国務省によって提出された文書に基づく
規定案であった。そこでは、限定抜き
で、累積されたポンド残高は協定発効後
1年以内に、無差別に経常取引に用いら
れることになっていた。これが解放され
た、および経常取引に用いられるポンド
に限定されると再修正されるのである。
（5.2.2）米国側が拒否した事項
米国代表団は英国から出された以下の修正提案
を拒否した。
①　元本の返済延期条項案の堅持。
②　 利子免除に関わるウェーバーの発動基準を、
過去 5年平均ではなく 1年とする。
③　 第 5条を以下の簡潔な文に差し替える。「全
ての他の債務間で平等な取り扱いの原則に配
慮する」。
④　 第 6条、第 7条第 2項、第 9条第 2項につい
ては、そこに記されている「発効 effective」
の語を削除する。
この文書のなかでバーンズは、英国側は 45億
ドルを改めて要求してきた、しかしながら、米国
側は、新規借款 37.5万ドル、これと別枠の武器貸
与援助処理分 6.5億ドルを提案した。英国側は、
この数字にとても満足していると伝えていた。総
額については財務省と国務省との対立が続いてい
たが、トルーマン大統領の妥協提案で 40億ドル
と 35億ドルの間を米国の最終提案とすることが
決まったのであった。
米国による援助総額は、総額で 44億ドルとな
り、英国の求めた数字に 1億ドル足りなかった。
5年の猶予期間、金利 2%、返済期間 50年で、金
利は実際には 1.6%、毎年の元利返済額は、1.4億
ドルと見込まれた。
元本の支払い延期規定や金融協定の債務と非ド
ル債務の返済を関連づけている問題で英国側は、
改めてロンドン・ウェーバーの採用と、対米債務
の優先的取り扱い、非ドル債務返済への米国から
の援助資金の流用を禁止する規定、の撤廃を迫っ
た。だが、米国側は、これらの問題でも妥協の姿
勢を見せなかった。
例えば、ウェーバー条項についてみると、英国
代表団は 1年を発動の基準とするように求めた。
5年の平均をとる方式であると、実際に数値が得
られるのは 1951年になってしまう、これでは過
渡期が終わってしまうのではないか。景況不振が
続いた後、景気好転したときに発動するという皮
肉な事態になりかねない、等として反対したので
ある。だが、米国側は 5年平均に最後まで固執
し、英国側の修正要求を拒否した。
米国側はまた、ポンドの交換性の実現と輸入規
制措置の撤廃の問題でも、できる限り実施時期を
先送りしようとする英国の抵抗に対して部分的に
譲歩する姿勢を見せつつも、早期の自由化を追求
する立場を変えようとはしなかった (USDS 1969: 
185–8; Pressnell 1986: 320–1)。
⑹ 英国の屈服―アトリー政権の降伏
ブリッジスは、アトリー政権の意を受けて派遣
されてきた。だが、彼はワシントンの雰囲気を嗅
ぎ分け、その立場を全面的に転換した。そうし
て、本国に対して慇懃に代表団への指示を撤回す
るように求めた。彼は本国から新しい BABOON
がとどいたことを知らされたときに、それを送り
返すようにと述べた。バローの観察によれば、ブ
リッジスは完全に転向した。アトリー政権は追い
つめられた (Skidelsky 2001: 442–3) 16。
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このような状況に直面したアトリーは、自ら最
後の譲歩をかちとろうと懸命な外交工作を試み、
英国の過渡期の権利を執拗に主張し始めた。ワイ
ナントから 12月 3日に国務省宛に送付してきた
電文には、アトリーの切羽詰まった動きが報告さ
れていた。ワイナントによれば、朝、アトリーか
ら面会の申し入れがあった。ワイナントが官邸に
赴くと、首相は金融協定と通商協定について協議
したいとの意向を表明した。首相がとくに問題に
したのはブレトンウッズ協定の過渡期条項の問題
であった。彼は、英米金融協定案に、過渡期条項
の英国への適用が除外されることになっているこ
とにあくまで反対である、というのであった。ア
トリーは、かかる措置が講じられなければ、議会
はブレトンウッズ協定を批准しないであろうとも
明言した。
ワイナントはこうしたアトリーの申し出をうけ
て困惑した。彼は、協定の最終合意案のコピーを
持ってはいないし、その内容を知りえなかったか
らである。それでもワイナントは、英国議会がブ
レトンウッズ協定を批准しないのであれば、米国
議会は英米金融協定を承認しないとの意見を表明
した。このうえで大使は、アトリーに、米国の提
案のうちで英国政府が同意できない点を書面で示
すように求めた。しばらくしてアトリーは、文書
をワイナントに提出してきた。そこでは、金融協
定とブレトンウッズ協定が対立する三つの問題点
を指摘していた。それ等は、①ブレトンウッズ協
定が規定している 5年間の過渡期を奪われる、②
不足通貨条項の恩恵を奪われる、③金融協定によ
って向こう 50年間、ブレトンウッズ協定が規定
している権利・義務を剥奪されてしまう、という
ものであった (USDS 1969: 188–9)。
こうしたなかで英国代表団は、余儀なく、12月
4日の英米合同金融委員会で、本国の指示にした
がい、ブレトンウッズ協定の過渡期条項の適用除
外措置の撤回はあくまで譲れないと主張したので
ある (USDS 1969: 190–3)。しかしながら、英国
代表団の情勢分析では、これ以上英国が頑強に妥
協を拒めば、交渉が決裂することは目に見えてい
た。英国代表団はウィラードホテルに集まり、ア
トリー首相からトルーマン大統領に宛てた書簡を
待った。
英国時間の 12月 5日、午前 1時 56分にワシン
トンに送付されたアトリーの電文は、過渡期の保
護を改めて要求していた。アトリーは、この段に
およんでも、過渡期問題で新たな提案を行うとい
う動きを見せたのである。それは以下の内容であ
った。①英国が自発的に 1948年 12月 31日まで
国際通貨基金協定第 14条の過渡期規定の適用を
放棄する。そうして、その時点で、国際貿易会議
の結果とポンド残高の処理の進捗状況とを鑑み
て、また、米国の輸出が依存している欧州の経済
状況について問題を評価する。② ①が受け入れ
られないのであれば、協定発効後 1年以内に、米
国と英国は過渡期措置を、全般的、あるいは例外
的な事例として、継続すべきかどうかを決めるた
め協議する（Bullen and Pelly 1986: 424–5, 426, 
427–8, 428–30; ハロッド 1967: 663; Moggridge 
1992: 813–4）。
ハリファックスは、アトリーからの指示を伝達
するためトルーマンに電話をかけた。だが、大統
領は就寝したあとであった。そこで、ブリッジス
は、ヴィンソンを探して、彼にロンドンからの指
示を伝達しようとした。ヴィンソンはどこにいる
のか。各所に電話をかけた結果、彼が実にウィラ
ードホテルのナイトクラブにいることがわかっ
た。間もなく、飲酒で顔を赤らめたヴィンソンが
ブランドの部屋を訪れた。ヴィンソンは、アトリ
ーの提案を一蹴した。
米国東部時間の 12月 5日、午前 5時 41分。ブ
リッジスから NABOB463が本国に送付された。
米国の譲歩を得ることは困難で、受託せざるを得
ないという内容であった。10時に本国政府は降
伏した (Bullen and Pelly 1986: 430, 432–7)。
ドールトン蔵相は 12月 5日付でケインズに次
のような書信を送った。
親愛なるメイナード様
　拝啓
この長い厳しい闘いを―大きな困難に立ち
向かって―やり遂げられたことに衷心から
 16 ロビンズの 12月 2日の日記は、この日を次のように記している。解釈不能な個所もあるが、当日の様子をうかがい知
ることができる。「過酷な一日。カナダからの電話？　朝の会議。まさに予想通りの辱め。米国案の検討。グラント
（訳注：大蔵省高官）の怒り爆発。4時間の攻防。流儀の変更。電話。我々は運命を待つ」(Howson and Moggridge 
1990: 241)。
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感謝します。神経的にも肉体的にもぎりぎり
の極限まで懸命に努力されたことを、私は存
じています。そうしてあなたは一度ならず交
渉の頓挫を覚悟したのですが、結局はわが国
にドルをもたらしたのです。そのドルなしに
は英国の先行きは真っ暗になったでしょう。
あなたに深く感謝します。わが同僚も同様で
す。この協定の詳細のいくつかに満足しない
ものでも、あなたの手腕と才略と忍耐とには
賞賛を惜しまないでしょう。ですから、お帰
りになってご休息ください。あなたに再会
し、握手することをこころから待ち望んでお
ります。敬具
H・ドールトン (CW 1979: 604)
両国政府は 12月 6日午前 10時 30分、署名調
印した。3ヶ月にわたる精力的な、しかし、時に
苦難に満ちた交渉は終わった。「交渉の 2、3週間
は、関係者全員にとって悪夢のようであった。」交
渉締結の期限が刻々と近づいたのである。英国は
12月 31日までにブレトンウッズ協定を批准しな
ければならない。議会はそれと英米金融協定協定
について審議を行うのに数週間はみておかなけれ
ばならなかった。米国側も厳しい日程に追われて
いた。12月の第 1週に交渉はついに時間切れに
追い込まれたのである。「最後の 2、3日間、交渉
はサスペンスとドラマに満ちた雰囲気の中で行わ
れた」（ガードナー 1973: 376）。
ケインズは疲れ果てていた。だが、十分な休息
を取ることはできなかった。この日、ケインズ
は、多忙な 1日を送らざるを得なかったからであ
った。記者会見、カクテル・パーティー、そうし
てケインズによる全代表団を迎えての夕食会がス
タットラーホテルで開催された。12月7日、ケイ
ンズは大統領を訪問した。その後ニューヨークに
向かい、金融界の要人等と会った。12月 11日、
ケインズ夫妻は、クイーンエリザベス号で帰国の
途についた (Skidelsky 2001: 444)。
第 8章　英米金融協定草案の修正過程
英米金融協定交渉は、込み入った複雑な過程で
あった。この交渉過程を簡略に明快に説明するの
は容易ではない。最終局面はそうした様相を一層
色濃くしている。ここでは、読み解くのに煩瑣な
交渉過程から離れ、英米金融協定草案（11月 18
日草案、同 30日草案）から最終協定にいたる変
化を、条項の構成、各条項の規定の修正に焦点を
当てて、明らかにすることにしよう。（第 3表、
第 4表参照）
⑴ 全体の構成
全体の項目は、9項目、10項目、12項目と増え
ている。項目が増えたのは、11月 30日草案で第
10条に「協定に関する協議」が新設され、さらに
最終協定で第 1条に「協定発効日」が、さらに第
11条に「用語の定義」が新設されたことによる。
項目の表題に注目して大きな異同をみると、第
1に、11月 18日協定草案にあった「第 5条　繰
り上げ返済」が削除されたこと、第 2に、11月
30日草案第 5条、最終協定第 6条に「他の債務と
の関係」の条項がもうけられたこと、第 3に、11
月 18日草案の「8条　為替制限と輸入統制」が、
11月 30日草案第 8条と最終協定第 9条で「輸入
合意」へと変えられたこと、である。
⑵ 各条項の特徴と修正過程
（2.1）協定発効日
この規定は二つの草案にはなかった。最終協定
で第 1条にこの規定が盛込まれた。協定発効日が
第 1条に設定されるといういささか奇妙な形式に
なっているのは、①借款の供与の形式がクレジッ
トラインとなったことで融資枠の利用期間を定め
る必要があったこと、②最後まで難航した経常取
引によって得られたポンドの交換性回復の実施時
期、輸入規制措置の撤廃の実施時期との関連か
ら、金融協定発効日を明確に規定する必要に迫ら
れたためであろう。この条項で、金融協定の発効
日は、米国政府が英国政府に対し、米国連邦議会
が対英借款を供与するための資金の支出を承認し
たと通告した日に決められた。これにより協定発
効日は、1946年 7月 15日となった。
（2.2）信用枠
11月の 2つの草案では、この条項が第 1条に位
置していた。最終協定では第 2条になっている。
2つの草案の段階では、貸付枠の総額が未定で、
文書の当該箇所は空白になっていた。
（2.3）信用の目的
11月 18日草案では、第 1項で援助の目的を次
ぎのように規定した。英国の、①米国からの財・
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サービスの輸入を促進し、②戦後過渡期の経常収
支赤字への対処を援助し、③妥当な金・ドル準備
の維持を援助し、④この協定、及びその他の協定
で明記された多角的貿易の義務を遂行するのを援
助する、ことである。この規定案は、11月 30日
草案と協定に引き継がれた。この点から、11月
18日草案で、初めて金融援助の目的が明確に定式
化されたといえるであろう。それは、米国側が、
金融援助の資金を英国の戦時に累積したポンド残
高処理に用いるのを最終的に拒否したことを反映
している。ガードナーは、このようにいくつかの
目的が掲げられると、借款の目的はいったい何で
あったのか、と疑問を呈する。それは、英国の復
興を支援するためか、貿易多角化の義務を遂行さ
せるためか。だが、この二つの主要目的は、貿易
多角化が拙速に追求され、その負担に英国が耐え
られなくなれば、両立しない。これらの政策目標
は、大きなジレンマに陥ることになりかねない、
というわけである。この懸念は現実のものとなっ
た。経常取引によって取得されたポンドの自由化
表 3　協定の構成の修正過程
11月 18日草案 11月 30日草案 ブレトンウッズ協定
第 1 条　協定発効日
　新設
第１条　信用枠
　空欄
第 1条　信用枠
　空欄
第 2条　信用枠
　37.5億ドル
第２条　信用の目的
　全 2項（⑴で信用の目的を
　規定⑵で他の債務返済への
　充当不可を規定）
第２条　信用の目的
　⑴のみ
第 3条　信用の目的
　旧第 2条と同じ
第３条　償還並びに利子
　全３項
第３条　償還並びに利子
　同左
第 4条　償還並びに利子
　旧第 3条と同じ
　（但し全２項）
第４条　利払いの免除
　全 3項
第 4条　利払いの免除
　全 1項
第 5条　利払いの免除
　旧第 4条と同じ
第５条　繰り上げ返済
　全 2項
第 5条　他の債務との関係
　 全 4項（第 1項に 11月 18
日草案の 2‐⑵を移動）
第 6条　他の債務との関係
　旧第 5条と同じ
第６条　ポンド地域為替合意 第６条 ポンド地域為替合意 第 7条 ポンド地域為替合意
　旧第 6条と同じ
第７条　その他の為替合意 第７条　その他の為替合意　 
　全 3項
第 8条　その他の為替合意
　旧第 7条と同じ
第８条　為替制限と輸入統制 第８条　輸入合意 第 9条　輸入合意
　旧第 8条と同じ
第９条　累積ポンド残高 第９条　累積ポンド残高
　全２項
第 10条　累積ポンド残高
　旧第 9条の修正
第 10条 協定に関する協議　 第 11条　用語の定義
　新設
第 12条協定に関する協議
　旧第 10条と同じ
（出所：USDS 1969: 173–7, 185–7; Bullen and Pelly 1986: 341–4, 414–9; Pressnell 1986: 416–20）
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措置は性急すぎた。この負担に英国は耐えられな
かったのである（ガードナー 1973: 384）。
また、11月 18日草案では、第 2項で英米金融
協定によって供与される資金は、協定契約日に現
存する第 3国に対する資金の返済に充ててはなら
ないと規定していた。ここでは明記してはいない
が、戦時の累積残高ポンド残高がこれに含まれ
る。この条項案は、11月 30日草案では、新設さ
れた「第 5条　他の債務との関係」の第 1項に移
され、引き継がれた。なお、この「他の債務との
関係」の条項は、そのまま最終協定に盛込まれて
いる。
ところで、英米金融協定の資金を、ポンド残高
の処理や第三国からの借金の返済に充ててはなら
ないという規定は、対英金融援助に対する理解を
得るため、世論や連邦議会対策にとられた措置の
ひとつであったと考えられる。
（2.4）償還ならびに利子
11月 18日、11月 30日、および最終協定では
実質的な変更はみられない。ガードナーの簡潔な
説明を借りると次のような規定となっている。金
利は 2%で、利子と元本は、1951年 12月 31日
を第1回の支払日として、50年賦で返済されるこ
とになった。利子の支払いに対しては、5年間の
猶予期間が設けられたから、実質的な年金利は
1.6%になった。これによって結局、元利の年返
済額は、1.4億ドルと見積もられた。ガードナー
は、世界貿易の順調な発展が期待されていただけ
に、このような金額は英国にとって決して過大な
負担にはならなかったと思われると、評価してい
る（ガードナー 1973: 385）。
この条項の草案の修正過程で注目されるのは、
11月 18日草案に独立の条項として規定され、11
月 30日草案で削除されていた繰り上げ返済の規
定案が、最終協定ではこの「償還ならびに利子」
の第 2項として改めて採用され、英国政府は、引
き出した資金の償還を促進しなければならないと
されていた点であった。貸付けた資金を早期に回
収したいとの米国側の意思がうかがえる。
（2.5）利払いの免除
11月 18日草案では、全 3項構成の、おおよそ
次のような規定案であった。
第 1項：国際通貨基金の証明により、英国は、
以下の⒜⒝となった場合、利子支払いを免除され
る。⒜国内産品の輸出による受け取りと貿易外取
引の純受け取りの合計が、過去 5年間の平均で
8.66億ポンド（1936–38年の調整済み年平均輸入
額）を下回った場合、⒝英国の金・交換可能外国
為替の保有額が、次の①②の合計を下回った場
合。①英国の過去五年間の商品輸入額の 15%、②
前年末の英国政府の公的金・交換可能外国為替に
対する外国政府、及び外国中央銀行の経常需要と
短期債務の 25%。
第 2項：以下の⒜⒝について合意された解除、
あるいは支払いの年総額が、本件の年間の分割支
払額に比例して削減されない場合、第 1項の⒜⒝
での利子免除は、要求できないし、認められない。
⒜ 1945年 1月 1日以降に締結された英国政府
への新規貸付。
⒝ 1950年以降解除されるポンド残高。
第 2項はいったい何を意図したのであろうか。
ポンド残高の処理や第三国から借り入れた新規資
金の返済に資金を充当しながら、米国に対してこ
れに見合った資金を米国に返済しないのであれ
表 4　実施時期の修正過程
11月 18日 11月 30日 協定
（ポンド地域為替合意の撤廃） 1946年末以内 同左 発効日から 1年以内
（その他為替合意の撤廃） 1946年末以内 ①米国 : 発効日以後
②ポンド地域・米国以
外：発効日から 1年以内
同左
同左
（対米輸入制限措置の撤廃） 1946年末以内 発効日から 1年以内 1946年末以内
（累積ポンド残高の処理期限） 明記せず 発効日から 1年以内に対
外支払のためのポンド残
高は無差別に使用される
解除乃至経常取引に使用
できるポンドに限り発効
日から 1年以内に自由化
（出所：USDS 1969: 173–7; Bullen and Pelly 1986: 341–4, 414–9; Pressnell 1986: 416–20）
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ば、たとえ英国が対外準備不足になったとして
も、利子免除規定の第 1項⒜⒝に基づく利払いの
免除は認められない、ということであろうか。
第 3項：支払い方法及び時期の再考慮を求める
権利についての規定（略）。
この 11月 18日草案の規定案は、11月 30日草
案では簡略化され、ひとつの項目に整理される。
すなわち、英国政府が、国際為替の現状、及び将
来の状況、並びに対外準備の状況を勘案して利子
免除を必要と認め、かつ 11月 18日草案の第 1項
⒜の場合、である。但し、この第 1項⒜に以下が
追加されている。純収入の算定にあたっては、累
積ポンド残高の解除、支払い乃至使用の1.75億ド
ルを超えるいかなる額も資本取引と見なし、当該
年度の貿易外取引からの純収入の算定に含めない
こと。そうして、この草案が最終協定にそのまま
引き継がれるのである。
金融協定の利子免除条項については、ガードナ
ーが、指摘していたようにいくつか疑問があっ
た。第 1に、その後の人口増や生活水準の向上を
考えると、戦前水準を基準に輸入額を決めること
に無理があった。第 2に、英国が外貨収入の一部
を対外債務の利払いに充てなければならないこと
が見逃されていた。第 3に、国際貿易が短期的に
大きく変動して免責条項の発動とラグが生じる可
能性があった（ガードナー 1973: 385–6）。
（2.6）繰り上げ返済、および他の債務との関係
興味深いことに 11月 18日草案には、第 5条で
全 2項からなる「繰り上げ返済」の規定があっ
た。第 1項で、繰り上げ返済ができることを規定
し、第 2項では、繰り上げ返済の方法について次
のように規定している。英国政府が 4条第 2項に
記されているポンド残高の解除、あるいは新規借
り入れ分の年支払いを、当初の合意を超えて繰り
上げ返済する場合、それと同額の本貸付の元本を
繰り上げ返済することができる。なお、第 4条第
2項⒝のポンド残高の解除と返済は、年間で 1.75
億ドルを超える分が繰り上げ返済となる 17。
この繰り上げ返済規定はこの後、11月 30日の
草案では、削除された。英国側からばかりか米国
側からも反対が表明されたからである。
この繰り上げ返済規定案にかわって、11月 30
日草案では新たに「第 5条　他の債務との関係」
が新設された。この条項は全 4条から構成され、
最終協定の第 6条に受け継がれた。この条項はど
のようなものか。
第 1条：すでに指摘したように、ここには、11
月 18日草案の第 2条第 2項が移されていた。こ
れは、英米金融協定の援助資金は他の債務の返済
に充てることができないという規定であった。
第 2項：以下のような規定である。英国は、本
協定発効後から 1951年末までの間、英連邦の供
与国から、本金融協定よりも貸し手に有利な条件
で長期借り入れを行わない。
この不分明な条文の狙いは何であろうか。英米
金融協定を締結した米国の場合よりも貸し手に有
利な条件の貸付というのは、換言すれば、連邦諸
国からの対英貸付は、金利や期間、返済猶予期間
などで厳しい条件ではいけない、つまり、英国
は、米国よりソフトな条件で、英連邦諸国から借
り入れなければならないということである。この
狙いをガードナーは、次のように説明している。
「ここには米政府が、英国と政治的に正式に結び
ついている諸国より寛大であると思われるのを明
らかに避けようとした意図が潜んでいた。」そう
してこの措置は、世論に訴える意図からであった
か必ずしも明確ではないが、経済的には正当化し
うるのかは疑問であり、米国より経済的に劣る諸
国からの対英金融援助の道を閉ざす結果となった
 17 同一の文書であるのに、ケインズ全集第 24巻に掲載されている草案とバレンらが収録している文書とでは相違がみら
れる点を指摘しておこう。問題箇所は、ケインズ全集では次のようである。
  “(II) If the government of the U.K. accelerates releases or annual payments as described in 4(II) above in advance of 
the rate originally agreed, it will make an accelerated payment of an equal amount of the principal repayments in 
the next instalment due on this line of credit releases and annual payments of more than 175 million dollars per 
year under 4( I I ) (b )  above shall be considered as accelerated payment” (CW1979: 631).  問題となる全集の箇所は 2
つである。その一つは、instalmentと単数で表示されている語はバレン等の文書では複数扱いである。だが、これはさ
ほど大きな問題ではない。問題なのは、全集で credit releaseとつながっている箇所が、バレン等の資料では次のよう
になっている点である。“… due on this line of credit. Releases and annual repayments …” creditの後にピリオドが
うたれ、Releaseを主語とする文が続くのである (Bullen and Pelly 1986: 343)。もとの資料と照らして確認できない
が、恐らくケインズ全集の誤植と考えられる。
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と考えられる、と批判的に論評している（ガード
ナー 1973: 386–7）。
第 3項：以下の①⑵の場合、第 5条に基づく利
子支払いの免除の要請は行われないか、許容され
ない、としている。
①累積ポンド残高の当該年度における解除、も
しくは支払いの総額が、利子支払い免除額に比例
して減額されない場合。
②前項（＝第 6条第 2項）に言及された借款に
対する当該年度の利子支払いが免除されない場合。
この条項の狙いは極めて分かりにくい。ガード
ナーもこの制限条項は「その意義が最も複雑怪奇
なものであった」と評価している（ガードナー
1978: 378）。次のような解釈は可能であろうか。
この条項の狙いは、金融協定による利子支払い免
除によって生じた資金が、①累積ポンド残高の処
理に充当され、あるいは②米国より有利な条件で
貸付けた英連邦諸国への金利返済に充てられるの
を、防止するためである。
第 4項：本条項についての協議に関する規定
（省略）。
なぜこのような条項を導入しようとしたのか。
英国の要求に応じて寛大な援助を実行したいとい
う意図と、この一方で、世論、議会対策から、寛
大すぎるとの批判をかわそうとする狙いからであ
ったのではないか。この一方で、英国の強硬な姿
勢を宥和し、経常取引で取得したポンドの全般的
な早期の交換性回復に同意させ、自由貿易体制構
築への協力を取りつけるためには、返済条件を緩
和しソフトな援助であることを印象づける必要が
あった。このためには、利子免除規定が欠かせな
い援助条件と思われた。だが、繰り上げ返済や利
子免除規定は、米国にとって「悪用」されかねな
い。そこで米国としては繰り上げ返済では、金融
協定による貸付資金の返済とその他の借金の返済
を並行して同時的に等しい額で実施せずに後者を
優先するのであってはならない、また、返済を猶
予された金利支払いに相当する分が、他の借金の
返済にあてられたのでは困る。このような事情か
ら、利子返済の免除、繰り上げ返済、その他債務
との関係、の条項化が目論まれ、結果として、極
めて難解で、実際に運用可能であるのか不明な条
文が作成されたのではなかろうか。
（2.7）ポンド地域為替取極
この条項は、ポンド地域における経常取引によ
って取得したポンドの交換性を実現することを規
定している。11月 18日の草案から協定まで文章
上の基本的な変更はなかったが、実施時期につい
ては、11月 18日、30 日草案がそれぞれ 1946年
内としていたものが、協定では協定発効日から 1
年以内と変更があった。原案のまま 1946年末ま
でであれば、実際の協定発行日が 1946年 7月 15
日となったことから、英国は短期間に厳しい対応
を迫られることになったはずだ。この点で米国が
英国に対して譲歩したことになる。もっともこの
譲歩の程度については、意見が分かれよう。ガー
ドナーは、この条項について、英米は異なった受
け止め方をしたであろうと、次のように解説して
いる。ポンド地域の差別的性格を強調してきた米
国は、この措置によって、経常取引によって得ら
れたポンドの交換性が実現され、ドル・プール制
は過去のものになるといい、一方、ポンド地域の
ポンド取引の本質的に自由な性格を強調し、米国
のいう差別的性格はもっぱら戦時の統制によるも
のと反論してきた英国からすれば、この条項によ
って本質的な変化が生じる訳ではなかった（ガー
ドナー 1973: 388–9）。
（2.8）その他の為替合意
この条項は、11月 18日草案では、簡単に、英
米両国は、1946年 12 月 31日以降、あるいは可
能であればそれ以前に、経常的国際取引に関する
支払いと資金の移転を制限しないことで合意し
た、と規定していた。それは、実質的は、ポンド
地域以外での経常取引にともなうポンドの使用を
制限しないことで合意したということあった。こ
の条項の構成は、11月 30日草案と協定では、全
3項の構成に変えられ、より明確になった。その
狙いは、規定を米国地域（第 1項）と非米国地域
（第 2項）とに区分し、それぞれの場合に、経常
取引を制限しないことを明確に規定することにあ
ったとみられる。
やや詳しくみると、11月 30日草案と協定では
文言に明らかな異同がみられるが、内容的には大
きな相違はない。そこで、最終協定でみると、ま
ず、第 8項の第 1項では、英国は、協定発効と同
時に、以下の取引を制限しないことに合意した。
⒜許可を受けた米国商品の輸入に対する支払い乃
至振替、およびその他 2国間の経常取引の決済。
⒝経常取引により米国居住者に支払う場合のポン
ド残高の使用。
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さらに第 2項では、本協定の発効後 1年以内
に、英米は、ポンド地域、米国地域以外の地域で
の経常取引にともなうポンドの制限を行わないこ
とで合意した。第 1項の場合は、発効直後の実施
を規定しているのに、ここでは発効後 1年以内と
時期が先送りされた点に注目すべきであろう。
第 3項では、①本条と次の第 9条については、
多角的協定による更なる包括的な取り極めを期待
する、② 1951年 12月 31日までの時限措置であ
る、旨が規定されている。とりあえず時限的措置
とすることで妥協が得られたのであろう。
（2.9）輸入合意
11月 18日草案では、「第 8条　為替制限と輸入
統制」となっていたものである。協定では「第 9
条　輸入合意」となっている。この条項は、次の
ような規定である。米国政府、あるいは英国政府
のどちらかが、輸入制限を課し、あるいはこれを
維持しようとする場合、かかる制限は、いかなる
産品についても、一方の国からの輸入を差別しな
いとの基礎に基づき、実施されなければならな
い。かかる義務は次の場合、適用されない。⒜か
かる輸入制限を課すことによって、交換可能でな
い通貨を利用しなくとも済む効果がもたらされた
場合。⒝かかる輸入制限措置を講じることによっ
て、戦争により経済が崩壊した国を援助しなけれ
ばならないという特別の場合が生じた場合。⒞い
ずれかの政府が IMF第 7条（稀少通貨条項）の
規定に合致した、為替制限に等しい効果を有する
数量制限を行う場合。この条項も難解な規定であ
り、米国が、この規定をいかなる意図から盛込ん
だのか、実際的にどう運用する考えであったの
か、必ずしも明らかでない。この条項は、明らか
に、輸入制限措置に対する規定であり、草案段階
での為替制限の問題は、第 7条、第 8条で規定し
ているので、11月 18日にあった「為替制限」な
る語が削除されたのであろう。また、11月 18日
草案、11月 30日草案では、協定にある例外規定
の⒞項が無いが、内容的には最終協定と大きな変
化はみられない。ただ、実施時期になると、異同
がある。11月 18日草案では、1946年末までに実
施するとなっていたものが、11月 30日草案では
発効後 1年以内と変えられ、最終協定では、再び
1946年末に戻された。第 8条の第 1項で、米国
との経常取引にともなうポンドの交換性の実現を
協定発効からと厳しい対応を求めているのに対応
して、その補完的位置にあるこの条項でも、米国
側は、厳しい姿勢を貫いたということができよう。
この規定の狙いについて、ガードナーは、極め
て的確に次のように論じている。この条項は、
「第 8条　その他の為替合意」の補足条項であ
る。それは、1946年 12月 31日以降、英国は、
輸入差別的措置をとる場合、米国からの輸入を差
別してはならない、と規定しているのである。補
足条項の性格を持っているが、この条項の方がむ
しろ重要である。それというのも、英国がポンド
の差別的措置撤廃の義務を回避するために、米国
からの輸入に対して数量制限をしないように仕向
けることにあったからである（ガードナー 1973: 
389–390）。
（2.10）累積ポンド残高
11月 18日草案、11月 30日草案、協定に至る
修正過程をみると、いくつか興味深い点がある。
協定では 2項構成で、第 1項は、ほぼ英国側の 11
月7日付「ポンド地域合意」に関する文書 (Bullen 
and Pelly 1986: 305–9）にそって、累積ポンドの
処理を 3カテゴリーに区分して、処理することが
規定されていた。それらは、⒜直ちに解除され、
他のいかなる通貨にも交換され、経常取引の決済
に用いられる通貨、⒝同様に解除され、1951年を
初年度として年賦で清算される残高、⒞戦時中及
び戦後の債務の清算に寄与するものとして、なら
びに関係国がかかる清算により期待される恩恵を
考慮して調整される残高。この規定は、2つの草
案、協定とも一カ所を除き同じ規定であった。異
なっていた箇所は、最後の「……調整される残
高」という文言であった。この「be adjusted調
整される」は 11月の二つの草案では「be written 
off償却される」となっていた。この条項は英国
の強い意向をうけて、処理される累積残高の総
額、解除、償却される残高の内訳については、な
んら言及が無かった。
最終協定の第 2項では、英国政府は、解除、な
いし経常取引に使用できるポンド残高という限定
で、協定発効後 1年以内に、通貨地域の如何を問
わず、無差別、かつ自由に、経常取引に使用でき
るようにすると、規定していた。興味深いのは、
この第 2項が新設されたのは 11月 30日草案にお
いてであった。問題なのは、その内容である。11
月 30日草案では、この箇所は次のような文章に
なっていた。
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“..., the Government of the United Kingdom 
agrees that, not later than one year after the 
effective date of this agreement unless a later 
date is agreed upon after consultation, any 
sterling balances available for payments, 
whether pursuant to settlement of  [or] 
otherwise, will be available for use in any 
currency area without discrimination.” (CW 
1979: 640)
この条文案では、累積ポンド残高は何であれ、
無差別に自由に支払いに用いられるとうけとられ
かねない。英国にとって到底受けいれられない内
容である。どう考えてもおかしなこの条文案はど
うして挿入されたのか。この条文案は協定では削
除され、解除されたポンド、および経常取引に用
いられるポンドのみが無差別に使用できるとの条
文にかえられた。細かい経緯は不明であるが、米
外交文書では、11月 28日の米国金融委員会の会
議で国務省案を採用したとの注記がある (USDS 
1969: 185–7)。
第 9章　英国における論争と批准
米国での論争と批准については拙著（『冷戦の
起源とアメリカの覇権』）でもすでに触れたこと
がある。重複を避け、ここでは、あらためて英米
金融協定の特徴を概観したうえで英国での批准論
争についてみよう。
⑴ 英米金融協定
（1.1） 英米金融協定の骨子
　1945年 12月 6日、英米金融協定が締結さ
れた。その内容はおおよそ次のようなもので
あった。
⑴ 発効日 : 米国議会が協定で合意された資金
を供すると英国政府に通告した日に発効す
る（結局、協定の発効日は 1946年 7月 15
日となる。）。
⑵  37.5億ドルの資金を供与する。資金は
1946年 7月 15日から 1951年 12月 31日
の期間にいつでも引き出せる。
⑶ 資金供与の目的 :
　① 英国による米国内での財・サービスの購
入の促進。
　② 戦後過渡期の経常収支赤字に英国が対応
するのを援助する。
　③ 英国が適切な金・ドル準備を維持するこ
とを援助する。
　④ 英国が多角的貿易の義務を果たすのを援
助する。
⑷ 償還と利子 : 1951年 12月 31日に始まる
50年賦／年利2%。10億ドルの信用供与に
つき約 3182万ドル。
⑸ 利払い猶予 : いかなる年においても英国政
府は米国政府に利払いの猶予を求めること
ができる。それは、
　⒜ 英国政府が現在及び将来の国際為替と
金・ドル準備の状態のもとで猶予が必要
と認め、
　⒝  IMFが、英国の国内で生産された財・サ
ービスの輸出による所得と貿易外所得の
純所得の合計が、戦後五年間の移動平均
で、1936年から 1938年にいたる間の英
国の年平均輸出額8.66億ドル （それは戦
後の価格水準に調整される）を下回った
ことを証明した場合、である。
⑹ 借款と他の債務との関係（省略）。
⑺ 英国政府は協定発効後 1年以内にポンド地
域諸国との協定締結により経常取引の自由
化をはかる。
⑻ その他の為替取極
　① 本協定発効後、以下⒜⒝に対して為替取
引を制限しない。
　　⒜ 英国への輸入を認められた米国産品に
対する支払と資金の振替、あるいは両
国間での経常取引の決済。
　　⒝ 経常取引によって生じる米国の居住者
への貸付に対するポンド残高の使用。
　② 両国政府は協定発効後 1年内に経常取引
にともなう資金の支払や振替の制限を撤
廃する。
⑼ 量的輸出規制を行わない。これを 1946年
12月 31日までに、できるだけ速やかに実
行に移す。
⑽ 累積ポンド残高の処理
　⒜ 経常取引のため直ちに解放され、どの通
貨にも転換される残高
　⒝  1951年以降に借り換えによって解放さ
れる残高
　⒞ 戦時及び戦後の債務の清算への寄与に応
じ、そうした清算によって得られる恩恵
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を認めつつ調整されるべき残高。
（1.2）英米金融協定とポンドの自由化
相互援助協定に基づく戦時の軍需品の援助に関
わる債務処理は、米国が寛大な処理方式を提案、
英国がこれを受け入れた。膨大な戦時債務を抱え
ていた英国にとってこの処理策は満足のいくもの
であった。
ガードナーも、「前例のない寛大なものであっ
た。またこの条件は、議会や一般国民が期待して
いたものよりけたはずれに緩やかなものだった」
と評価している（ガードナー 1973: 373–4）。すな
わち、
①  200億ドル以上の対英純債務を全額棚上げ
する。
② 戦争終結時に英国が保有していた約 60億
ドル相当の余剰物資と武器貸与物資は、こ
れを 5.32億ドルで英国に譲渡する。
③ 受注したものの終戦前に納入されなかった
武器貸与物資については米国政府は英国に
対して 1.18億ドルの支払を要求する。
だが、ポンドの交換性回復とポンド残高処理
は、英国の目論見どおりにはいかなかった。
（1.2.1）経常取引に対する制限措置の解除
英国は協定発効と同時に、許可を受けた米国商
品の輸入に対する支払および米国居住者の保有す
るポンド残高で、経常取引により取得したものの
使用を制限しないことを約束した。
第 9条の輸入についての規定は、米国との貿易
にかかわる交換性の実現に関する補足規定で、英
国は貿易の数量制限を行う場合、米国を差別して
はならないとした。この目的は、英国が支払制限
撤廃の義務を回避するため、米国商品の輸入に対
する数量制限を導入しないように仕向けることに
あった。
ポンドの交換性の問題で両代表団の間で意見が
あわなかったのは、その究極的な目標というより
は、その実施時期であった。
英国代表団は、期限を決めること、それも 1年
後とすることに強く反対した。この期限内に英国
経済の回復は見込めないと考えていたからであ
る。また、他の国々が経常取引の自由化を実施す
るのに先がけて英国が、ポンドの交換性を回復す
ると、外国の保有国が一方的に英国に対して金・
ドルとの交換を求めて殺到しかねない。これでは
英国の国際収支に悪影響が生じる。そこで英国代
表団は、期日を決めずに、出来るだけ早く撤廃す
るという妥協案を提示した。しかし、米国はこれ
を受け入れようとしなかった。結局、次のように
なった。
① 米国居住者が取得したポンドの交換性は、
金融協定の発行日に実施する。
② 数量制限をするにあたって差別待遇は、
1946年 12月 31日までに撤廃する。
③ ポンド地域とその他地域諸国の居住者が取
得したポンドの交換性は、協定発効日から
1年以内に実施する。
この協定の発効にともない、英国はブレトンウ
ッズ協定に至る交渉で過渡期の困難に対処する防
御的措置として英国がかちえたものを、英米金融
協定によってみすみす失う羽目になったのである
（ガードナー 1973: 373–4）。
その後の経過が示しているように、ポンドの交
換性の回復の実施時期を限定するのは戦後過渡期
の経済情勢が不安定で困難な時期には無理であっ
た。それは、あらかじめ確信をもって、実施時期
を宣言できるような事柄でもなかった。すでに言
及したが、ガードナーは、戦後過渡期という不安
定な時期に、また、通貨の交換性が一般化してい
ない時期に、特定の通貨に交換性回復の時期をあ
らかじめ決めるなどということは、無分別のそし
りを免れない、と酷評している（ガードナー 1973: 
396–7）。
（1.2.2） ポンド残高処理の合意について
米国代表団は、協定草案の起草過程で、金融協
定の目的から累積ポンド処理を除外し、その資金
が残高処理に用いられることも禁じた。協定の第
10条でポンド残高の清算を規定しながらも、第 2
条の協定の目的から外されるという、なんともお
かしな扱いとなった。米国側は、ポンド債務の清
算には巨額の資金が必要であり、他国の債務処理
に米国民の莫大な税金を投入することに、世論や
議会の理解を得られないと考え、金融協定に具体
的な救済策を盛込むことができなかったのであろ
う。
この規定の曖昧で妥協的な性格は、次のような
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規定にもうかがえた。ひとつは、この第 1項の規
定では、累積ポンド残高には、戦時中に限らず、
戦後の英国の軍事支出も含まれるとしているが、
関係国との協定により戦時のものと同じ扱いをす
るものとしているだけで、何時までのどのような
軍事支出が、関係国とどのような協定を取り結べ
ば累積残高に組み込まれるか、明確ではなかった。
同様なことはこの条項の第 2項についても言え
た。そこでは「解除ないし経常取引の支払いに使
用できるポンド残高を、本協定発効 1年以内に、
例外を除いて、通貨地域の如何を問わず、無差
別、自由に、経常取引の決済に使用される」とし
ていた。しかしながら、第 1項の⒜で、経常取引
に使用される残高が何時、どれだけ清算されるの
かが明らかでない以上、この規定も実効性に乏し
い曖昧なものであった、と言わざるを得なかった。
戦時債務の処理は、国際連合諸国間の問題とす
べきであった、と主張する向きがある。これによ
ってポンド残高処理の責任を分散することができ
たであろう、と考えるからである。しかしなが
ら、これは英国の強い反対にあい、実現しなかっ
た。英国は、戦後の通貨計画をめぐる英米交渉の
過程やブレトンウッズ会議で、国際機関によるポ
ンド残高の処理を拒み、自力で解決を図ろうとし
てきたのであった。
⑵ 英国議会での批准論争
ブレトンウッズ協定と一括された英米金融協定
の批准法案が、英国議会の下院（1945年 12月
12、13日）、上院（同 17、18日）でそれぞれ審
議された (417 H. C. Deb. 422–558, 666–747; 138 
H. L. Deb. 677–775, 777–898)。
（2.1）下院での審議
アトリーは、金融協定締結の翌日、議会下院で
早期審議を訴えた。金融協定を巡る議論が論壇を
にぎわし始めたが、反対の論調が全般的な傾向で
あった。
左翼と右翼はともに、アトリー政権が推進する
政策は、米国の経済政策に追従し、自由・多角主
義を実現しようとする危険な選択であるとして、
強く反対した。「マックス・ビーヴァーブルック
に率いられるチャーチルに極めて近い者達によっ
て支持された保守党内の一派は、提起された通商
政策が特恵を廃止させ、帝国経済ブロックの理念
を破滅に導くと確信したのです」（ケインズ）。
右翼は、英帝国を米国に明け渡し、国内産業と
経済体制を脅かすものであるとみた。左翼は、完
全雇用と福祉国家に対する脅威であると見なし
た。反対勢力は「ドルの横暴」（保守党党首ウール
トン卿）、「戦争の結果生じたわが国の経済的困難
を利用してわが国政府が国際貿易に社会主義的な
原則を適用するのを防止しようとしている」（コ
ール）、「ワシントン交渉で諸君の受けた印象、す
なわち米国人が、われわれをあたかもあらゆる不
正な策略を用いた国民であるかのように見下げ、
実力を用いてこれをよい子に仕立てあげようとす
るような印象は、事実を考えると、誠に堪え難
い」（リンゼー卿）などと批判した。(CW 1979: 
627; ガードナー 1973: 408–9, 415–6; Ski delsky 
2001: 444)。
ケインズが帰国の船中にあるとき、下院は、12
月 12、13日の両日、金融協定と、ブレトンウッ
ズ協定、武器貸与援助の清算、それに国際貿易機
関の設立等に関する文書の承認が包括された法案
の審議に入った。下院では、先の総選挙で大躍進
した労働党が圧倒的な多数を占めていた。労働党
が、法案成立を期して、党議拘束をかければ、法
案の下院通過は確実とみられた。
下院での審議は、12日の午後3時過ぎに開始さ
れた。まず、ドールトンが米国から借款を得るた
めにはブレトンウッズ協定の批准が必要である、
米国の援助が得られないのであれば、英国は生活
水準の甚だしい切り下げを余儀なくされ、また、
英国の再転換と復興は覚束なくなる、あるいはブ
レトンウッズ協定の拒否は、米国との緊密な関係
に深刻な打撃を与えることになり、他分野での経
済協力の進展を妨げる結果になろう、などと法案
への支持を訴えた。彼は、政府が、極めて短期間
のうちに為替制限措置を除去する義務を受諾した
が、これは、交渉の決裂を回避するためにやむを
得ない対応であった、と弁明した。
下院では、シャハト主義者と目され金本位制を
敵視する保守党のブースビーが、もっとも辛辣な
反対者であると目されていた。登壇した彼は、ブ
レトンウッズ協定の審議を過去 10ヶ月に渡って
政府に求めてきたが、いっこうに政府は応じなか
った、政府は我々に拳銃を突きつけ、わずか数日
のうちに法案を採決するよう求めてきている、と
非難した。これに対して、下院議長は、下院が一
括法案の審議に入った以上、ブレトンウッズ協定
についての個別審議はできない、と突っぱねた。
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帝国主義者と自認するマックス・アトキンは、借
款の条件が厳しすぎる、帝国特恵体制を崩壊させ
るものである、と批判した。こうした帝国擁護勢
力の批判に対して、帝国からの輸入は 1938年の
33%から 1944年には 27%にその全体に占める比
率を低下させていると、反論するものもいた。
翌 13日、午後の 3時を大分回ってから審議が
再開された。反対派のムーア議員が長饒舌をふる
い、これに続いて、議員の間で賛否両論が繰り返
され、時間が消費された。保守党の事実上のリー
ダーであるチャーチルが登壇したのは夜の 7時
50分過ぎになってであった。
チャーチルの演説は、若干の質疑を交えて、お
よそ 50分に及んだ。彼は、ポンドの交換性を 15
ヶ月後に実現することを受け入れたのは認めがた
い、英米金融協定、通商合意、ブレトンウッズ協
定が一括して性急に提案され、審議を求められて
いるのに反対である、しかし、英国がおかれてい
る現下の厳しい状況下にあって、保守党の指導者
としては、法案に棄権することが望ましく、賢明
であると主張した。彼は、台頭するソ連・共産主
義勢力との戦いが、戦後世界秩序の構築のうえで
死活的重要性を持ち、このために米国との協調関
係を堅持することが英国の基本戦略と位置づけて
いた。そうであれば、率先してブレトンウッズ協
定、英米金融協定に反対し、これらの成立や批准
を阻み、英米関係に深刻な亀裂を生じさせること
は回避すべきであった。彼は、法案に反対の姿勢
を示す一方で、戦時中の武器貸与援助による米国
の寛大な援助と助力は、人間の美徳と将来の世界
の希望の金字塔であると、礼賛した。さらに彼
は、英米金融協定に厳しい条件がついているから
といって米国を非難するのは当たらない、戦争の
犠牲を払わずにナチスとイタリアの略奪から救わ
れたエジプトは、戦争負担を英国に負わせ、ポン
ドを溜め込んでいるではないか、インドも然りで
ある、と単純な反米論を牽制し、米国ばかリを批
判するのはあたらないと説いた。また、チャーチ
ルは、豊かな生活を約束して政権を奪取した労働
党が国民に高い生活水準を約束しているのに対し
て米国が厳しい姿勢を示しているのであると、非
難の矛先を米国に向けるのではなく、労働党政権
に向けるべきであると主張した。
チャーチルの演説に対して、ベヴィンが反論
し、これにチャーチル、ブースビーが反論する一
幕が続いた。この後、金融協定、ブレトンウッズ
協定、武器貸与の清算、それに通商上の英米合意
に関する包括法案を承認するように動議が出さ
れ、採決に付された。結局、第 1読会で法案は、
賛成 345、反対 98で可決された。この時、時計の
針は、すでに午後 9時を回っていた。
採決では、チャーチルをはじめ保守党の大多数
は棄権し、多くの保守党員は上層部の意向を無視
して反対票を投じた。政府も部内の反乱に直面し
た。労働党の閣僚の多くが反対し、保守党の帝国
擁護派も反対した。労働党内の法案賛成者でさ
え、法案を積極的に支持したわけではなかった。
午後 9時 27分から第 2読会に入った。ブース
ビーが、登壇し、再度、ブレトンウッズ協定につ
いて何ら実質的な審議がなされていないと非難し
た。だが、彼の審議要求は議長により却下され
た。採決の結果、法案は、賛成 314、反対 50で可
決された。第 1読会を上回る棄権者がでた 18。
12月 14日、下院で法案に関する第 3読会が午
前 11時 17分から開始された。ブレトンウッズ協
定に強い懸念を抱くブースビーは、そこで、今度
は、英国が基礎的不均衡に落ちいた際に、国際通
貨基金が権限を不当に行使して英国のポンド切り
下げを拒否するような事態に対処するための条項
を法案に盛り込むよう要求してきた。この際、彼
は、国際通貨基金協定の規定にある「基礎的不均
衡」の概念が明確さを欠いている点についても批
判を加えた。これに対して、ドールトンが、その
概念が不明確であることを認め、国際通貨基金の
設立後早々に、米国と協力してその明確化につと
めると約束した。こうしたこともあって、ブース
ビーは修正提案を取り下げる動きに出た。だが、
彼は、ブレトンウッズ協定に対する別の疑問をあ
らためて提起した。彼の解釈では、国際通貨基金
によって固定相場を維持する義務が加盟国に課せ
られると、世界の金を独占している米国のニュー
ヨークのみが、公定為替レートから乖離した相場
で、自由に外国為替が取引される市場となる。そ
うして、そこに、公定相場からはなれた為替が取
引される巨大なヤミ市場が形成されることにな
る。彼は、これによって戦後通貨計画の全ての目
 18 下院の票決結果についてガードナーは、賛成 343票、反対 100票、棄権 169票で、スキデルスキーもなぜかガードナー
と同じ賛否で、可決されたとしている。（ガードナー 1973: 415; Skidelsky 2001: 444）。
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論みは崩壊しよう、との見方を示した。次に彼
は、質問の趣旨や内容が明確ではなかったが、ブ
レトンウッズ協定第 8条、第 6条、第 5条の関係
についても疑問を呈した。これに対して議長は、
現在審議中の法案のどこに第 8条の規定があるの
かと問い、ブースビーの質問が、議事進行に適合
的でないとして却下した。そうして、議長は第 3
読会の採決に移ることを宣言する。これに対して
一部議員が、不満と不同意を表明する。ブースビ
ーは、最後まで抵抗を試み、発言を議事録の残す
ように求め、次のような所信を表明することにな
る。この法案は、歴史的にみて、先々英国にもっ
とも苛烈な債務を負わせるものであるのにも関わ
らず、下院は、ブレトンウッズ協定の原理を何ら
討議すること無くして、その成立を図ろうとして
いる。だが、ブースビー等の反対勢力の抵抗も及
ばなかった。成立を急ぐ支持勢力の意向をうけて
法案は、第 3読会を通過した。
（2.2）上院での審議
上院では、保守党が多数派であった。ビーヴァ
ーブルックをはじめとする勢力は、全ての法案の
内容に反対していた。このため上院での法案成立
は不透明であった。英国の議会には特有の決まり
があった。すなわち、上下両院で意思決定が異な
った場合、連続 2会期（つまり足掛け 2年）下院
で可決した法案は、上院が否決、あるいは修正し
ても、下院を通過した法案が法律となるというル
ールである。ここから、上院は、最大で 13ヶ月、
下院を通過した法案の成立を引き延ばせることが
できる。ただし、法案を財政（金銭）法案 (money 
bill)とすると、その法案は、上院で 1ヶ月しか成
立を遅らせることはできない。この規定に従い、
法案を財政法案として扱えば、1ヶ月後に成立さ
せることができる。だが、それでも 1945年 12月
31日までのブレトンウッズ協定の批准は覚束な
い。米国に次ぐ最大の出資国である英国が、ブレ
トンウッズ協定の批准を済まさなければ、ブレト
ンウッズ協定を発効させることができないのであ
った。
ケインズは 12月 17日に帰国すると、直ちにサ
ザンプトンからゴードン・スクウェアーの自宅に
向かい、そこで小休止したあと、議事堂に入っ
た。彼は、ワシントンでようやく締結にこぎ着け
た金融協定に対して、世論、議会に敵意がみなぎ
っているのを感じた。この間のケインズについ
て、ロビンズは次のように回想している。ケイン
ズは船中で議会審議の行方に懸念を強めていた。
船室で本国から入電した、彼の努力の結晶、彼が
まとめた借款についての議会の誤った意見表明に
怒りと恥辱を覚えた。
上院ではすでにペシィック‐ローレンスによる
法案の趣旨説明をうけて賛否が戦わされていた。
金融協定の支持層でさえ、不承不承、協定を受け
入れざるを得ないようであった。米国に直接憤怒
をぶつける議員もいた。ケインズは、疲労の蓄積
にも関わらず、5時間、熱心に質疑に耳を傾け
た。ケインズは上院での討議を聞いて、一般に広
まっている誤解に肝をつぶした。船中で準備した
演説は役に立たないことがわかった。時間がな
く、差し迫ったなかで、彼は、演説原稿をはじめ
から書き直した。
２日目に登壇したケインズは、討議の口火を切
った。
彼は、金融協定を次ぎのように擁護した。米国
との取引、それは金融協定、ブレトンウッズ協
定、通商政策での合意によって具体化されたが、
それらは統一された全体的な計画のうちの一部な
のである。それは米国の力を示すものではなく、
むしろ、２つの大国の間の共通の目的に向けての
妥協なのである。英国にとって屈辱的なものでは
決してないのだ。そこから実質的に得るものがあ
るのだ。それに英国は、さほど悪くはない条件で
借款を得ることができたのである。ケインズにす
れば、英米の不釣り合いな交渉力と国益の衝突と
を、うまく処理したのである。米国と英国は異な
る方法で共通の目標を追求しているのである。
ケインズは、米英の交渉方式の違いについて触
れる。米国は交渉で完璧さを求める。これに対し
て英国は一層の曖昧さを求める。交渉での一連の
合意は米国が求めるところの確実性と英国が求め
る融通性との可能な妥協なのである。米国との交
渉で英国は、戦功を見せびらかして、多くのもの
を引き出すべきではない。米国は、われわれの回
復に関心を抱いているのであって、共通の大義に
よって負った傷に関心を持っているのではない。
彼等は、われわれができるだけ早く包帯なしで歩
き始めるのを期待しているのである。彼らは、過
去の犠牲にではなく、将来の見通しに期待してい
るのである。
スキデルスキーによれば、演説のなかでケイン
ズは、ただ一点だけ感情的になった。利子に関し
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て言及した時である (Skidelsky 2001: 446)。彼
は借款が無利子でないことについて遺憾に思うと
心情を吐露している。利子をとるのは、現実を無
視したものである。それは間違ったアナロギーに
基づく。それは、英国の特異な貢献に合致したも
のではない。だが、米国は有利子を主張しつつ
も、実質的な援助条件の緩和策を受け入れてい
る。分割払いの期間が長く、われわれの初期の最
低限の負担は、実質的には無利子の資金供与と変
わりがない。ケインズは、このように有償の借款
を擁護したのであった。
ケインズはまた、一連の措置によって、英国が
得ることができるメリットについても語った。前
例のない寛大な扱いとなった武器貸与援助の清算
処理のことである。
交換性の回復問題では、それが 1947年春以前
の残高には適用されないこと強調した。インドと
南アフリカは、ドルと金の余剰国である。それら
の国々と英国は、おそらく自ら協定を締結するこ
とになろうが、その結果、英国に対してドル・プ
ールを残すことになるとの見通しを示した。ポン
ド債務の 3／2はインド、エジプト、アイルラン
ドである。しかしながら、英国は、これらの国々
に、英国から財やサービスを購入するように強い
ることはできない。また、米国に対して交換性を
約束しないことには借款を得ることはできない。
ケインズはさらに、ポンド残高と借款との関係
や、ロンドンの国際金融上の地位などについて触
れた。ドル借款の半分は、ほんとうはポンド地域
の国々のためである。ポンド地域の中央準備とし
て英国の外貨準備を厚くするというわけである。
そうして、英国が、国際銀行家としてとどまる方
法は、小切手の引出しを認めることである。これ
に対して、ポンド地域を破壊する方法はそれを餌
食にして、その上で生き続けることである。批判
者は、カナダを除いた経済ブロックの再構築を、
代替的戦略として推進しようとしている。だが、
それらの国々は、英国がすでに債務を負っている
国々である。それに、英国は、彼らが購入したい
ものを、供給することができないのである。
英米金融協定のもとで押し進める政策は自由放
任への回帰である、との批判に対しては、次ぎの
ように応じた。「この通貨と通商の提案は、均衡
の維持が必要な場合、多様な保護主義的方策を認
め、また、必要な場合には、それらを禁ずること
によって、均衡を維持しようというものでありま
す。提案は、英米関係の維持のうえで、極めて重
要であり、また、この計画の際立った特徴は、通
商の自由の利点を、自由放任制度の悲惨な結果に
対するセーフガードと結合しようとする、はじめ
ての、よく考え練られた包括的な試みなのであり
ます。」それは、「一つの試行であり、我々が現代
の経験から学んだものであり、アダム・スミスの
英知を否定するものではなく、むしろそれを補完
するものであります。あえていえば、国際的な議
論において、正しい道を指し示す明確な最終目標
に向け、新たに開拓された道に沿って、共通の合
意によって、歩みを進めるというものです。我々
は、各国の多様な政策のなかにあって、この国際
経済秩序の目標に向かって偉大な一歩を踏み出し
つつあるのであります」 (CW 1979: 621)。
上院では、ケインズとならびビーヴァーブルッ
クの言動が注目された。だが、その彼は、初日に
は登壇せず、また政府提案法案に対する修正動議
も提出しなかった。彼は、同僚議員の、明日（18
日）ビーヴァーブルックが修正提案を行うものと
期待している、との発言に対して、修正提案を行
うつもりは無い、法案を審議し、投票するつもり
であると応えたのであった。2日目のケインズの
演説後、これをうけて論戦が戦わされたが、ビー
ヴァーブルックはこれに絡もうとはしなかった。
彼が登壇したのは、午後 5時過ぎにであった。
ビーヴァーブルックは、まず、あらためて、政
府提出法案を採決によって決めるべきであると
し、修正提案を行う企図の無いことを表明した。
このあと、現政権は全ての銀行家を味方につけた
ので勝利するであろうと、述べた。彼の評価で
は、これは社会主義政党の運動において一つの新
しい局面であった。社会主義者と銀行家は、我々
に反対するうえで団結しているのである。この
後、彼は、英米金融協定の条件について米国を指
弾したり、米国がそれを押しつけたとも批判する
つもりは無いと述べた。だが、彼によれば、金融
協定とブレトンウッズ協定は英国に適合的ではな
い。とくに金融協定は不要である。彼の考えで
は、食料、タバコ、石油、綿花など重要物資の輸
入は、米国に依存しなくともまかなえるのであ
る。また、彼は、英国の対外ポジションにも言及
し、ケインズがいうほどの絶望的水準には無いと
反論した。これにはケインズが、強く反発し、ビ
ーヴァーブルックの指摘する数字を、これほど馬
鹿げた統計数字を聞いたことが無いと反論した。
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ケインズの感情的な言葉に刺激されてか、ビー
ヴァーブルックはようやく本格的な反論を試み
た。米国による借款の供与は不要であり、望まし
くない、ブレトンウッズ協定と英米間での通商合
意は、借款よりも深刻である、ブレトンウッズ協
定は金本位制度であり反対である、法案の帝国特
恵への攻撃もより深刻である。こうした譲歩を行
っていったい何が得られたのか、我々は米国に英
帝国市場を与えてしまうことになる。ビーヴァー
ブルックは、私は保護主義者である、英国には保
護主義が必要である、帝国には保護関税は必要で
ある、帝国特恵とポンド・ブロックとドル・プー
ルに結びつけられた、統一された帝国こそが、英
国に残された道である、と訴え演説を終えた。こ
の後、ビーヴァーブルックを交えた論戦が、しば
らく繰り広げられた。しかし、論戦は、深まりを
見せること無く続いた。結局、午後 7時 40分過
ぎに法案採決に入った。上院は、この日、５時間
あまりの審議を経て金融法案を90‐8で認めた。
およそ100名の上院議員が棄権したとみられた。
上院では保守党の反乱の脅威が最後の決定的瞬
間まで懸念された。しかしケインズの切々たる演
説、ビーヴァーブルックの寛容な反対によって、
そのような不安は消失した。とりわけケインズの
演説によって、金融協定を支持していた人々は息
を吹き返し、大いに元気づけられた。「政府の金
融協定ならびに貿易多角化計画を擁護する主張
は、説得力が弱くかつ不十分であった。しかし、
たった一人ではあったが、英米二国間の緊密な経
済協力によって健全、自由かつ開放的な貿易体制
のビジョンを抱いた人がいた。それはケインズで
あった。」ケインズは、「弁舌さわやかに金融協定
を支持し、多角主義に反対する議員を激しく非難
した」（ガードナー 1973: 414–6; Skidelsky 2001: 
448）。
ハロッドによればケインズは、なによりも議場
に蔓延している無知と不信を一掃しようとした。
ケインズは全力を傾けて協定を擁護した。彼の演
説は、代替案として取り沙汰されている別の政策
が如何に不適当で、また実に馬鹿げたものである
か、わずかな言葉できわめて効果的に明らかにし
た。ハロッドは、演説がこのうえもなく才気に満
ちたものであったという証言をあらゆる政党の人
から聞いた。「演説は、透徹した分析、如才なさお
よび明敏さを含んで、実にすぐれたものであっ
た」（ハロッド 1967: 675–7; Skidelsky 2001: 444–
5）。
ケインズは 1946年 1月 1日付のハリファック
スへの書信で、議会審議を次のように酷評してい
る。「与野党とも無知と全くの党利党略でした。
無知はすべてに及んでいました。……大蔵大臣、
イングランド銀行総裁のような人びとも我々が何
を失い、何を得たのかはっきり分かっておりませ
ん。大蔵大臣はポンド地域について大慌てでし
た。それは（私見によれば）我々代表団が交渉し
てきたことについての完全な誤解にもとづくもの
です。……」「社会主義者の一派は、国際問題への
米国の考え方に余りにも決定的な自由放任、いず
れにしても反計画の匂いを嗅ぎつけたと考えまし
た。これは反面の真実にすぎません。それという
のも、非差別主義の教義によってシャハト主義的
方法を捨て去ったのです。シャハト主義は社会主
義者のユダヤ人経済顧問（彼等は多くのユダヤ人
と同様に心からナチか共産主義者であって、いか
にして英連邦が形成され維持されてきたかについ
て何の考えをも持ち合わせていないのです）が渇
望してきたものなのです 19」(CW 1979: 626)。
まとめにかえて
「英語という共通の言語という利点があっても、諸国が
相互に理解しあうことはどんなに困難なことか。ワシント
ンとロンドンでは、如何に物事が違って現れるものか。そ
うして、いとも容易く、相互の困難と、それらを解決する
方法の背後にある真の目的について、誤解しあうものか」
（ケインズ 1945年 12月 18日上院での演説から。CW 
1979: 606）。
9月11日に始まった交渉は長引き、妥結したの
は 12月 5日であった。大戦直後の大動乱期の、
慌ただしく、切羽詰まった時期に、金融交渉は続
けられ、合意におよそ 4ヶ月を要したのである。
なぜこのような交渉となったのか。
まず留意しなければならないのは、この交渉が
1942年に締結された相互援助協定第 7条の履行
に関わる通商交渉、武器貸与援助の清算などの交
 19 スキデルスキーはここでユダヤの経済学者として念頭においているにはカルドアー、バローのことであるとしている。
(Skidelsky 2001: 445)
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渉と一括して進められた点である。多くの分野に
関わる分科会が組織され、それぞれの連携と調整
とが必要であったこと、とりわけ、英帝国特恵制
度の解体を戦略的に重視する米国は、通商交渉の
進捗状況を重視し、これと関連させながら金融交
渉を進めようとしたことが影響した。金融交渉の
行方は、ひとつには通商交渉で英国が、英帝国特
恵問題で、どれだけ妥協するかにかかっていたの
である。この通商交渉には、有能なリーシングと
ロビンズが交渉に当たったが、当初は、難航が予
想されたのである。
金融交渉はどのような経過をたどったのか、振
り返ってみよう。当初、ケインズは「公正」路線
に期待を込め、待ちの姿勢で交渉に臨んだ。ケイ
ンズは、交渉戦術として、英国の窮状を説明し、
米国の同情を買い、寛大な援助を引き出す作戦を
とった。米国が交渉で主導性を発揮するものと期
待したのである。しかし、米国側はケインズの交
渉戦術に乗らず、この作戦は裏目にでた。しびれ
を切らしたケインズが「公正」からの融資条件を
提示したのが 9月 20日のことであった。問題で
あったのは、ケインズが本国で「公正」への過大
な期待を振りまき、「公正」が実現できると、アト
リー政権を「魔法」（ロビンズ）にかけてしまった
ことであった。
ケインズの「公正」路線が米国の拒否にあって
頓挫するのが 9月 26日である。だが、本国は依
然として「公正」に拘泥し、有利子借款に反対す
る。英政権は、事態の推移を把握できず、基本方
針すら打ち出すことができない。
交渉がもたつくなかで、米国はようやく重い腰
をあげる。10月 11日、米国の代表団は、有利子
借款を原則とする基本方針案の検討を行うのであ
る。もっとも、米国が金融交渉の進展に向け一歩
踏み出したのは、この間、米国が注視してきた通
商交渉での進展を確認してのことであった。通商
交渉では、国際貿易機関の設立に向けて英米は合
意し、「国際貿易機関の設立に関する提案」のなか
に原則的に英帝国特恵を廃止するとの一項が盛込
まれることになったのであった。かかるなか米国
代表団は、10月 18日、35億ドルの有利子借款案
を提示する。こうして、援助が有利子とならざる
を得ないとの原則的立場を米国代表団が明確に打
ち出すまでに、1ヶ月が経過していた。
ケインズは、これを受けて、「詩」から「散文」
への転換を図らなければならないと自らようやく
事態を深刻に受け止める。そうして、本国に対し
て、最終的に「公正」路線からの撤退を求める。
これを受けたアトリー政権は、ようやく、具体的
な提案（A案、B案）を策定する。だが、代表団
がこれに難色を示し、援助額や援助の条件を巡っ
て、本国と代表団との間で、きしみが生じる。こ
の後、米国側は、修正された英国案を拒否、交渉
は再び行き詰まる。これをきっかけに代表団のな
かでのケインズと他の団員との内訌、代表団と本
国との亀裂が表面化するのである。
こう着状態が続くなかで、原則的な立場の提示
にとどまっていた米国代表団は、ようやく協定草
案の作成に取りかかる。金融援助の条件を明確に
規定する作業に着手、ポンドの交換性の実現、ウ
ェーバー条項、返済猶予規定、他の債務との関
連、輸入制限措置の撤廃、そして累積ポンド残高
の清算等に関する条項案の策定を試みる。最初の
協定草案は、11月 14日前後には作成され、11月
15日に一旦英国側に提示される。しかし、この草
案に対して、英国側が強く反発する。このため、
米代表団は、あらためて 11月 18日付修正協定草
案を英国代表団に提示し、検討を求めることにな
る。米国側が協定草案の起草に着手するのに実に
2ヶ月を要したのである。
米提案をうけて英内閣での政策協議が 11月 23
日、24日と続けられる。11月 25日、ポンドの自
由化に反対する対抗提案が本国から代表団に送付
されるや、これに反発する代表団と本国との間で
深刻な対立が生じる。本国は、11月 29日、改め
て英国提案を示し、交渉に臨むよう指示するが、
代表団の拒否にあう。本国はやむを得ず事態打開
にため大蔵省高官ブリッジスを米国に急派する。
交渉妥結の期限が差し迫るなか、ブリッジスの
到着をうけて、英米両国代表団は、12月 2日、米
国が提示した 11月 30日付修正協定草案をもと
に、改めて協議にはいる。驚くべきことであった
が、米国政府は、この段階で初めて、具体的な援
助総額を決定し、これが協定草案に盛込まれる。
最終期限がさし迫るなかで、ワシントンでは、米
国代表団と英国代表団がブリッジスともども「団
結」し、協定の締結を強く求める。アトリー政権
は追いつめられ、12月5日に英米金融協定は締結
される。英米金融協定の交渉過程はおおよそこの
ようなものであった。
以上の交渉過程を踏まえ、冒頭で触れたいくつ
かの問題に触れておこう。
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まず岩本の研究に関わる批判点である。岩本は
英米金融交渉の主題としてポンド残高処理を挙
げ、実際の交渉においてそれが中心的な課題であ
ったかのような印象を与えている。そうであろう
か。ポンド残高の処理に焦点を当てて交渉経過を
振り返ると、当初ケインズは、ポンド残高処理を
資金援助の目的に含め、その処理に必要な資金を
援助総額に含めていた。だが、米国代表団は、9
月 26日という金融交渉の比較的早い段階で、累
積ポンド残高の処理を棚上げし、その処理を事実
上協定の枠外として、その清算を英国にゆだねる
方針を示唆していた (Bellen and Pelly 1986: 
153–4)。
さらに 10月に入ると、米国資金を用いて累積
ポンドの救済策を講じるというホワイト構想に対
して、英国やヴィンソンも反対し、累積ポンド残
高の清算を、事実上、協定の枠外とすることがあ
らためて確認された (Pressnell 1986: 288–292; 
Skideksky 2001: 424–5)。そうして、11月中旬に
英米金融協定草案が起草されると、11月 18日付
協定草案に明らかなように、対英援助の目的から
累積ポンドの処理が除外され、さらに第三国の債
務処理に資金を用いてはならないことも規定さ
れ、累積ポンドの清算は、英国とその債権国間の
間で処理されるべき案件とされたのである。英米
金融協定の「第 2条　本借款の目的」では、次の
ように記されている。「本借款の目的は、英国が
米国から財・サービスを購入するのを促進し、英
国が戦後過渡期の経常収支赤字を埋め合わせるの
を助け、英国が適正な金・ドル準備を維持するの
を助け、本協定や他の協定が定めた多角的貿易の
義務を履行するように支援することである。」こ
こから我々は、金融協定が多様な目的を掲げつつ
も、その基本目的が、多角的貿易の実現、すなわ
ち貿易の自由化に置かれていることが分かる。ガ
ードナーも、岩本のように、ポンド残高処理を主
題として英米金融交渉を理解してはいない。同協
定が目的としたのは貿易多角化であるとする彼
は、その義務は次の四つの分野に渡っていると指
摘する。すなわち、ポンド地域の経常取引、米国
の経常取引、第 3国の経常取引、それに累積され
たポンド残高、である（ガードナー 1973: 387）。
なるほど、ガードナーは、累積ポンド残高の処理
を、貿易多角化義務を履行する手だてのひとつに
あげている。だが、すでにみたように、協定は英
国にその義務を果たすように一般的に求めている
だけで、その具体的処理まで定めているわけでは
ない。
米国の代表もケインズも、平和的で協調的な世
界経済を再構築するにあたって、財・サービスの
自由化が必須の課題であり、そのためには経常取
引にかかわる自由、無差別な国際通貨体制を実現
することが不可欠の課題であると考えていたので
ある。彼等は、戦後世界経済の再建にあたって、
貿易を中心とする世界経済をイメージし、今日の
ような発達した通貨、資本取引を想定していなか
った。ケインズの場合は、かかる経済にあって、
資本移動の制御が必要で、それは可能であると考
えていた。通貨、資本取引の世界経済への影響を
過小に評価していたのである。
英米金融交渉を英国側に焦点を当てて評価する
と、英国側の交渉過程での対応の拙さが目立っ
た。ひとつには、ケインズ、本国とも、交渉目標
の設定と外交交渉能力に問題があった。本国で
は、もともと、大蔵省内とイングランド銀行には
ケインズの過渡期の通貨・金融戦略と対米交渉方
針に対する強い反対論があった。しかし、成立し
たばかりのアトリー政権は、全面的にケインズに
交渉の行方を託し、彼からは、寛大な金融協力が
米国から得られるものとの楽観的な期待を植え付
けられていた。交渉が難航し、同政権は、まもな
くケインズの当初方針が誤りであったことに気づ
く。だが、すでに、かなりの時間が経過してい
た。ワシントンとロンドンは遠くはなれており、
代表団と本国との意思疎通は滞り、相互不信とと
もに誤解が増幅されていった。そうして、ケイン
ズに対する失望は抜き差しならないものになっ
た。こうした評価は、金融交渉の渦中にあったロ
ビンズの日記の記述にもみることができる。ケイ
ンズとともに戦時中の通貨、金融交渉に関わって
いた彼は、ケインズは交渉で英国に有利な援助が
期待できると本国を「魔法」にかけていた、「魔
法」をかけられ恍惚となっている本国の幻想を解
くのはケインズしかいないと考えた。だが、すで
に 1944年年初の時点で、ケインズの通貨外交の
交渉能力を疑っていたロビンズは、それが容易で
はないことを懸念していた。この点は、ハロッド
も次のように指摘している。本国の当事者たち
は、土壇場まで有利子借款とならざるを得ないこ
とに納得しなかった。ケインズのはじめの楽観
が、彼等の心に危険な錯覚を植えつけたのである
（Howson and Moggridge1990: 224; Pressnell 
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1986: 319; ハロッド 1967: 663）。
なお、ケインズが国際通貨協定第 8条の解釈
で、重大な誤解に陥っていたこと、彼がこの問題
に直面してその取り繕いに腐心したこと、米国の
財務省によってケインズ的な解釈が退けられたこ
と、の顛末については、邦訳ケインズ全集第24巻
のひどい誤訳とともに、米倉の研究 (2005, 2006)
が明らかにしている。ケインズは、1943年の秋
からの、ブレトンウッズ協定にいたる米国との交
渉でも、1944年 7月のブレトンウッズ会議でも、
そして、米倉や拙稿が明らかにしたように、その
後の通貨・金融交渉でも、決して有能な交渉者に
なり得なかったのである。
米国代表団は、当初、待ちの姿勢を見せ、交渉
のイニシアティブをとらなかった。援助国として
は、まずは、非援助国側がどのような条件で、ど
の程度の援助額を希望するのか、聴取したいとの
考えがあったのだろうか。もちろん、これだけで
はないであろう。米国側は、相互援助協定第７条
を英国側にどう履行させるのかを課題に交渉に臨
んでいた。交渉は多分野に及び、なかでも通商分
野での交渉の進捗状況を見定めながら、金融交渉
を進めていたのである。結局、その米国代表団
が、対英援助の基本方針の検討を行うのは、通商
交渉での原則的合意をうけた 10月 11日のことで
ある。そうして、ようやく 10月 18日に有利子借
款という原則的立場を打ち出すのである。だが、
米国側は、英国側からの具体的な提案を待つとい
う姿勢は変えなかった。その米国側も、交渉の基
本目標と協定文に盛込む条項の起草に、手間取っ
たことは否めない。英国代表団との交渉にあたっ
たのは、財務省と国務省をそれぞれ代表したヴィ
ンソンとクレイトンの二人である。新任の両者の
間では、大戦直後の多忙な課題に忙殺されるなか
で、当初、借款供与の目的、具体的条件について
明確な合意がなかった。この後、アトリー政権の
提案があったが、それは明確さと具体性を欠いた
提案で、米国代表団を失望させた。交渉が遅々と
して進まないなか、英国側では、本国と代表団と
のきしみも表面化し始める。米国側は、こうした
状況をうけ、11月中旬になってようやく膠着状況
を打開する必要に迫られる。そうして、一連の交
渉では最初となる、協定草案の起草に着手する。
米国側は、これを 11月 18日付草案として英国側
に正式に提示する。10月の原則的立場の表明か
ら再びひと月が経過していた。
英米金融協定を国際通貨・金融外交政策の側面
から評価するとどうであろうか。英米両国は、ブ
レトンウッズ協定、英米金融協定とダイナミック
で劇的な通貨・金融外交を繰り広げた。このうち
英米金融協定は、戦後過渡期の英国の苦境をブレ
トンウッズ協定とは対立的なアプローチであるキ
ーカレンシー・アプローチを採用することによっ
て解決しようとしたものであった。だが、この戦
略も戦後の秩序構築にあたり、初っ端から失敗に
終わった。英国に対して金融援助の見返りに拙速
な条件、すなわち国際通貨基金協定の過渡期条項
の適用を除外し、経常取引にともなうポンドの自
由化を強いたことが 1947 年夏の英国の通貨危機
を引き起こし、結局、自由主義的通貨秩序の構築
という米国の通貨戦略は早々に破綻したからであ
る。戦後過渡期の困難に英米が共同で対処して採
用した通貨・金融外交は失敗に終わったのである。
それでは、どうしてこのような失敗をおかして
しまったのであろうか。歴史の後知恵とのそしり
をまぬがれ得ないがいくつかの論点を指摘しよ
う。第 1に、政策目標が経済の現実に適合してい
なかったのである。とくに米国が過渡期の困難を
過小に評価し、貿易自由化とこれに必要と考えた
経常取引にともなう通貨の交換性の自由化を、性
急に実現しようとしたからに他ならない。アトリ
ー政権も、経常取引によって得られたポンドの交
換性回復を、期限を定めて約束し、それを実行し
たことは、見通しの甘さにとどまらず、明白な政
策ミスでもあった。
優れた大部に及ぶケインズの評伝を著したスキ
デルスキーは、英国側の視点から、いくつかの代
替的政策を考慮するべきではなかったかと疑問を
投げかけている。ケインズが 1945年 3月 18日の
覚書で指摘しているシャハト的な緊縮路線に立脚
したうえで、２つのオプションを考えることはで
きなかったのかという疑問である。その一つは、
ポンドの切り下げである。英国は結局、1949年
にポンドの切り下げに追い込まれる。それではポ
ンド切り下げは 1945年の段階で考えられなかっ
たか。既にみたように、ホワイトは 1945年の夏
上院銀行通貨委員会の証言で、英国の通貨切り下
げを期待して英国に対する過渡期援助の必要がな
いと主張していた。しかし、ケインズはこのよう
な考えに反対であった。彼の識見では、通貨切り
下げは英国に不均衡を招くことになる。輸出数量
の増大よりも輸出価格の低下をもたらすという理
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由からだ。不必要に低価格で輸出するほど馬鹿げ
たことはない。ケインズは、1945年の段階で英
国は十分な輸出競争力を有し、輸出の問題は輸出
財の供給不足にあると考えていたのである。いま
ひとつは、戦後の英国の状況が明確になるまで様
子を見る対応はとれなかったのか、という疑問で
ある。この間、英国は、必須な物資の輸入のため
に米国から短期的な金融をうけつつ事態の推移を
見守る。共産主義の脅威とドル不足が生じ、共産
主義の封じ込めと国際流動性の供給の必要から、
米国は英国に対して金融することを余儀なくされ
る。英国はこれを待てなかったか、というわけで
ある。
さらに、政策ミスという点では、ポンド残高処
理策で別の方途はなかったのか、という問題も残
る。英米金融協定でのポンド残高処理について
の、あいまいで妥協的な処理が、短期的には1947
年のポンド交換性回復の試みを挫き、中、長期的
には、ストレンジが言うようにそれが重荷 (over-
hang)となって、その後の英国経済とポンドの衰
退を招いた要因となったとの政策評価である（ス
トレンジ 1989: 84）。
戦争負担の平等、公正の立場から、英米の主導
のもとで、多国間的枠組みを構築して、戦時に累
積したポンド残高を処理するという構想がなかっ
たわけではない。ホワイトが再三提唱し、一時は
ケインズもこれに同調した。だが、特定国の累積
債務を、国際的枠組みで処理するという国際金融
政策協調の政策思想は、未成熟であった。こうし
た政策を採用する条件は整わず、またその歴史的
段階にはなかったのである。
こうした問題とは別に、ポンド残高処理では気
になる動きが見られた。われわれは、資料のうえ
で確認できなかったが、ガードナーによれば、調
印後、英国政府は、米国政府に対して、次ぎのよ
うに通告した。
①　 ポンド残高の大部分の凍結ないし長期債務へ
の切り替えをおこなわない。
②　 旧ポンドと経常取引で取得した新ポンドとを
切り離すこともしない。
③　 ポンド残高を引き出す割合についてポンド債
権国との間で、非公式取り決めを結ぶことに
なろう。
④　 ポンド残高の解決策について長期的な解決策
はなく、４年か５年を対象とした一次的な解
決策を設け、その期間の経過後にあらためて
再検討することになろう（ガードナー 1973: 
533–4）。
ガードナーによれば、こうしてポンド残高の処
理はワシントンでの交渉の時とだいぶ違った結果
となった。1947年８月にドールトンが明らかに
したところによれば、ポンド残高は減少するどこ
ろか、史上最高の 35億 5900万ポンドに達した。
その半分以下の 17億ポンドが公式に凍結された
だけであった。その他はポンドの債権国が自由に
できるもので、オーストラリア、ニュージーラン
ド、南アフリカの債権がそれぞれ 4億ポンドであ
ったが、英国はこれらの国々と正式に取り決めを
結ぶ必要があるとは考えていなかった。このよう
にポンド残高を処理することは、７月 15日まで
に残高の大半についてこれを英国の管理下に置く
という了解に反するものであった。
結局、英国の通貨当局は、ポンドの債権国との
間での個別交渉によるポンド残高の処理を先送り
した。こうして、ドルに換算しておよそ 36億ド
ルという巨額のポンド残高の半分以上が交換可能
なポンドとして解放される運命にあった。かかる
巨額のポンドがドルに交換されるのを防ぐ方法
は、保有者の自制に待つほかなかった。だが、
1947年の情勢からみて、これはあまりに頼りな
かった。
危機が春から夏にかけて深化するのともない、
①英国との双務的な協定による振替可能勘定を設
定している数ヶ国は封鎖されていないポンド残高
から多額の資金を引き出し、ドルにかえた。この
際、各国は、振替可能勘定を悪用して、自国のポ
ンド残高だけでなく、ポンド諸国との貿易で取得
した旧ポンドをもドルに交換した。②ポンド地域
諸国も同様なことを行ない、直接ロンドンの中央
準備からドルを引き出した（ガードナー 1973: 
534–5）。
経常取引によって獲得されたポンドの交換性を
回復すると約束するにあたっては、ポンド地域諸
国や英国と双務協定を取り結んでいる国々の保有
するポンド残高の影響を、十分に考慮すべきであ
った。このようなポンド残高と経常取引によって
得られたポンドとが区別されず、ポンド残高の一
部が経常取引によって得られたポンドとしてドル
の転換される怖れがあったのである。そうである
から、政治的な困難に直面することは避けられな
いとしても戦時中に累積したポンド残高の厳密な
方針による処理が欠かせなかったのである。
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だが、英国政府にとって単独での累積ポンドの
処理は重荷であった。金融政策協調の政策思想も
未成熟であった。そうであれば、ケインズや英国
だけを責められない。米国政府こそが重大な政策
ミスを犯した張本人であるからだ。英米金融協定
の締結は、オルドリッチ、ウィリアムズらニュー
ヨーク金融界の主張してきたブレトンウッズ協定
に代替するキーカレンシー・アプローチが、自
由・無差別・多角主義を通商体制の構築を目指す
米国の通貨・金融外交戦略の柱となったことを意
味した。それは確かにニューヨーク金融界の勝利
であった。だが、性急な経常取引にともなう通貨
の自由化政策が、過渡期の国際通貨・金融政策と
しては妥当ではなかったことが、その後の事態の
推移によって明らかになる。米国にとって、相互
援助協定第７条を基礎に、ブレトンウッズ協定、
英米金融協定の締結に費やされてきた外交的努
力、すなわち、自由、無差別、多角主義の国際経
済システムの構築という戦略目標の追求は、通貨
面では、1947年のポンドの交換性回復の失敗を
契機に、本来の目標とは正反対の 1957年まで続
くことになるポンド地域の再版差別主義的通貨体
制を生み出すという、皮肉な結果をもたらしたの
である。これは米国にとって大きな誤算であっ
た。この問題でストレンジの研究は注目すべきで
あろう。彼女は、ポンドの衰退過程の局面とし
て、1947年のポンド交換性の失敗から 1957、58
年までを「対ドル差別クラブ」が組織された時期
と特徴づけていた。ケインズに対抗したヘンダー
ソンやイングランド銀行の通貨・金融構想に近い
制度がここに出現したのである。ポンド地域諸国
が対米差別主義的な貿易政策、為替政策を追求し
た点に基本的な特徴があるからだ。そこでは、輸
入割当制度による対ドル地域輸入制限措置、域外
への資本移動の制限、ドル節約のための域内貿易
の促進などの政策がとられた。それは米国がその
実現を求めた戦後の経済秩序とはかけ離れた差別
主義的ポンド地域の再現であった。これは 2重の
意味で皮肉な結果であった。なぜなら第 1に、再
版ポンド地域は、その自由化を目論んだ米国の政
策によって生み出されたものであるからだ。第２
に、自由、無差別、多角主義を目ざしていた米国
は、一転してこの差別主義的なポンド地域の結合
を自ら支持し、それを長期化させる結果を招いた
からである。米国のかかる政策転換が、トルーマ
ン・ドクトリン、マーシャル・プランへの政策展
開と軌を一にしたものであったことはいうまでも
ない。
［追記］ 邦訳『ケインズ全集第 24巻』「訳者あと
がき」の 問題点
英語力とともに幅広い知識と専門的な知見、歴
史的、社会的事象についての深い理解等を兼ね備
えたものであっても、国際通貨・金融にかかわる
外交文書や書簡を中心とするケインズ関連文書の
翻訳は、容易な仕事ではないであろう。残念なが
ら、このことをはからずも例示する結果となった
のが、ケインズ全集第 24巻 (CW 1979)の邦訳で
あろう。同書は、「平和への移行」と題され、
1944–45年の時期の武器貸与援助問題、英国の対
外通貨・金融問題、英米金融協定交渉などを扱っ
ている。それゆえに、同書は、第二次世界大戦末
期から戦後初期の英米間でのブレトンウッズ協定
交渉や英米金融交渉を研究するうえで、重要な資
料的価値をもつ。だが、残念なことに、このケイ
ンズ全集の邦訳が、誤訳に満ちた欠陥本であるこ
とは、米倉の精力的な研究「ケインズ・ロバート
ソン論争の現代的波紋」（米倉 2005）が指摘する
ところである。同邦訳書の根本的な難点の指摘
は、米倉に譲り、ここでは同邦訳書「訳者あとが
き」を取り上げよう。ここの記述も多くの錯誤に
満ち溢れており、看過できる内容ではないからで
ある。
ポンド圏「協定」?
「邦訳者あとがき」で邦訳の実質的な責任者と
思われる訳者が「ポンド圏」について次のように
解説する。「ポンド圏とは、対外支払い準備の大
部分を、英国ポンドで保有し、自国通貨の対外価
値を英ポンドに結びつける協定をしている国々
（地域）のグループにより、形成される地域のこと
である」（『全集第 24巻』697頁）。
邦訳の責任者ともあろうものがこのような解題
を行ってはいけない。訳者が責任を持って翻訳し
た原著のなかでケインズは正反対の見地を表明し
ているからである。ここでは以下の①②③を例示
しよう。
① ケインズ 1944年 1月 11日付「対日停戦後
の移行期における対外金融に関する覚書」
　 この覚書の “III The ‘Sterling Area’ System 
as it now exists” で次ぎのように論じてい
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る。
　a　 邦訳「その行動の自由に対する制限
は、厳密さにおいて程度は様々である
が（じっさいそれらの協定（原文は
agreement）は非公式なものであるに
過ぎないが）、……」（『全集第 24巻』5
頁）。
　b　 拙訳「その行動の自由に対する制限
は、厳密さにおいて程度は様々である
が（実際、それらの合意は非公式のも
のに過ぎないが）、……」(CW 1979: 4）。
②  1944年 11月 6日付イングランド銀行総裁
宛の書信
　 この書信は、ケインズが 1944年 10月 31
日に国務省のアチソンの部屋で「ポンド地
域 sterling area」について説明した内容を
原稿にしたものである。
　a　 邦訳「……ポンド圏協定（原文は the 
sterling area arrangements）の任意
的・非公式的性格と、様々な為替管理
の自律的性格をも強調しました」（『全
集第 24巻』168頁）。
　b　 拙訳「ポンド地域合意の任意の、非公
式の性格と、様々な為替管理の自律的
性格を強調しました」(CW 1979: 163)。
③  1945年 11月 5日付H・D・ホワイト宛書
信
　 ケインズはここでホワイトに、あらためて
sterling area arrangementsについて説明
している（これを邦訳は「ポンド圏協定」
と訳しているが、拙訳では「ポンド地域合
意」となる）。拙訳によればケインズはここ
で次の点を強調している。「ポンド地域諸国
の為替制限は自主的であり、諸国間に書面
による合意はない (no written agreements)」
（『全集第 24巻』610頁 ; CW 1979: 163）。
これらの書信から、ケインズがポンド地域につ
いて、米国側にその実態を理解させようと、必死
な努力を費やしていたことが理解できよう。その
うえで拙訳を読めば、ケインズの真の狙いが理解
できるであろう。彼は、これらを通じて、米国側
が解釈しているような「ポンド圏協定」というも
のはないのであって、その実態は自発的な非公式
なものであり、なんら書面による合意はない、と
いうのである。だが訳者は、agreements、ar-
range mentsを「協定」と訳し、これによってポ
ンド地域を協定にもとづく通貨地域圏と理解して
しまったのである。尚、訳者とは異なリ、拙訳で
はこれらの用語を「合意」と訳している。なぜ
か。その理由について簡単に触れよう。ケインズ
は、前掲の①～③のなかでポンド圏の通貨・為替
の制限措置は、「非公式なものであるにすぎない」
として、またその「任意の、非公式の性格」と「自
律的性格」を強調し、「ポンド地域諸国の為替制限
は自主的であり、諸国間に書面による合意はな
い」と主張しているのである。「非公式で」「任意
のもの」であり、「書面による」ものではないとい
うのであるから、文脈から arrangementsも
agreementsも「協定」としてではなく「合意」
と訳すべきなのである。
ブレトンウッズ会議開催は 1945年？
「訳者あとがき」によると、武器貸与援助の「削
減の方向は 3月に確定された。」ローズベルトは、
「この際、米・英両首脳間の議定書による取決めを
然るべきとし、そのための、ケベック会談が設定
された。このため、ケインズは、夫人同伴で、ブ
レトン・ウッズから、直接にカナダへ向かい、以
後、交渉団を率いて、ワシントンに滞留すること
となった」（『全集第 24巻』699頁）。この「3月」
とは、訳者によれば、明らかに 1945年 3月のこ
とである。なぜなら、これに先立つ箇所で訳者は
次のように解説しているからである。「前述のよ
うに、ドイツ軍の降伏は、年表では 1945年 5月
であるが、これより先、同年 1月から、合衆国の
内部では、欧州戦線の状況からして、武器貸与の
金額の縮減と、相互援助品目・役務の範囲の洗い
替えを議論し始め、その削減の方向は 3月に確定
された」（『全集第 24巻』699頁）。
かかる記述は、歴史過程の著しい誤認にもとづ
いている。ブレトンウッズ会議やケベック会談は
いつ開催されたのか。間違いなく 1944年であ
る。これが訳者解説の文脈からは、1945年にブ
レトンウッズ会議とケベック会談が開催されたこ
とになってしまうのである。
ケインズは、1944年のブレトンウッズ会議終
了後、いったん帰国し、第 2次ケベック会談に出
席するために再度渡米した。それゆえに、訳者
が、ケインズは代表団を率いて滞留したとするの
もまた間違いである。訳者は、こうした解説が自
らによる他の箇所での解説と齟齬を来しているの
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に気がつかない。すぐ後の 700–701頁で、『全集
第 24巻』第 2章は、「第 2段階の折衝」と題さ
れ、「1944年の 9～10月についてまとめられてい
る」と解説しているではないか。このような訳者
の歴史過程の扱いの杜撰さは、ローズベルト大統
領が「2月に……没し」（『全集第 24巻』702頁）
と書いて憚らぬ点にもあらわれている。大統領が
逝去したのは訳者のいう2月ではなく4月である。
ドイツの「非工業化」案は「国務省の差し金」？
訳者解説はまた、「この期間中に生じた、トピカ
ルな問題を記しておく」として、ドイツの「非工
業化」について言及している。この説明で、「いか
にしてドイツ国民を扶持する（食糧を供給する）
かが問題となり、結局沙汰やみとなった。しか
し、一時は財務長官（モーゲンソー）までも、か
なり本気でのめり込んだ（国務省の差し金か）。
戦勝国の異常心理のはたらきの、一つの例であ
る」と解説している（『全集第 24巻』700頁）。
このような解題は『全集第 24巻』の訳者から
すれば、到底あり得ない過誤である。なぜならば
同書のなかに、ケインズが大蔵大臣アンダーソン
に宛てた書信が収録されており、そこに次ぎのよ
うな一文があるからだ。「モーゲンソーの提案
（＝ドイツ非工業化）は国務省で、また聞くところ
ではワシントンの殆どすべての方面で激しい反対
に遭っています」（『全集第 24巻』133頁）。訳者
は解説のなかで、「国務省の差し金か」とコメント
しているが、国務省やワシントンの政府内外の強
い反対に遭っているという自ら訳したケインズの
書信を踏まえて問題を解題すべきであった。自ら
の訳にも忠実でないこのような解題は許されな
い。ドイツの非工業化を推進したのは財務省のモ
ーゲンソー、ホワイトであり、これに反対したの
が国務省であった。またドイツの非工業化問題で
論争点となったのはドイツ国民の扶持の問題だけ
ではなかった。この時期のドイツ占領政策を巡る
米国内での政策対立につては、手前味噌になる
が、拙著『冷戦の起源とアメリカの覇権』（御茶の
水書房、1993年）の当該箇所を参照して欲しい。
ケインズの代替策は 2つ？
第 3章は「1945年 1～7月（洗い替えた体制に
よる武器貸与の発足から、日本敗戦の直前まで）
の文書を整理している」（『全集第 24巻』702
頁）。訳者はこの第 3章の解題で、戦後過渡期に
英国がとるべき対外金融政策の代替案としてケイ
ンズが代替 1と代替 2の 2つをあげていると指摘
する。これはケインズが「飢餓の窮地」「誘惑」
「公正」という 3つの代替策を指摘しているのを
見逃している。なお、ここで「洗い替え」とある
がいかなる意味であろうか。手元の辞書にはこの
語が見当たらない。
ドル・プール制、特恵制度関は撤廃？
第 4章は「借入れ交渉」で、1945年 8月～12
月を扱っているという。12月 6日に署名された
「英米貸付協定」にいたる過程を扱った章である
という。「借入れ交渉」も「英米貸付協定」という
のも気になる訳であるが、ここではすておこう。
看過できないのは次のような誤った解説である。
この協定発効後 1年で「ポンドの交換性は維持さ
れ、ポンド圏のドル・プール体制は解消した。英
国は、戦時に崩壊した、生産・産業体制の急速な
回復のため、米国の援助を要請する立場にあった
ことが、最終的に『強い』米国の、英連邦特恵関
税撤廃を受
マ マ
容させられる結果となったのである」
（『全集第 24巻』707頁）。訳者は、ここでポンド
の交換性は維持され、「ポンド圏のドル・プール制
は解消した」「英連邦特恵関税撤廃を受
マ マ
容させら
れ」た、という。この解説も問題である。英当局
は、英米金融協定にもとづいて経常取引の交換性
を回復させる措置をとった。これによって、ポン
ドの交換性の制限と米国が問題視するようなド
ル・プール制は、一時的に撤廃されることになっ
たといえるかもしれない。だが、1947年ポンド
危機が勃発するなかで、ポンドの交換性が再停止
されるとともに、ドルに対する差別主義は、あら
ためてポンド地域システムの再編とともに復活し
た、と理解すべきであろう。訳者はさらに、金融
協定の締結によって英国は「英連邦特恵制度の撤
廃を受
マ
容
マ
させられる結果となった」とも解説す
る。「受容」は愛嬌としておくが、この説明も誤り
である。同協定では、「資金供与の目的」の箇所の
第 4項で「英国が多角的貿易の義務を果たすのを
援助する」とうたっているだけである。英国は、
多角的貿易の義務を果たすとは約束していない
し、具体的な条項で「英特恵制度の撤廃を受
マ
容
マ
さ
せられた」わけでもないのである。英国は、その
撤廃を、英米金融協定で約束してはいない。それ
自体は、ITO（国際貿易機構）の設立にかかわる
通商交渉の課題として残されたのである。
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